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手引きの改訂について 

令和４年４月に「田んぼダム」の手引きを公表して以降、意欲のある農家及び行政、研

究者の支援もあり、令和６年度末までに９万９千 ha まで「田んぼダム」の取組面積が増

加しています。 

 

図 １ 令和２年度と令和６年度の地域別「田んぼダム」取組面積 

また、各道府県においてもマニュアルの作成や、単独事業による取組への支援が実施さ

れたことで、「田んぼダム」の役割やメリットに対する認識が全国的に向上しています。 

一方で、農家からは「田んぼダム」の営農への影響に関する質問や、取組効果の明示を

要望する声が多数寄せられているため、これらの質問や要望に対応する必要があります。 

さらに、取組面積は年々拡大しているものの、主に北海道や東北地方など一部地域に集

中しており、今後は全国的な普及・啓発活動を一層推進していく必要があります。 

 
図 ２ 令和２年度から令和６年度の地域別「田んぼダム」増加面積 

今回の改訂では、手引きの内容を充実させ、正確な情報提供を行うことを目的に、令和

４年以降の取組結果を追記し、流出量調整器具の種類と効果発現の特徴、「田んぼダム」

の取組が営農に及ぼす影響に関する検証や研究成果、アンケート調査結果、及び簡易的な

効果解析手法の掲載を行いました。加えて、取組が進展している地域の優良事例を紹介し、

新たに取組を進める地域での合意形成や活動の参考として活用できるようにしました。 
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第１章 手引きの目的と背景 

１．１ 手引きの目的 

近年、地球温暖化に伴う気候変動の影響等により、洪水などによる水災害が頻発・激甚

化するとともに、水災害のリスクの増大が懸念されている中で、営農しながら取り組むこ

とができ、地域の防災・減災に貢献する「田んぼダム」の取組が注目されています。 

水田は、食料を生産する本来の機能に加えて、多面的機能の一つとして、大雨の際に雨

水を一時的に貯留＊し、時間をかけてゆっくりと下流に流すこと（本手引きでは、雨水貯

留機能といいます。）で洪水被害を防止・軽減する役割を果たしています。 

「田んぼダム」は、小さな穴の開いた調整板などの簡単な器具を水田の排水枡にとりつ

けて流出量を抑えることで、水田の雨水貯留機能の強化を図り、周辺の農地・集落や下流

域の浸水被害リスクの低減を図る取組です。大規模な施設を造成する必要がなく、安価で、

すぐに効果が発揮できることが大きな特徴で、各地で取組が広がっています。 

「田んぼダム」の取組を始める際には、「田んぼダム」の効果、農作物の収量や品質へ

の影響、取組に必要な労力などの情報を農業者、地域住民、行政機関、土地改良区等の農

業関係機関、防災関係機関等の全ての関係者で共有することが重要です。 

その上で、関係者間で相談・協議を重ね、取組の内容や実施体制を整えるといった過程

を経ることにより、関係者相互の理解を深め、繋がりを強め、地域全体の協働による継続

的な取組を実現することができます。 

 

本手引は、「田んぼダム」の取組を導入し、継続的に実施するために、地域における話

し合いの基礎となる情報や基本的な考え方をとりまとめ、「田んぼダム」の取組に携わる

全ての関係者が参考にできることを目的としています。 

作成にあたっては、専門的な知識を有する学識経験者、「田んぼダム」を実施している

地域の自治体等の実務経験者、国土交通省水管理・国土保全局、国土技術政策総合研究所、

国立研究開発法人土木研究所、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構、農林

水産省で構成する「水田の持つ雨水貯留機能の活用に向けた検討会」（参考資料１）にお

ける議論を踏まえ、農林水産省がとりまとめました。 

 

水災害に繋がるような豪雨は、いつ発生するかわかりません。そのため、「田んぼダム」

の恩恵を得るためには、地域で農業が持続的に営まれ、農地が健全に保全され、「田んぼ

ダム」の取組が継続して行われる必要があります。「田んぼダム」を通じて地域で農業や

防災・減災への理解が深まり、住民や様々な関係者間の繋がりが強化され、地域の持続性

と協働力が向上することを期待します。 
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＊「一時的な貯留」とは 

本手引きでは、雨水の流出抑制により、一時的に雨水が水田に留まり、やがて自然に

排水され、元の水位へと戻ることを「一時的な貯留」と表現しています。 

「田んぼダム」とは、流出量調整器具を活用して、水田に降った雨水の流出抑制を行

い、実施地域およびその下流域における湛水被害のリスクを低減する取り組みです。 

しばしばダムと混同されますが、ダムは洪水被害を軽減するため、雨水だけでなく上

流からの流水を取り入れ、貯水位が設定水位を超えないように下流への放流量を調整し

ながら貯留します。一方で、「田んぼダム」の貯留はその水田に降った雨水のみを貯留

するため、ダムの貯留とは仕組みが異なります。 

「田んぼダム」は、雨水の流出を完全に止めるのではなく、抑制しながら排水を行い

ます。降雨が発生した場合には、流出抑制効果が発揮され、田面水位が上昇します。こ

の田面水位の上昇量は流出量調整器具、雨の降り方等により異なりますが、最終的には

自然に排水が行われ元の水位に戻ります。 

河川への排水量に着目すると、図 １-１に示すとおり、水田がない場合に比べて水田

がある場合には、多面的機能の一つである雨水貯留機能により一定の流出抑制効果が認

められます。また、「田んぼダム」を実施した場合には、「田んぼダム」を実施しない水

田よりもさらに大きな雨水の流出抑制効果が発揮されます。 

 

 

図 １-１ 豪雨時の河川への流出量の比較（イメージ） 

こうした特性を包括的に表現するため、本手引きでは「一時的な貯留」という表現を

用いることとしました。 
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１．２ 手引き作成の背景 

 近年、気候変動の影響により、大雨（時間雨量 50mm を超える短時間強雨）の発生件数

が増加しており（年間の大雨発生件数は約 40年前の平均 226回から 1.5倍の 334回）、水

害が頻発・激甚化しています(図 １-２)。 

 

 
図 １-２ １時間降水量 50mm以上の年間発生回数（アメダス 1,300地点あたり） 

出典：「「流域治水」の基本的な考え方」 国土交通省 水管理・国土保全局 

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/pdf/01_kangaekata.pdf P3 

 

  このような状況を踏まえ、令和２年７月、国土交通大臣から諮問を受けた社会資本整

備審議会において、「気候変動を踏まえた水害対策のあり方について ～あらゆる関係

者が流域全体で行う持続可能な「流域治水」への転換～」が答申されました。 

「流域治水」は、河川、下水道等の管理者が主体となって行う従来の治水対策に加え、

集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて一つの流域として捉え、国、都道府県・

市町村、企業・住民等のあらゆる関係者が一体となって、 

① 氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 

② 被害対象を減少させるための対策 

③ 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 

を、総合的かつ多層的に取り組むものです（図 １-３）。 
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図 １-３ あらゆる関係者が協働して行う「流域治水」 

「「流域治水」の基本的な考え方」（国土交通省 水管理・国土保全局）を基に作成 

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/pdf/01_kangaekata.pdf P7 

「流域治水」の実効性を高めるため、流域治水の計画・体制の強化や各種対策を内容と

する「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 31 号）

が令和３年５月に公布され、同年 11月に全面施行されました。 

また、国土強靭化基本計画（令和５年７月 28日閣議決定）では、国土強靱化の推進方

針として、「流域治水推進行動計画（令和３年７月）」に基づき、関係府省庁や地方公共団

体等との緊密な連携・協力の下、上流・下流や本川・支川の流域全体を見据えた事前防災

のためのハード・ソフト一体となった流域治水の取組を強化することが示されています。

「田んぼダム」の取組を広げていくため、地域の共同活動を支援するとともに、水田の貯

留機能を向上させる農地整備を推進する旨が追加されました。 

各水系においては、河川整備等に加え、雨水貯留浸透施設の整備、土地利用規制のほ

か、農業用ダムの事前放流や「田んぼダム」等の農地・農業水利施設を活用した取組も含

め、あらゆる関係者が協働し、重点的に実施する治水対策の全体像として「流域治水プロ

ジェクト」の策定が進められています（一級水系は全て策定済）。 

また、近年の気候変動の影響により、2040年～2050年頃には降雨量が約 1.1倍に増加

することが見込まれていることを踏まえ、流域治水の取組を更に加速化・深化させるべ

く、一級水系において「流域治水プロジェクト 2.0」に更新したところです。 

農業農村整備事業等においても、流域治水の取組として、農地・農業水利施設の有する

雨水貯留機能や洪水調節機能、水路・排水機場等の果たす地域全体の排水の役割を効果

的・効率的に発揮、活用することとし、水田の「田んぼダム」としての活用、農業用ダム

の事前放流、ため池の活用及び排水施設等の活用を推進しています。 

（図 １-４、 図 １-５） 
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図 １-４ 農地・農業水利施設を活用した「流域治水」の取組 

出典：農林水産省 Webサイト（農林水産省農村振興局） 

https://www.maff.go.jp/j/nousin/mizu/kurasi_agwater/ryuuiki_tisui.html 

 

図 １-５ 「田んぼダム」の取組の推進 

出典：農林水産省 Webサイト（農林水産省農村振興局） 

https://www.maff.go.jp/j/nousin/mizu/kurasi_agwater/ryuuiki_tisui.html 
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  流域治水の中で、「田んぼダム」の取組は、氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

として、76水系（84の流域治水プロジェクト）で位置付けられ、各流域で取組が推進さ

れることとなっています（表 １-１）。 

 

表 １-１ 「田んぼダム」が位置付けられている一級水系流域治水プロジェクト 

（令和６年４月時点） 

  

※流域治水プロジェクト 2.0 への位置付けを含む 

  

地方整備局名 水系名 流域治水プロジェクト 地方整備局名 水系名 流域治水プロジェクト

北海道 後志利別川 後志利別川水系流域治水プロジェクト 中部 雲出川 雲出川水系流域治水プロジェクト

北海道 尻別川 尻別川水系流域治水プロジェクト 中部 櫛田川 櫛田川水系流域治水プロジェクト

北海道 鵡川 鵡川水系流域治水プロジェクト 中部 宮川 宮川水系流域治水プロジェクト

北海道 天塩川 天塩川（上流）水系流域治水プロジェクト 近畿 大和川 大和川水系流域治水プロジェクト

北海道 留萌川 留萌川水系流域治水プロジェクト 近畿 淀川 淀川水系流域治水プロジェクト

東北 名取川 名取川水系流域治水プロジェクト 近畿 加古川 加古川水系流域治水プロジェクト

東北 鳴瀬川 鳴瀬川水系流域治水プロジェクト 近畿 揖保川 揖保川水系流域治水プロジェクト

東北 北上川 北上川水系流域治水プロジェクト 近畿 円山川 円山川水系流域治水プロジェクト

東北 馬淵川 馬淵川水系流域治水プロジェクト 近畿 由良川 由良川水系流域治水プロジェクト

東北 高瀬川 高瀬川水系流域治水プロジェクト 近畿 北川 北川水系流域治水プロジェクト

東北 岩木川 岩木川水系流域治水プロジェクト 近畿 九頭竜川 九頭竜川水系流域治水プロジェクト

東北 米代川 米代川水系流域治水プロジェクト 中国 旭川 旭川水系流域治水プロジェクト

東北 雄物川 雄物川水系流域治水プロジェクト 中国 高梁川 高梁川水系流域治水プロジェクト

東北 子吉川 子吉川水系流域治水プロジェクト 中国 佐波川 佐波川水系流域治水プロジェクト

東北 最上川 最上川水系流域治水プロジェクト 中国 高津川 高津川水系流域治水プロジェクト

東北 赤川 赤川水系流域治水プロジェクト 中国 斐伊川 斐伊川水系流域治水プロジェクト

東北 阿武隈川 阿武隈川水系流域治水プロジェクト 中国 日野川 日野川水系流域治水プロジェクト

関東 荒川 荒川水系流域治水プロジェクト 中国 千代川 千代川水系流域治水プロジェクト

四国 吉野川 吉野川水系流域治水プロジェクト

四国 那賀川 那賀川水系流域治水プロジェクト

四国 仁淀川 仁淀川水系流域治水プロジェクト

四国 肱川 肱川水系流域治水プロジェクト

四国 土器川 土器川水系流域治水プロジェクト

関東 那珂川 那珂川水系流域治水プロジェクト 九州 遠賀川 遠賀川水系流域治水プロジェクト

北陸 荒川 荒川水系流域治水プロジェクト 九州 山国川 山国川水系流域治水プロジェクト

北陸 阿賀野川 阿賀野川水系流域治水プロジェクト 九州 大分川 大分川水系流域治水プロジェクト

北陸 信濃川 信濃川水系流域治水プロジェクト 九州 大野川 大野川水系流域治水プロジェクト

北陸 関川 関川水系流域治水プロジェクト 九州 番匠川 番匠川水系流域治水プロジェクト

北陸 姫川 姫川水系流域治水プロジェクト 九州 五ヶ瀬川 五ヶ瀬川水系流域治水プロジェクト

北陸 神通川 神通川水系流域治水プロジェクト 九州 大淀川 大淀川水系流域治水プロジェクト

北陸 庄川 庄川水系流域治水プロジェクト 九州 小丸川 小丸川水系流域治水プロジェクト

北陸 小矢部川 小矢部川水系流域治水プロジェクト 九州 球磨川 球磨川水系流域治水プロジェクト

北陸 手取川 手取川水系流域治水プロジェクト 九州 緑川 緑川水系流域治水プロジェクト

北陸 梯川 梯川水系流域治水プロジェクト 九州 白川 白川水系流域治水プロジェクト

中部 狩野川 狩野川水系流域治水プロジェクト 九州 矢部川 矢部川水系流域治水プロジェクト

中部 菊川 菊川水系流域治水プロジェクト 九州 筑後川 筑後川水系流域治水プロジェクト

九州 嘉瀬川 嘉瀬川水系流域治水プロジェクト

九州 六角川 六角川水系流域治水プロジェクト

中部 矢作川 矢作川水系流域治水プロジェクト 九州 松浦川 松浦川水系流域治水プロジェクト

中部 庄内川 庄内川水系流域治水プロジェクト

関東 利根川

利根川・江戸川流域治水プロジェクト
中川・綾瀬川流域治水プロジェクト
渡良瀬川流域治水プロジェクト
鬼怒川水系流域治水プロジェクト
小貝川流域治水プロジェクト

中部 天竜川
天竜川(下流)水系流域治水プロジェクト
天竜川(上流）水系流域治水プロジェクト

木曽川水系長良川流域治水プロジェクト
木曽川水系木曽川流域治水プロジェクト

北海道 石狩川
石狩川（下流）水系流域治水プロジェクト
石狩川（上流）水系流域治水プロジェクト

中部 木曽川
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  図 １-６に「田んぼダム」の取組が含まれている「流域治水プロジェクト」の事例を示

します。 

 
出典：「最上川水系流域治水プロジェクト」 

https://www.thr.mlit.go.jp/yamagata/river/chisui/kyougikai/r05_project.pdf P34 

 

出典：「利根川・江戸川流域治水プロジェクト（利根川上流区間）」 

https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000916001.pdf P36 

図 １-６ 流域治水プロジェクト（「田んぼダム」の取組）の事例  
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 土地改良長期計画（令和７年９月 12 日閣議決定）においては、気候変動等により自然

災害の激甚化・頻発化が進み、農地・農業水利施設等においても多大な被害が発生してい

る現状を踏まえ、農業生産活動の継続と農村の安全・安心な暮らしの実現を図るため、災

害被害の防止又は軽減を行う必要があるとしています。 

このため、同計画では政策課題として「増大する災害リスクに対応するための農業・農

村の強靭化」を掲げ、気候変動等を踏まえた農業水利施設の整備、農地・農業水利施設を

活用した流域治水の取組を講ずべき施策として位置付けしています。 

流域治水の取組においては、農地が有する雨水貯留機能を効果的・効率的に発揮・活用

するため、畦畔や落水口、暗渠排水、排水路の整備等による水田の「田んぼダム」として

の活用を推進することとしており、「田んぼダム」の取組面積を 17 万 ha まで拡大するこ

とを成果目標として設定しています。 

 

図 １-７ 土地改良長期計画（令和７～11年度）全体概要 

https://www.maff.go.jp/j/nousin/sekkei/totikai/attach/pdf/index-50.pdf 
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第２章 「田んぼダム」の概要 

２．１ 「田んぼダム」とは 

「田んぼダム」とは、流出量調整器具を活用して水田に降った雨水の流出を抑制するこ

とで実施する地域やその下流域の湛水被害リスクを低減するための取組です。「田んぼダ

ム」は平成 14年（2002 年）に新潟県神林村（現村上市）で下流域の集落から上流域の集

落に呼びかけることで始まりました。 

 

図 ２-１ 「田んぼダム」を実施している水田の排水イメージ 

水位調整板

「田んぼダム」未実施

排水枡

水位調整板
流出量調整板

「田んぼダム」実施

①水位調整板を超えて
雨水を貯留

排水枡

①水位調整板を超えた
雨水は流出

②長時間かけて
ゆっくり排水

②短時間で
速やかに排水

③排水路内の
水位の上昇が抑制
洪水リスク低減

③排水路内の
水位が急激に上昇

排水量少 排水量多

（流出量を調整す
るための器具）

排水枡

流出量調整器具

流出量
調整板

流出量
調整板 排水枡

水位調整板
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「田んぼダム」は、農業の多面的機能の一部である洪水防止機能をさらに効果的に発揮

させるための取組です。 

農業の多面的機能としての洪水防止機能は、畔で囲まれた水田や畑の土壌が、自然なプ

ロセスを通じて雨水を一時的に貯留し、吸収・浸透させることで、日常的な水循環の中で

河川への急激な水の流出を抑制するものです。この機能は、農地全体を通じて自然に発揮

され、地域の水循環の安定化や河川流量の平準化に寄与しています。 

水田は、大雨のときに雨水を一時的に貯留し、その後ゆっくりと川に流すことができま

す。また、耕作されている畑では、土の粒子が集まり、団粒構造を作っていて、一時的に、

その小さな隙間に水を貯めることができます。 

  

図 ２-２ 田畑の洪水防止機能 

一方で、「田んぼダム」は、この洪水防止機能をさらに強化する取組として、排水枡に

流出量調整器具を設置し、意図的に水田からの排水量を調整します。特に大雨時において、

地域内の水田から河川への急激な水の流出を抑制することで、湛水被害の軽減や洪水リス

クの低減を目的としています。 

 

図 ２-３ 「田んぼダム」の洪水防止機能 

出典：農林水産省 Webサイト（農林水産省農村振興局） 

https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/nougyo_kinou/attach/pdf/index-42.pdf 

したがって、「田んぼダム」は、農地が本来持つ自然な洪水防止機能を基盤としつつ、

その効果をさらに高めるための取組であり、地域の防災・減災において重要な役割を担

うものです。  
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「田んぼダム」という言葉は、分かりやすく興味を喚起する言葉である一方で、誤解を

受けることもあります。誤解をされやすい以下の３つのポイントについて、「田んぼダム」

の関係者間で共通の理解を図った上で、地域一体となって取組を進めることが重要です。 

 

① 「取組」であり、「施設」ではない 

「田んぼダム」は、水田の排水枡に調整板などを設置する「取組」であり、ダムや

遊水地のような「施設」ではありません。本手引きでは、施設ではなく取組であると

いう意味を込めて、「」付きで「田んぼダム」という表記としています。 

取組を継続することで効果を発揮し続けることができるため、市町村等の行政機

関を中心として、継続的な支援の実施や様々な関係者が協働して行う地域全体の取組

として実施することが重要です。また、「田んぼダム」は 10年に１回程度の確率で発

生する規模の降雨から機能し、30年から 50年に１回程度の確率で発生する大規模降

雨に対して効果を発揮します。このため、農家の皆さまの営農に支障がない範囲で実

施し、持続可能な営農を維持することが、地域全体にとって重要な要素となります。 

 

② 水田に降った雨を貯留する取組 

「田んぼダム」は、水田に降った雨を一時的に貯留する取組です。遊水地などのよ

うに、排水路や河川から水田に水を引き入れるものではありません。 

 

③ 作物の生産に影響を与えない範囲で行う取組 

「田んぼダム」は、作物の生産に影響を与えない範囲で、農業者の協力を得て実施

する取組です。小麦や大豆等の湛水の影響を強く受ける作物を作付けする水田では行

えません。 

また、農作業への影響や取組の労力・費用を最小限にするための工夫が欠かせませ

ん。 

 

この３つのポイントに基づき、「参考資料５ よくある質問について（Ｑ＆Ａ）」に「よ

くある質問」に対応する形で回答を示しますので、参考にしてください。 
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２．２ 基本的な考え方と検討の流れ 

新たに「田んぼダム」に取り組む場合には、行政機関が中心となって、農業者や地域住

民、関係機関と話し合いながら、地域全体の取組として合意形成を図っていくことが重要

です。 

図 ２-４に基本的な検討の流れを示し、各段階で検討する内容を２．２．１以降に示しま

す。 

 

図 ２-４ 「田んぼダム」実施に向けたフロー図 

  

手引き2.2.1、2.2.2

手引き2.2.2、2.2.4、第３章、

第６章、参考資料２、参考資料３

手引き2.2.3、第４章、第５章

手引き第５章

手引き2.2.4、2.2.5、第５章

参考資料２、参考資料５

継続

持続的な取組の
ための留意点の確認

検討開始

取組内容の検討

実施に向けた検討

整備実施
取組の試行

実施

地域の水災害リスク
対策の概要を共有
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２．２．１ 想定される水災害リスク 

「田んぼダム」は、排水路や河川の流下能力、または排水機場の排水能力を超える

降雨があった場合でも、排水路や河川の水位の上昇を抑え、溢れる水の量や範囲を抑

制することで、被害を軽減することができます。 

具体的には、次のような水災害リスクに対する効果が想定されます。 

(１) 実施する地域の小麦や大豆等の被害 

「田んぼダム」の効果は、まず取組を実施している水田の排水路で発揮されます。 

小麦や大豆等は湿害に弱く、湿害を受けると出芽不良や生育不良により収量・品

質が低下することから、水田では排水対策を徹底することが重要とされています。 

写真 ２-１のように、「田んぼダム」に取り組むことで排水路の水位上昇を抑え、

排水路から溢れる水の量や範囲を抑制することができるため、小麦や大豆等の湿害

に弱い作物の被害を軽減する効果が考えられます。 

  

写真 ２-１ 豪雨時の排水路の状況 

（新潟県 亀田郷土地改良区提供） 

  

  

「田んぼダム」未実施 「田んぼダム」実施 
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(２) 実施する地域や下流域の排水路や小河川からの浸水被害 

 「田んぼダム」は、まず実施する地域の排水路や小河川で効果を発揮し、さらに、

下流域の排水路や小河川にも効果があります。 

写真 ２-２、写真 ２-３のように排水路や小河川の幅が狭い箇所や屈曲部などの

流下能力の低い箇所から水が溢れ、周辺の農地、住宅等に被害が生じるおそれがあ

ります。 

「田んぼダム」に取り組むことで、実施する地域に加え、下流域の排水路や小河

川の水位上昇を抑え、溢れる水の量や範囲を抑制することができるため、浸水被害

を軽減する効果が考えられます。 

 
写真 ２-２ 小河川からの浸水（平成 23年９月洪水 日野川水系小松谷川） 

https://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/kasen/jiten/nihon_kawa/0712_hinokawa/0712_hinokawa_02.html 

 

写真 ２-３ 小河川からの浸水（令和元年 10月洪水 茂原地区） 

https://www.gsi.go.jp/BOUSAI/R1_10gatsuheavyrain.html 

saigai.gsi.go.jp/1/index_sln.html?R1_10ooame/1026mobara/photo_sln/qv/Img24340.jpg&180.121deg 
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(３) 本川との合流部での浸水被害 

写真 ２-４のように排水路や小河川と本川の合流部でも浸水被害が生じるおそ

れがあります。 

合流部に水門があり、排水機場が整備されている場合は、大雨により本川水位が

高くなると、本川からの逆流を防ぐために排水門を閉め、排水機場で排水を行いま

す。 

排水機場の能力を超える降雨があった場合などに浸水被害が生じるおそれがあ

りますが、「田んぼダム」に取り組むことで、排水路や小河川の水位上昇を抑え、

溢れる水の量や範囲が抑制され、被害を軽減する効果が考えられます。 

 合流部に水門がない場合、本川水位が高くなると、排水路や小河川からの流れが

本川からの影響を受けることで、合流部で水が溢れ、被害が生じるおそれがありま

す。 

「田んぼダム」に取り組むことで、排水路や小河川の流量を抑制する効果がある

ことから、溢れる水の量や範囲を軽減する効果が考えられますが、「田んぼダム」

を実施していない別流域からの洪水の氾濫により浸水する場合があるため、河川管

理者が実施する本川や支川の水位を下げる河川整備と雨水の流出を抑制する「田ん

ぼダム」などの取組を多層的に実施することが重要です。 

  

写真 ２-４ 合流部での浸水（令和３年８月の大雨 六角川水系 六角川・武雄川）

https://maps.gsi.go.jp/#14/33.208747/130.059500/&base=std&ls=std%7C20210815oame_0815naname&disp=11&lcd=20210

815oame_0815naname&vs=c1g1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f1&d=m 写真番号 124A9150 

武雄川 

六角川 

16

https://maps.gsi.go.jp/#14/33.208747/130.059500/&base=std&ls=std%7C20210815oame_0815naname&disp=11&lcd=20210815oame_0815naname&vs=c1g1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f1&d=m
https://maps.gsi.go.jp/#14/33.208747/130.059500/&base=std&ls=std%7C20210815oame_0815naname&disp=11&lcd=20210815oame_0815naname&vs=c1g1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f1&d=m


 

(４) 本川からの浸水被害 

写真 ２-５のように排水路や小河川が合流する本川の流下能力を超える降雨が

あった場合に、本川下流域で水が溢れ、被害が生じるおそれがあります。 

「田んぼダム」に取り組むことで、排水路や小河川から本川への流出量を抑制す

る効果があることから、浸水の範囲や被害を軽減する効果が考えられます。 

しかし、第３章で示すとおり、集水域全体に占める取組面積の割合が小さいと、

大きな効果は期待できないことから、河川管理者が実施する本川の水位を下げる河

川整備と支川等への雨水の流出を抑制する「田んぼダム」などの取組を、流域全体

で多層的に実施することが重要です。 

 

 

写真 ２-５ 本川からの浸水（令和元年 10月 阿武隈川水系阿武隈川） 

https://maps.gsi.go.jp/#10/37.744114/140.944977/&base=std&ls=std%7C20191012typhoon19_abukuma-

marumori_1013naname&disp=11&lcd=20191012typhoon19_abukuma-

marumori_1013naname&vs=c1g1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f1&d=m 写真番号 Maru421 
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２．２．２ 水災害リスクと対策の検討と共有 

(１) 農業、河川等の関係する行政機関が連携して検討 

水災害リスクと対策の検討に際しては、地域の行政機関が連携して行うことが重

要です。 

例えば、土地改良事業により排水路やポンプ場を整備する際には、図２－５のよ

うな手順で調査が行われており、既存資料の収集と併せて、関係機関、農家及び住

民に聞き取り調査を行い、被害状況や排水不良の原因などを確認しています。 

農業用排水路やポンプ場の周辺での浸水被害の軽減を検討する場合には、このよ

うな既存の資料に加えて、施設整備後の状況も踏まえ、土地改良事業に関する行政

機関を中心としてリスクの確認と対策の検討を行うことが想定されます。 

同様に、河川からの浸水被害の軽減を検討する場合には、河川整備を行う河川管

理者などの行政機関を中心として検討することが想定されます。 

このような検討は、上流側の排水路と下流側の河川で関連することから、流域治

水協議会等の場を活用して、各機関が連携して行うことが重要です。 

検討に際して、管轄する農政部局や河川事務所等に問い合わせすることが可能で

す。問い合わせ先の確認も含めて、不明な点や相談等がありましたら、巻末の問い

合わせ先にご連絡下さい。 

 

(２) 農業者・地域住民と協働・共有し、「自分ごと」化 

「田んぼダム」を新たに始める際には、農業者の協力を得るとともに、取組を継

続的に実施するために、農業者や地域住民が取組を「他人ごと」ではなく、「自分

ごと」として捉えることが重要です。 

そのため、農業者や下流域も含む地域住民で、協働して水災害リスクを確認する

ことや、「田んぼダム」を実施する地域や下流の地域で期待できる効果を、行政機

関が分かりやすく示し、共有することが重要です。 

この共有と協働によって、農業者や地域住民の防災意識が向上するとともに、「田

んぼダム」が、農業者だけの取組ではなく、下流域の地域住民も含めた、地域全体

の取組として「自分ごと」になることが期待されます。 

「田んぼダム」の効果については、本手引きの第３章に示しますので、検討の参

考にしてください。 

また、第３章に示すとおり、「田んぼダム」の効果は、集水域に占める取組面積

の割合が大きいほど期待できます。 
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図 ２-５ 一般的な排水事業計画策定のための調査手順 

土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 計画 「排水」 P33 

https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/tyotei/kizyun/pdf/03_haisui_kijunsho.pdf 

 

  

気候、気象、水文、地形及び地質状況 

気候、気象及び水文状況 
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２．２．３ 「田んぼダム」の実施に向けた検討 

地域の水害リスクと「田んぼダム」の効果を共有した後、「田んぼダム」の取組を

実行に移すことになりますが、以下の検討が重要です。 

「田んぼダム」の取組はいつ発生するかわからない豪雨に備えて行うものです。 

このため、地域のほ場の排水枡や降雨などの状況に応じた器具の選定、畦畔の維

持管理体制の検討などが必要になります。 

(１) 十分な高さ（30cm程度）のある堅固な畦畔が必要 

 「田んぼダム」を実施する水田では、十分な高さのある堅固な畦畔が必要です。

畦畔の高さが低いと貯留できる水量が少なくなり、堅固でなければ漏水し、畦畔が

損傷するおそれがあります。 

土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 計画「ほ場整備（水田）」において、

畦畔については以下のように記載されています。 

・ 土畦畔の断面は、上幅 30 cm、高さ 30 cm、法面勾配 1：1 程度の台形を標準

とするが、寒冷地等では深水かんがいの必要性や凍上による崩壊を考慮し、上

幅 50 cm、高さ 40 cm程度（傾斜地においては別途検討が必要）まで大きくす

ることができる。 

・ なお、畦畔の築造に当たっては、漏水防止の観点及び防除等の栽培管理作業時

の踏圧等を考慮し、十分強固なものにすることが必要である。 

 十分な高さのある堅固な畦畔は、「田んぼダム」のためだけではなく、営農する

上でも必要です。「田んぼダム」の取組をきっかけとして、農地の畦畔を適切に整

備し、維持していく仕組みを作ることが、地域の農業を継続していく上でも有効で

あると考えられます。 

写真２－６に畦畔の再構築や畦畔塗りの様子を示します。 

  
写真 ２-６ 左 畦畔の再構築 右 畦畔塗り 

（山形県 塩野地域保全会提供） 

第５章に全国の取組事例を整理しています。事例 10など畦畔に関する事例もあ

るので参考にしてください。 
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(２) 貯留した雨水を迅速に排水できる排水枡が必要 

 「田んぼダム」を実施する水田では、貯留した雨水を短時間で排水できる排水枡

が必要です。貯留した雨水を短時間で排水できなければ、農業機械を活用した農作

業等に影響を与えるおそれがあります。 

 土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 計画「ほ場整備（水田）」において、

排水枡については以下のように記載されています。 

・ 区画の拡大に伴い、大型農業機械が走行するために必要な地耐力の確保、強化及

び新しい栽培方法や田畑輪換等の導入に対応するため、迅速な落水が必要となっ

てくる。このため、速やかに田面排水を行い得るような各種条件（田面の均平、

土層改良、暗渠排水、田面排水小溝、排水枡等）を整備しなければならない。 各

耕区の田面排水は、落水開始後 １～２ 日以内に終了することが望ましい。 

・ 排水枡は、田面湛水を小排水路に効果的に排除できるように、その設置数、配置

及び構造を決定しなければならない。排水枡は、各耕区の小排水路に沿う辺に１

か所以上、間隔 50m以内に設けることが望ましい。なお、１か所の場合は辺の下

流側に設ける。 

・ 排水枡の数は、水深が大きい段階では 1ha以上に 1か所でも間に合うが、水深が

浅くなってから後の田面排水を考慮すれば、50m以内ごとに 1か所とする必要が

ある。なお、水田畑利用を行う場合は、明渠による排水等も考慮して数と配置を

決定する。 

・ 排水枡の敷高は田面排水の迅速化を図る上で、田面より 5～10cm下げることが必

要であるが、田畑輪換等により畑作導入を重視する場合には敷高は更に低く 15

～20cmに下げる必要がある 

迅速に排水できる排水枡は、「田んぼダム」のためだけではなく、営農する上で

も必要です。「田んぼダム」の取組をきっかけとして、排水枡を適切に整備し、維

持していく仕組みを作ることが、地域の農業を継続していく上でも有効であると考

えられます。 

第５章に示すとおり、排水枡を整備する場合には、農地整備事業を活用すること

ができます。 
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(３) 流出量調整器具の種類と効果発現の特徴 

「田んぼダム」に取り組むにあたっては、流出量調整器具の特徴を踏まえて、地

域の実情に応じたものを選定することが重要です。 

ここでは、流出量調整器具の選定にあたり必要となる、機能分離型と機能一体型

の違いを説明します。なお、流出量調整器具の選定にあたっては地域内で十分に話

し合いを行うとともに、専門的な知識が必要な場合は、地方農政局、都道府県、市

町村等の担当にご相談下さい。 

 

流出量調整器具には、図２－６及び図２－７に示すとおり、機能分離型と機能一

体型の２種類があります。 

ここでいう「機能」とは、水管理機能と流出量抑制機能を指します。機能分離型

は、これらの機能が水位調整板と流出量調整板で分担する構造で、一方、機能一体

型は、水位・流出量調整板として両機能が一体化した構造となっています。 

  

機能分離型               機能一体型 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-６ 機能分離型 と 機能一体型 

 

機能分離型、機能一体型とも流出量抑制効果は確認されていますが、構造の違い

によって、流出抑制のメカニズムや運用方法が異なります。 

 

ここでは、流出量調整器具を選定する際の参考となるよう、以下の情報をまとめ

ました。 

 

① 流出量調整器具の違いによる田面水深及び流出量の挙動（降雨時における田

面水深や流出量の変化の違いを説明しています）。 

② 流出量調整器具の違いによる水管理への影響と効果の継続性（湛水期と非湛

水期における水管理への影響と流出量抑制効果の継続性について説明してい

ます）。 

③ 流出量調整器具の特徴の整理（機能分離型と機能一体型それぞれの特徴を説

明しています）。 

④ 導入事例（機能分離型と機能一体型の導入事例を説明しています）。  

水位・流出量調整板

排水枡

水位調整板

排水枡

流出量調整板
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機能分離型 

  

 

 

 

 

 

 

 

機能一体型 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-７ 機能分離型と機能一体型の構造 

  

水位調整板

排水枡

流出量調整板

水位・流出量調整板

排水枡
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① 流出量調整器具の違いによる田面水深及び流出量の挙動 

機能分離型と機能一体型は、器具の構造が異なるため、水田からの流出量抑制

のメカニズムも異なります。以下では、両方式のメカニズムの違いを整理したう

えで、降雨時における田面水深や流出量の変化について説明します。 

 

圃場整備済みの水田における地表水は排水枡を介して排水路に流出します。通

常（「田んぼダム」なし）の場合、水田からの流出量は、図２－８に示すとおり、

①水位調整板からの越流量と②排水路に接続する流出管からの排水量で決まりま

す。しかし、流出管の径は一般に十分に大きく(φ150 mmなど)設定されているた

め、大雨時であっても水位調整板からの越流量が流出管の排水能力を超えること

はほとんどありません。 

田んぼダムは、この流出量を抑制することを目的としており、どの段階(越流部

または排水枡内)で流出量を調整するかによって方式が分類されます。排水枡内で

調整する方式が「機能分離型」、越流部で調整する方式が「機能一体型」です。 

        

図 ２-８ 通常（「田んぼダム」なし）の場合の流出イメージ 

 

機能分離型では図２－９に示すとおり、水位調整板とは別に排水枡内に流出量

調整板を設置するため、通常の水田同様に水位調整板の上端が管理水位となりま

す。降雨により田面水深が上昇し越流が始まっても、流出量調整板の流出孔の排

水能力を超えない範囲では、水位調整板からの越流量が水田からの流出量となり

ます。つまり、管理水位をわずかに上回る程度の小規模降雨時には、流出量抑制

機能が発揮されず、通常の水田（「田んぼダム」なし）と同じ量が流出します。 

一方、機能一体型では図２－９に示すとおり、水位調整板に切欠き等を設ける

ことで流出量抑制機能を持たせるため、切欠き下端が管理水位となります。この

方式は、越流部の断面を縮小することで地表水の流出を直接抑制する点が特徴で

す。この構造により、管理水位を越流する水深が小さい小規模降雨時にも、流出

断面を縮小するため、結果として流出量が抑制されます。 

    

機能分離型               機能一体型 

図 ２-９ 機能分離型と機能一体型の流出量調整器具の違い 

水位調整板

排水枡

 

 

管理水位 
管理水位 

流出孔 

切欠き 

水位・流出量調整板 水位調整板 

流出量調整板 

①水位調整板からの越流 ②流出管からの流出 
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以上のような器具構造の違いが田面水位や流出量にどのような影響を及ぼす

か、事例を用いてを示します。 

 

【小規模降雨時】 

図２－１０は、24 時間にわたり毎時 3mm の小規模な降雨が続いた場合を想定し

た田面水深と流出量を示すグラフです。図２－１１で「降雨時」「降雨終了後」の

田面水深のイメージもあわせて整理しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
水田面積：30a 排水枡：堰幅 30cm、 流出口径φ150mm  

機能分離型の流量調整器具：流出量調整板に口径φ50mm の流出孔 

機能一体型の流量調整器具：中心角 60° 

図 ２-１０ 小規模降雨時の田面水深及び流出量の挙動  
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「田んぼダム」なし 機能分離型 機能一体型 

①降雨時   

 

 

 

 

田面水位が管理水位に達し

た後は越流水深分だけ貯留

しながら、越流量が流出し

ます。 

 

 

 

 

田面水位が管理水位に達し

た後は越流水深分だけ貯留

しながら、越流量が流出し

ます。流出量調整板の流出

孔の排水能力より越流量が

小さいため流出量抑制機能

は発揮しません。 

 

 

 

 

田面水位が管理水位に達した

後は水田に貯留しながら、水

位・流出量調整板の切欠から

流出します。流出断面積が小

さく、流出量が少ないことか

ら、機能分離型より田面水深

が大きくなります。 

   

②降雨終了後 

雨水は速やかに排水され、

管理水位に回復します。 

 

 

 

 

雨水は速やかに排水され、

管理水位に回復します。「田

んぼダムなし」の場合と、排

水時間は同じになります。 

 

 

水田に貯留された雨水は水

位・流出量調整板の切欠から

ゆっくり排水されるため、貯

留状態は長く継続します。 

 

 

図 ２-１１ 小規模降雨時の田面水深のイメージ図 

 

※ 水田に雨が降ると水位が上昇し水位調整板の高さを超えると水田からの流出が始ま

ります。この水位調整板を超える高さの水深を越流水深といいます。  

水位調整板

排水枡

水位調整板

排水枡

流出量調整板

流出孔

排水枡

水位・流出量調整板

切欠

水位調整板

排水枡

水位調整板

排水枡

流出量調整板

排水枡

水位・流出量調整板

切欠

管理水位 管理水位 管理水位 

管理水位 
管理水位 

管理水位 

「田んぼダム」なし、機能分離型、機能一体型とも、降雨開始時に管理水位よりも低い

位置に田面水位がある場合は、雨水を田面水位から管理水位までの高さ分貯留します。 
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【大雨時】 

図２－１２は、50 年に 1 回程度発生する規模の降雨を想定した場合の田面水深

と流出量を示すグラフです。図２－１３で「降雨時」「降雨終了後」の田面水深の

イメージもあわせて整理しています。 

 

 

 

 

 

水田面積：30a 排水枡：堰幅 30cm、 流出口径φ150mm  

機能分離型の流量調整器具：流出量調整板に口径φ50mm の流出孔 

機能一体型の流量調整器具：中心角 60° 

 

図 ２-１２ 大雨時の雨量と田面水深及び流出量の挙動 
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「田んぼダム」なし 機能分離型 機能一体型 

①降雨時   

水位調整板の天端から排水し

きれない雨水が水田に貯留し

ます。 

流出量調整板の流出孔から

排水しきれない雨水が水田

に貯留します。 

水位・流出量調整板の切欠

から排水しきれない雨水が

水田に貯留します。 

   

②降雨終了後   

水田に貯留された雨水は速や

かに排水され、管理水位に回

復します。 

水田に貯留された雨水は流

出量調整板の流出孔から排

水します。「田んぼダム」な

しよりゆっくり排水されま

すが、越流量が流出孔の排水

能力より小さくなった時点

で、通常水田と同様に流出

し、管理水位に回復します。 

水田に貯留された雨水は水

位・流出量調整板の切欠か

ら排水します。降雨直後の

田面水深が大きい段階では

流出量は大きいが、水深が

低下するほど、流出断面が

小さくなるため、機能分離

型より排水速度が遅く、貯

留される時間が長くなりま

す。 

   

図 ２-１３ 大雨時の田面水深のイメージ図 
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② 流出量調整器具の違いによる水管理への影響と効果の継続性 

水田の水管理は、収量や品質に影響する重要な作業です。そのため、農業者の協

力を得るためには、流出量調整器具の設置が水管理に及ぼす影響や、流出量抑制効

果の継続性について丁寧に説明する必要があります。 

ここでは、湛水期と非湛水期における水管理への影響と流出量抑制効果の継続性

について機能分離型と機能一体型の違いを説明します。 

 

※ 湛水期とは、水田に水を張っている期間を指し、非湛水期とは、中干し期や

落水後の水田に水を張らない期間のことをいいます。 

 

湛水期 

湛水期においては、機能分離型では水位調整板により、機能一体型では水位・流

出量調整板により耕作者が目標とする管理水位で湛水状態が保持されます。 

田んぼダムの機能が発現するような大雨が終了した後、機能分離型では、まず流

出量調整板の流出孔から排水されます。その後、田面水深の低下により排水枡への

越流量が流出孔の排水能力を下回ると、通常の水田と同様に水位調整板の越流によ

り排水が進むため、生育ステージに応じた管理水位に速やかに回復します。一方、

機能一体型では、管理水位を上回る水深が小さくなるほど流出断面積が小さくなる

ため、管理水位への回復に時間を要します。そのため、活着期から分げつ期にかけ

て浅水管理を行う場合には、小規模な降雨であっても水位・流出量調整板を一時的

に取り外したり、高さ調整を行う場合もあります。一方、機能分離型の場合は、通

常、流出量調整板を取り外さず、設置したままにできますので、付加的な操作は不

要となります。図２－１４にイメージを示しています。 
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「田んぼダム」なし 機能分離型 機能一体型 

通常時   

水位調整板を設置し管理水

位に湛水状態を保持します。 

水位調整板を設置し管理水

位に湛水状態を保持します。 

流出量調整板は設置したま

まとします。 

水位・流出量調整板を設置

し管理水位に湛水状態を保

持します。 

水位・流出量調整板は設置

したままとします。 

   
降雨時   

越流水深分だけ貯留します。 
通常時のままで、「田んぼダ

ム」の効果が発揮します。 

通常時のままで、「田んぼダ

ム」の効果が発揮します。 

 
  

降雨終了後   

水田に貯留された雨水は速

やかに排水され、管理水位に

回復します。 

 

 

水田に貯留された雨水は速

やかに排水され、管理水位に

回復するため、流出量調整板

は設置したままとします。 

貯留時間が長いため、水位・

流出量調整板を一時的に取

り外したり、高さ調整を行う

場合があります。 

 

   

図 ２-１４ 湛水期における水管理への影響のイメージ図 
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非湛水期 

機能分離型は、流出量調整板は設置したまま水位調整板のみを取り外すことで落

水するため、流出量抑制機能は継続します。一方、機能一体型は水位・流出量調整

板を取り外して落水することから、流出量抑制機能は継続されません。そのため、

機能分離型は非湛水期において一定規模以上の降雨があると、「田んぼダム」の効

果が発揮され、排水が遅れることで田面が乾燥するまでの時間が長引く可能性があ

ります。図２－１５にイメージを示しています。 

 

「田んぼダム」なし 機能分離型 機能一体型 

通常時   

水位調整板を取り外して落

水します。 

水位調整板のみ取り外して

落水します。 

流出量調整板は設置したま

まにしておきます。 

水位・流出量調整板を取り

外して落水します。 

   
降雨時   

 

－ 

通常時のままで、「田んぼダ

ム」の効果を発揮します。一

定規模以上の降雨が発生し

た場合、田面が乾燥するまで

の時間が長引く可能性があ

ります。 

「田んぼダム」の効果は発揮

されません。一定規模以上の

降雨が発生した場合でも、

「田んぼダム」なしと同様に

なり、田面が乾燥するまでの

時間は短くなります。 

   

図 ２-１５ 非湛水期における効果の継続性のイメージ図 

 

このように、流出量調整器具の方式によって水管理への影響は異なります。地域

の実情に応じた器具の選定が、持続可能な「田んぼダム」の実現につながります。  

排水枡 排水枡

流出量調整板

排水枡

排水枡
排水枡

流出量調整板

排水枡
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③ 流出量調整器具の特徴の整理 

ここまで、流出量調整器具の違いによる田面水深及び流出量の挙動、水管理への

影響および効果の継続性について示しました。これらを踏まえて、機能分離型、機

能一体型の流出量調整器具の特徴を整理すると以下のとおりです。 

 

【機能分離型】 

・ 小さな降雨では流出量抑制機能が発揮されず、大きな降雨で機能が現れる。 

・ 機能一体型よりも短時間で排水できる。 

・ 既存の排水枡に設置ができない場合があり、対応するには排水枡の交換、また

は設置可能な器具（例えば、スリットが１本の枡、溝のない枡や未整備圃場に

対応した器具等）の選定が必要である。 

・ 非湛水期においても流出量抑制機能が継続するため、一定規模以上の降雨が発

生した際には、田面が乾燥するまで時間を要する可能性がある。 

 

【機能一体型】 

・ 小さな降雨や初期降雨でも流出量抑制機能が発揮される。 

・ 機能分離型よりも排水に時間を要するため、水田に貯留される時間が長く、活

着期から分げつ期の浅水管理時には、水位・流出量調整板の取り外しや高さ調

整が必要な場合がある。 

・ 多くの場合、既存の排水枡に設置ができる。 

・ 非湛水期においては設置されない場合が多く、「田んぼダム」の効果が限定的で、

一定規模以上の降雨があった場合は、水位・流出量調整板を取り外すため、「田

んぼダム」なしの場合と同様になり、田面が乾燥するまでの時間が短い。 

 

このように、機能分離型と機能一体型はともに「田んぼダム」効果を発揮しま

すが、それぞれ特徴があります。そのため、排水枡や取り組みに要する負担等の

条件を踏まえて、適切な流出量調整器具を選定することが重要です。 
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④ 導入事例 

ここでは、新潟県見附市における機能一体型から機能分離型へ転換した事例

と、北海道岩見沢市における機能一体型を活用している事例を紹介し、器具の選

定と運用における実践的な知見を共有します。なお、岩見沢市では機能分離型で

の取組も実施していますが、ここでは機能一体型の事例を紹介します。 

 

現場の声が生んだ機能分離型への転換（新潟県見附市の事例） 

新潟県見附市では、取り組みの初期段階において「機能一体型」の流出量調整

器具を導入しました。しかし、実際の運用では思わぬ課題が生じました。小規模

な降雨でも雨水が貯留され、通常の営農に大きな影響がある状況が頻発しまし

た。その結果、農家はやむなく流出量調整器具を取り外したり、図２－１６に示

すとおり、調整管の側面に設けられた流出孔が完全に土中に埋没するような操作

を行うようになりました。結果として、大雨時に「田んぼダム」機能が全く発揮

されない状況となっていたのです。 

 

図 ２-１６ 取組開始時の流出量調整器具（機能一体型） 

 

こうした課題を踏まえ、見附市では新潟大学の研究チームと連携し、新たな

「機能分離型」の流出量調整器具の開発・導入に踏み切りました。図２－１７に

示すとおり、水位管理と流出抑制の機能を分離することで、田面の排水性を確保

しつつ、大雨時に効果的に流出抑制が発揮される構造へと改善されたのです。 

導入後の評価として、農家からは「田んぼダムを意識せずに農作業ができるよ

うになった」との声も聞かれるようになりました。取組開始から 10年以上経過し

ていますが、高い実施率（流出量調整器具を適正に取り付け、「田んぼダム」の効

果を発揮できる状態の水田の割合）を保つことができています。本事例は、現場

の声に耳を傾け、技術と運用の両面で改善を重ねた事例です。 

 

図 ２-１７ 改良後の流出量調整器具（機能分離型） 

効果あり 効果なし 
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機能一体型がもたらす数時間の猶予（北海道岩見沢市の事例） 

北海道岩見沢市では、機能一体型の流出量調整器具を活用した「田んぼダム」

の取組が進められています。この地域では、豪雨発生時に排水機場の操作員がポ

ンプを手動で操作する運用体制となっており、限られた人員と時間の中で、迅速

かつ的確な判断が求められる現場です。 

機能一体型の器具は、初期降雨を水田に一時的に貯留し、時間をかけて排水す

る構造となっており、排水機場に洪水が到達する時間を延ばすといった機能をも

ちます。この「時間差」が、現場にとって大きな意味を持ちます。 

初期降雨の流出が遅れることで、操作員は状況把握や判断のための時間的余裕

を確保できるようになります。これにより心理的負担の軽減や、冷静な対応が可

能となりました。 

機能一体型の流出量調整器具を使用することによる数時間の遅れが、現場での

冷静な対応を可能にし、地域の排水管理において有効に機能している事例です。 
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２．２．４ 「田んぼダム」を継続するための留意点 

「田んぼダム」を効果的に継続していくためには、農地の整備段階から維持管理に

至るまでの一貫した対策が欠かせません。適切な整備と継続的な管理を怠ると、「田

んぼダム」の効果が十分に発揮できない恐れがあります。取組の効果を持続的に発揮

させるためには、農業者と関係者が協力して定期的な点検・補修を行い、適切な運用

を続けることが重要です。 

(１) 整備の留意点 

畦畔 

・決壊防止のため、高さや強度は均一に施工 

・漏水対策のため、必要に応じて波板、止水シート等を設置 

・畔塗機使用不可のほ場隅部は人力で補完 

排水枡 

・既設排水管を流用する場合、接合部の漏水に注意 

・天端高が畦畔より低くなりすぎない高さに設置 

（高すぎは機械除草の障害となる） 

・溝畔敷から前に出ない位置に設置 

排水管 
・排水管の損傷につながるため、転石などは除去 

・排水枡との取付部からの漏水防止のため、モルタルなどで入念に対策 

図 ２-１８ 整備の留意点 

(２) 維持管理の留意点 

畦畔 

・畔塗を徹底し幅・高さを 30cm 程度に維持 

（深水灌漑実施地域は 40cm程度） 

・畦畔の雑草対策 

（強い除草剤は畦畔の強度低下につながるため、機械による草刈りが理想） 

・畔塗機使用不可のほ場隅部は人力で補完 

流出量 

調整器具 

・機能分離型の場合、設置後は基本的に取り外し不要 

・機能一体型の場合、中干期、収穫期に取り外され、効果を発揮しない 

・通常の水管理時に破損、ごみなどの詰まりがないか合わせて点検 

・降雨時に未設置では効果が発揮されないため、通常の水管理時にほ場に流

出量調整器具が設置されているか点検 

図 ２-１９ 維持管理の留意点 
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(３) 持続的な取組のための留意点 

農業者にとって取組継続の動機付けとして、影響力の大きい要素を明らかにする

ため、令和５年度にアンケート調査を実施しました。「設置した落水枡を今後も継

続して使い続けるための条件について、考えに近いもの」を１つ選択していただき

（ここでの落水枡は流出量調整器具と同じ意味である）、取組期間別にクロス集計

しました（図 ２-２０）。 

継続して続けるための条件として、畦塗りや落水枡の維持管理に関する支援・仕

組みを挙げる農業者が半数以上でした。これら畦畔や落水枡の維持管理は、前述の

(２)維持管理の留意点を踏まえて行う必要があります。また、実際に行う際は第５

章に示す田んぼダムの支援制度を活用してください。 

そのほかの特徴的なものとして、取組実施後４年～９年経過した農業者にとって

の取組継続の動機付けとして、影響力の大きい事項に「自分が取り組んだ田んぼダ

ムの効果を知る機会」を挙げる割合が大きいことがあります。 

このことから、「田んぼダム」を推進していく上で、取り組む農業者に対し、取

組によって得られた「田んぼダム」の効果を適切に周知することが、継続的に取り

組むためのモチベーションを保つために重要であると言えます。また、「田んぼダ

ム」の取組は、恩恵を受ける人々と負担を担う農業者が異なることがあるため、両

者の関係を深め、相互理解を促進することが、持続的な取組を支える鍵となります。 

 

 

 

図 ２-２０ 「「田んぼダム」実施からの経過年数」と「「田んぼダム」を継続して実施するための

動機付けとして影響力の大きいもの」のクロス集計結果  
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自分の代わりに畔塗作業をしてくれる仕組み 自分が畔塗作業をした場合に労賃をもらえる仕組み

共同で畔塗作業を行うための畔塗機の購入補助制度 落水桝の日常点検を農家グループで行う仕組み

大雨前に落水桝の機能点検を農家グループで行う仕組み 機能点検や日常点検を行った場合に労賃をもらえる仕組み

田んぼダムに取り組む農家同士の交流会や意見交換の機会 自分が取り組んだ田んぼダムの効果を知る機会

取り組みをまとめるキーパーソン（中心人物）の存在 その他

P=0.6>0.05 

取組期間 

有意差なし 

※有意水準は 0.05とした 
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２．２．５ 「田んぼダム」の実施に向けた体制整備 

 「田んぼダム」の取組を始める際には、２.２.１～２.２.４のような検討の結果、

第３章で示す「田んぼダム」の効果、第４章で示す営農への影響などの情報を農業者、

地域住民、行政機関、土地改良区等の農業関係機関、防災関係機関等の全ての関係者

で共有することが重要です。 

 取組は、土地改良事業関係、農業関係、河川整備関係、防災関係等の異なる分野が

関係するとともに、国、都道府県、市町村、土地改良区、多面的機能支払交付金の活

動組織等、普段行っている業務の対象地域が異なる様々な機関が関係します。 

そのため、「田んぼダム」の取組を始め、継続的に実施するためには、様々な分野

の関係者間で情報を共有し、相談・協議を重ね、取組の内容や実施体制を整えるとい

った過程を経ることにより、関係者相互の理解を深め、繋がりを強め、地域全体で協

働することが欠かせません。 

「田んぼダム」の取組をきっかけとして、地域の協働力や防災意識が高まるととも

に、地域の農業への理解・関心が深まり、農業の応援団が増えることが期待されます。 

具体的な取組の事例を第５章に示しますので、参考にして下さい。 
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第３章 「田んぼダム」の効果 

「田んぼダム」は、排水路や河川の流下能力や排水機場の排水能力を超える降雨があった

場合でも、排水路や河川の水位の上昇を抑え、溢れる水の量や範囲を抑制することで、被害

を軽減することができます。本章では、「田んぼダム」の効果について水田からの流出量抑

制効果、排水路や下流河川の水位上昇・流量抑制効果、流域での流出量抑制効果を示します。 

３．１ 水田からの流出量抑制 

(１) 水田からの流出量のピークを抑制 

「田んぼダム」は、水田の排水枡に流出量調整器具（流出量を抑制するための堰板や

小さな穴の開いた調整板など）を設置し、水田に降った雨を時間をかけてゆっくりと排

水することで、流出量のピーク（最大流出量）を抑制する効果があります。 

水田からの流出量抑制効果は一定ではなく、流出量調整器具、雨の降り方等により異

なります。 

効果の一例として、令和３年度の実証事業で観測された流出量のピーク抑制効果を図 

３-１に示します。この事例では、「田んぼダム」を実施していない場合に比べて、流出

量のピークを 73％抑制することができました。 

 

図 ３-１ 水田からの流出量抑制効果（令和３年度実証事業 観測結果） 

排水枡：堰幅 33cm, 流出口径φ125mm 

機能分離型の流量調整器具：流出量調整板に口径φ60mm の流出孔 

  

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

8/14 12:00 8/15 0:00 8/15 12:00 8/16 0:00 8/16 12:00

水
田
流
出
量

(1
0
-3
m3
/
s/
h
a
)

一筆排水量 「田んぼダム」未実施

「田んぼダム」実施(機能分離型)

0.0

2.0

4.0

6.0

雨
量

(
m
m
/
1
0m
i
n
)

雨量

① 73%のピークカット効果

② 貯留した雨水を緩やかに排水

観測実施状況

38



 

また、大分県南部沖野津留地区で観測された流出量のピーク抑制効果を図 ３-３に示

します。この事例では、流出量のピークを約 11％抑制していることが確認できました。 

  

図 ３-２ 沖野津留地区観測ほ場位置図 

 

図 ３-３ 水田からの流出量抑制効果（令和５年度実証事業 観測結果） 

24 時間総雨量：153.0(mm/日), 10 分間最大雨量：8.0(mm/10 分)  

機能一体型の流量調整器具：排水枡に開口部幅 12cm、高さ 5cm の門型堰を設置 

  

約11％のピークカット効果 

水路水位計③堰あり 

水路水位計②堰なし 
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(２) 様々な規模の降雨に対して効果を発揮 

「田んぼダム」は、様々な規模の降雨に対して効果を発揮することができます。また、

2.2.3で述べたように、適切な流出量調整器具を選定することで、より大きな効果を期

待することができます。 

令和３年度実証事業で行ったシミュレーションの結果を図 ３-４に示します。 

10 年に１回の確率で発生する規模の降雨（最大時間雨量 57.1mm、総雨量 168.3mm）

では、水田からのピーク流出量を、機能一体型で約 78％、機能分離型で約 74％抑制す

る効果が発揮されています。 

50 年に１回の場合（最大時間雨量 71.6mm、総雨量 242.4mm）、機能一体型で約 36％、

機能分離型で約 85％、100 年に 1 回の場合（最大時間雨量 77.5mm、総雨量 277.1mm）、

機能一体型で約 21％、機能分離型で約 86％抑制する効果が発揮されており、大規模な

降雨に対しては、機能分離型がより大きな効果を発揮できます。 

 

図 ３-４ 水田からの流出量抑制効果（令和３年度実証事業 シミュレーション結果） 

確率降雨：気象庁栃木観測所の観測値を基に算出 

ほ場条件：畦畔高 30cm, 排水枡の堰幅 22cm, 流出口径φ110mm 

機能分離型の流量調整器具：流量調整板に口径φ40mm の流出孔 

機能一体型の流量調整器具：排水枡に上幅 15cm、高さ 11cm の V 字切欠を設置 

初期水深：0cm 
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また、熊本県球磨川流域での湯前町の現地観測（図 ３-５の位置）から得られたピ

ーク流出量抑制効果 1)を図 ３-６に示します。この事例では、複数の降雨イベントに

対する効果が得られています。なお、観測は慣行ほ場（「田んぼダム」未実施ほ場）１

筆（N1）と「田んぼダム」（機能分離型）実施ほ場２筆（D1, D2）で行われました。 

降雨イベント(a)（最大時間雨量 15.5mm、総雨量 114.5mm）では、水田からのピーク

流出量を D1 で約 50%、D2 で約 46%抑制しています。降雨イベント(b)（最大時間雨量

21.0mm、総雨量 126.0mm）では、水田からのピーク流出量を、D1 で約 75%、D2で約 62%

抑制しています。降雨イベント(c)（最大時間雨量 30.0mm、総雨量 206.0mm）では、水

田からのピーク流出量を、D1で約 80%、D2で約 77%抑制しています。 

 最も雨量が多かった降雨イベント(d)（最大時間雨量 47.0mm、総雨量 641.5mm）では、

計測の不調により流出量が計測できなかったため、ほ場の湛水深データと降雨量を基に、

数値モデルによって流出量を再現しています。その結果、「田んぼダム」によるピーク

流出量の抑制効果は約 82%であり、４つの降雨イベントの中で最も高かったと推定され

ました。 

これは、前述の結果や、「田んぼダム」が短時間に集中する降雨に対してより大きな

効果を発揮するとした先行研究 2)と一致する結果です。 

 

 

図 ３-５ 観測箇所位置図 

  

対照区田んぼダム区

球磨郡市街地

実証地区

：詳細調査水田， ：小排水路水位計， ：幹線水路・河川， ：小排水路（関係するもの）（各色）

：熊本県「田んぼダム」実証地区， ：排水枡（詳細調査水田のみ）（各色）

排水  1

排水  １

排水  2

「田んぼダム」区 

41



 

 

 

 

図 ３-６ 雨量と水田からの排水流量 

(山口ら(2024)に加筆） 

確率降雨：「田んぼダム」実施地区内に設置した雨量計の観測値を基に算出 

対象降雨イベント：2022 年 6 月～9 月に発生した 4 イベント 

降雨強度の最大値：15.5mmh-1～47.0mmh-1 

ほ場条件：慣行ほ場 N1 は 1,669m2, 「田んぼダム」ほ場 D1 は 2,820m2, D2 は 2,790m2 

畦畔高約 30cm,各ほ場に排水枡 1 つ  

流量調整器具：機能分離型 

※最大時間雨量 47.0mm、総雨量 641.5mm の降雨は欠測があったため計算値で補足 
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３．２ 排水路や下流河川の水位上昇・流量抑制 

(１) 排水路や下流河川の水位上昇・流量を抑制 

令和３年度実証事業で排水路の水位を観測したところ、「田んぼダム」に取り組んだ

地区での水位上昇量が抑えられる効果が確認されました。 

効果の一例として、新潟県新潟市で行った実証調査の観測結果を図 ３-７、観測箇所

の位置を図 ３-８に示します。「田んぼダム」を実施しなかった水田の排水路での水位

上昇が約 0.15ｍであったのに対し、「田んぼダム」を実施した水田の排水路での水位上

昇が約 0.08ｍであり、排水路の水位上昇を抑制していることが確認できました。 

 

図 ３-７ 排水路の水位上昇抑制効果（実証事業 観測結果） 

 

図 ３-８ 観測箇所位置図（令和３年度実証事業） 

排水枡：堰幅 33cm, 流出口径φ125mm 

機能分離型の流量調整器具：流出量調整板に口径φ60mm の流出孔 
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また、熊本県球磨川上流左岸に位置する、支流河川および排水路流域を対象としたシ

ミュレーションの事例 3)を示します。 

対象流域（図 ３-９）には、等高線に沿って２本の農業用幹線用水路（幸野溝、百太

郎溝）が走っています。この２本の水路は降雨の際には排水路としても機能しており、

山地側に位置する水田や住宅地からの排水を受けています。また、２本の水路は球磨川

の支流河川と交差しており、その地点では放水ゲートや余水吐あるいは平面交差するこ

とにより、支流河川に排水しています。最終的に原田川へ合流し、球磨川本川に至りま

す。 

このように農業用幹線用水路が、排水路の役割を果たす影響により、実際の豪雨時に

は百太郎溝からの溢水現象も確認されています。 

 
図 ３-９ 解析対象領域(鈴木ら(2024)より) 

100年に 1回の確率で発生する規模の降雨に対して、「田んぼダム」（機能分離型）実

施率 0%および 100%とした場合の、百太郎溝下流部における水深および同地点で溢水す

るときの水位を図 ３-１０に示します。 

「田んぼダム」実施率 0%の場合は、百太郎溝下流部は溢水しますが、実施率 100%の

場合は溢水しませんでした。これは、「田んぼダム」により百太郎溝のピーク流量が抑

制されたためです。 

 

図 ３-１０ 「田んぼダム」実施シナリオごとの百太郎溝下流地点における水深変化 

(鈴木ら(2024)に加筆)  

溢水 

ピークカット 
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また、「田んぼダム」実施率 0%および 100%とした場合の、支流河川下流端流量の経時

変化を図 ３-１１に示します。 

「田んぼダム」を実施すると、支流河川のピーク流量は 23m3/s～48m3/s 低下してお

り、9%～37%のピークカット効果が示されました。 

 

 

図 ３-１１ 支線河川下流端流量の経時変化(鈴木ら(2024)に加筆) 

支流河川の諸元：流域面積 水無川 2337ha 免田川 5551ha  

井口川 1875ha 柳橋川 2330ha 仁原川 2022ha 

      水田面積率 水無川 550ha 免田川 1139ha  

井口川 844ha 柳橋川 785ha 仁原川 578ha 

条件：球磨地域 24 時間 100 年確率降雨（ピーク位置 0.5（中央集中型）,  

24 時間降水量 379.9mm, 10 分間最大降水量 17.6mm）を入力 

畦畔高 30cm, 堰板高さ 5cm, 水田初期水位 5cm, 機能分離型 φ50mm 

 

排水路は豪雨時に本川への洪水到達時間を早めるなど、洪水軽減に対して負の影響が

あるという報告 4)があります。 

しかし、「田んぼダム」の実施により、支流河川のピーク流量の抑制がなされてその

負の影響を軽減できるとともに、百太郎溝周辺の地域の浸水リスクを低減できることが

示されました。  

排水流量 
9%ピークカット 

排水流量 
17%ピークカット 

排水流量 
37%ピークカット 

排水流量 
27%ピークカット 

排水流量 
9%ピークカット 
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(２) 集水域に占める取組面積の割合に応じて効果を発揮 

前述の球磨川上流左岸流域の事例 5)では、すべての水田において「田んぼダム」（機

能分離型）を実施すると、100年に 1回の確率で発生する規模の降雨に対して、各支

流河川のピーク流量は 23m3/s～48m3/s低下し、9%～37%ピークカット効果が示されまし

た。河川流量のピークカット率が異なった原因は、各支流河川流域内の水田面積率が

異なるためと考えられます。 

「田んぼダム」の実施率を 20％～100％まで 20％刻みで変化させてシミュレーショ

ンして求めた河川流量のピークカット率と水田面積率の関係を、図 ３-１２に〇で示

します。また、簡易推定式 6)による水田面積率・「田んぼダム」実施率と河川流量ピー

クカット率の関係を実線で示しています。 

この結果から、河川流量のピークカット率は水田面積率と「田んぼダム」実施率に

比例すると考えられます。 

 

図 ３-１２ 各支流河川流域における水田面積率および田んぼダム実施率（各曲線）と 

河川流量ピークカット率の関係(鈴木ら(2024)より) 
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(３) 様々な規模の降雨に対して効果を発揮 

３.１で述べたとおり、「田んぼダム」は様々な規模の降雨に対して効果を発揮するこ

とができます。令和３年度実証事業で行った幹線排水路流量のシミュレーションの結果

を図 ３-１３に、流量算出地点の位置を図 ３-１４に示します。 

10 年に 1 回の確率で発生する規模の降雨（最大時間雨量 57.1mm、総雨量 168.3mm）

では、幹線排水路のピーク流量を、機能一体型で約 26％、機能分離型で約 22％抑制す

る効果が発揮されています。 

50年に 1回の場合（最大時間雨量 71.6mm、総雨量 242.4mm）は、機能一体型で約 11％、

機能分離型で約 19％、100年に 1回の場合（最大時間雨量 77.5mm、総雨量 277.1mm）で

は、機能一体型で約６％、機能分離型で約 18％抑制する効果が発揮されており、大規模

な降雨に対しては機能分離型がより大きな効果を発揮すると考えられます。 

 

図 ３-１３ 幹線排水路流量の抑制効果 

 

図 ３-１４ シミュレーション検証地点位置図（令和３年度実証事業 シミュレーション結果） 

条件：流域面積 1,015 ha 水田面積率 38%  地形勾配 約 1/300 「田んぼダム」実施率 100％ 

排水枡：堰幅 33cm, 流出口径φ125mm 機能分離型の流量調整器具：流出量調整板に口径φ60mm の流出孔 
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３．３ 流域での流出量抑制 

(１) 浸水量や浸水面積を低減 

 「田んぼダム」の取組により、水田からのピーク流出量を抑制し、排水路や河川の水

位上昇を抑えることで、排水路や河川からの浸水量や浸水面積を軽減する効果に繋がり

ます。 

令和３年度実証事業や先行研究のシミュレーションでは、低平地、傾斜地の地形条件

の異なる地域であっても、浸水量や浸水面積を軽減する効果が示されました。 

(２) 低平地で浸水量、浸水面積を低減 

「田んぼダム」は低平地で効果を発揮することができます。 

効果の一例として、令和３年度の実証事業において、排水機場で常時排水を行ってい

る低平地の新潟県新潟市の和田地区を対象に行ったシミュレーションの結果を図 

３-１５に示します。 

50 年に 1 回の確率で発生する規模の降雨（最大時間雨量 54mm、総降水量 171mm）の

場合に浸水量が 26％、浸水面積が 24％低減する効果が示されており、10年に 1回の場

合（最大時間雨量 40mm、総降水量 133mm）や、100年に 1回の場合（最大時間雨量 62mm、

総降水量 176mm）でも浸水量、浸水面積を低減する効果が示されました。 

 

 

図 ３-１５ 浸水量、浸水面積の低減効果（実証事業 シミュレーション結果） 

流域面積 9,623 ha  水田面積率 41% 「田んぼダム」取組率 100%  機能分離型 φ50mm 
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50 年に 1 回の確率で発生する規模の降雨があった場合のシミュレーション結果を図 

３-１６に示します。「田んぼダム」を実施している地域の特定の場所ではなく、様々な

場所において、浸水深や浸水面積が減少しています。 

 

  
 

 
図 ３-１６ 氾濫シミュレーション結果（新潟県新潟市和田地区 1/50年確率雨量） 
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水田　最大浸水深

（畦畔高20cm）

：0cm～20cm

：20cm～50cm

：50cm以上

畑　最大浸水深

：0cm～5cm

：5cm～30cm

：30cm以上

宅地　最大浸水深

：0cm～5cm

：5cm～50cm

：50cm以上

その他　最大浸水深

：0cm～5cm

：5cm以上
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また、低勾配な新潟県白根流域を対象に行われたシミュレーションの結果 7)を示しま

す。このシミュレーションは、2011 年 7 月 27 日から 7 月 30 日にかけて発生した豪雨

（3日連続雨量 300mm 超で、50年に 1回発生する程度の規模に相当）時の、実際の湛水

状況を再現したものです。降雨後、現地調査を行い、浸水域および適切に「田んぼダム」

が実施された場所を特定し構築されています。 

そのときの状況を再現した計算結果に加え、「田んぼダム」をしていなかった場合の

計算を行い、それぞれの結果を比較すると、「田んぼダム」が浸水面積を 27％軽減して

いた実績が示されました。 

 

 

 

図 ３-１７ 田んぼダムの有無による最大浸水深の比較 

（Yoshikawa・Koshiyama(2024)に加筆） 

条件：流域面積 7,500ha 水田面積率 61%  地形勾配 0.037% 「田んぼダム」実施率 39％  

   3 日間総雨量 300mm 1/50 年確率降雨 

  

浸水深 

「田んぼダム」実施 

 ・浸水面積  1,137 ha 

  

「田んぼダム」未実施 

 ・浸水面積  1,566 ha 

  

浸水の解消 
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(３) 傾斜地で浸水量、浸水面積を低減 

「田んぼダム」は傾斜地でも効果を発揮することができます。 

令和３年度の実証事業において、傾斜地の栃木県栃木市の吹上東部地区を対象に行っ

たシミュレーションの結果を図 ３-１８に示します。 

50 年に１回の確率で発生する規模の降雨（最大時間雨量 72mm、総雨量 242mm）の場

合に浸水量、浸水面積ともに約 38％低減する効果が示されており、10 年に１回の場合

（最大時間雨量 57mm、総雨量 168mm）や、100年に１回の場合（最大時間雨量 77mm、総

雨量 277mm）でも浸水量、浸水面積を低減する効果が示されました。 

 

 

 

図 ３-１８ 浸水量、浸水面積の低減効果（栃木県栃木市吹上東部地区 シミュレーション結果） 

流域面積 1,015 ha 水田面積率 38% 地形勾配 約 1/300「田んぼダム」取組率 100% 

排水枡：堰幅 33cm, 流出口径φ125mm 

機能分離型の流量調整器具：流出量調整板に口径φ60mm の流出孔 
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50 年に１回確率の確率で発生する規模の降雨があった場合のシミュレーション結果

を図 ３-１９に示します。下流の地域だけでなく、上流や中流の地域も含めて、「田ん

ぼダム」を実施している地域の様々な場所で浸水量や浸水面積が減少しています。 

 

 

 

  

図 ３-１９ 氾濫シミュレーション結果（栃木県栃木市吹上東部地区 1/50年確率雨量） 

条件：流域面積 1,015 ha 水田面積率 38%  地形勾配 約 1/300 「田んぼダム」実施率 100％ 機能分離型 

  

「田んぼダム」未実施 

 ・浸水面積  20 ha 

 ・浸水量    52 千 m3 

「田んぼダム」実施 

 ・浸水面積  13 ha 

 ・浸水量    32 千 m3 

水田　最大浸水深

（畦畔高30cm）

：0cm～30cm

：30cm～50cm

：50cm以上

畑　最大浸水深

：0cm～5cm

：5cm～30cm

：30cm以上

宅地　最大浸水深

：0cm～5cm

：5cm～50cm

：50cm以上

その他　最大浸水深

：0cm～5cm

：5cm以上

浸水の軽減 

浸水の解消 
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 また、栃木県宇都宮市の都市部を流れる利根川水系の田川流域を対象に行われたシミ

ュレーションの結果 8)を示します。 

対象流域は、上流域に山間部、中流域に農地、下流域に都市部が分布しています。 

このシミュレーションは、2019年 10月の台風 19号による豪雨（24時間雨量 325.5mm

で 1/150～1/200 年に 1 回の確率で発生する規模に相当）における浸水面積を計算した

ものです。計算の結果、「田んぼダム」により、床上浸水面積(50cm 以上)は 62ha から

26haへと 36ha（58%）軽減する効果が示されました。 

 

 

 

   
図 ３-２０ 典型的な河川流域における田んぼダムの有無による床上浸水面積(50cm以上)の比較 

（Yoshikawa・Koshiyama(2024)に加筆） 

条件：流域面積 16,600ha 水田面積率 23% 「田んぼダム」実施率 100％  機能分離型 φ50mm 

2019 年 10 月の台風 19 号（1/150～1/200 年確率降雨 24 時間降水量 325.5mm）を想定 

 

 

 

  

「田んぼダム」未実施 

 ・床上浸水面積(50cm 以上)  62 ha 

  

「田んぼダム」実施 

 ・床上浸水面積(50cm 以上)  26 ha 

  

 河川 

床上浸水(50cm 以上) 

浸水の解消 
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(４) 一級河川流域でのピーク流量低減の可能性 

一級河川矢部川流域において、基本高水相当の流量を記録した平成 24(2012)年７月

洪水を対象に、「田んぼダム」によるピーク流量低減効果を概算した事例を紹介します。 

矢部川は福岡県南部に位置し、中下流域に水田地帯が広がっています。最上流には洪

水調整量 500m3/s を有する日向神ダムが設置されています。平成 24 年７月洪水では河

口付近の水田は大部分が浸水していたと予想され、浸水すると「田んぼダム」は効果を

発揮しないため、河川のピーク流量低減効果の検証を基準地点である船小屋において行

っています。船小屋の集水域における水田面積率は 6.4%です。 

 

 

図 ３-２１ 矢部川水系土地利用区分図（新潟大学提供資料） 

 

この計算では、①水田面積率と、②流出解析で求めた「田んぼダム」のピークカット

率、および③非水田に対する水田のピーク流出割合（水田は畦畔があり流出が抑制され

ることから、水田のピーク流出量を森林や都市の 60%と仮定）、を用います。計算の考え

方は後述します。②のピークカット率は、平成 24 年７月洪水の総降水量 357mm に対し

て、86％という値が算定されました。 

 
図 ３-２２ 水田一筆からの流出量の低減効果（機能分離型）（新潟大学提供資料）  

船小屋 
日向神ダム 
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これらから、船子屋地点のピーク流量は①水田面積率 6.4%×②「田んぼダム」のピー

クカット率 86%×③非水田に対する水田のピーク流出割合 60%より、最大 3.3%ピークカ

ットされる可能性が示されました。 

 

この効果を平成 24 年 7 月洪水のピーク流量 4,000m³/s に乗じると、このうち約

120m³/s が「田んぼダム」により低減される計算となります（図 ３-２３）。水位と堤防

高の高さ関係のみで溢水が起こると仮定するならば、「田んぼダム」による流量低減が

水位低下、並びに溢水リスクの低下につながるといえます。 

 

図 ３-２３ 船小屋地点の流量 

（矢部川水系河川整備基本方針 平成 26年 6月に加筆) 

 

この事例から、「田んぼダム」が一級河川の洪水リスクを軽減する可能性が示されま

した。また、この計算は背水の影響等、詳細な条件は考慮していない概算であることに

留意が必要ですが、流域全体での「田んぼダム」のポテンシャルを把握したい場合に有

効と考えられます。同様の計算を秋田県が公開している Excelシートで簡易推計できま

す。参考にしてみてください。（https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/74537） 
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３．４ その他 

(１) 土砂および栄養塩の流出抑制 9) 

閉鎖性水域において、「田んぼダム」実施による土砂および栄養塩の流出抑制効果を

検証した事例を示します。 

 

水田からの排水に含まれる土砂は、流出先である河川及び閉鎖性水域に堆積します。

土砂には栄養塩が含まれており、その中でも特にリンは水田土壌と強く吸着することが

報告されていることから、堆積土砂は治水機能の低下のみならず、水質汚濁、富栄養化

などの原因となっています。 

土砂流出濃度は水尻付近の流速の低下 10)や、湛水時間の延長 11)によって低減される

ことが報告されています。また、「田んぼダム」により水田からの流出量が抑制される

ため、湛水時間が長くなる傾向にあります。 

 

これらから、「田んぼダム」が土砂流出の抑制に効果があると考えた新潟大学の研究

チームは、新潟県の鳥屋野潟流域（図 ３-２４の左側）を対象とした土砂および栄養塩

の流出抑制効果の検証を行いました。天然湖沼の鳥屋野潟は流域の最下流部に位置し、

上流域の大形工区に調査ほ場が設けられました（図 ３-２４の右側）。 

 

水田からの土砂流出は代かき後の落水時期に最も増大し、中干後のかけ流しかんがい

時にも多く発生します。このため、代かき後と中干し期に、調査ほ場において落水試験

を行い、懸濁物質(SS)と総リン(T-P)の負荷量を計測しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-２４ 観測箇所位置図（左：鳥屋野潟流域図、右：大形工区の調査ほ場位置） 

流域面積 9,623ha 水田面積率 43% 流出量調整器具 機能分離型 

2014 年度の調査ほ場：田んぼダム実施水田 ①④⑤⑥、通常管理水田 ①②⑦⑧ 

2015 年度の調査ほ場: 田んぼダム実施水田 ②③⑦、通常管理水田 ④⑤⑥ 

  

鳥屋野潟 

大形工区 
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懸濁物質の負荷量（SS負荷量）を比較した結果、代かき落水時は「田んぼダム」実施

により約 74%削減され、中干し落水時は約 83%削減されることが示されました。 

総リンの流出負荷量（T-P 負荷量）を比較した結果、代かき落水時は「田んぼダム」

実施により約 77％削減され、中干し落水時は約 66%削減されることが示されました。 

 

図 ３-２５ Welch検定による代かき落水時の流出量 22m3までの 

懸濁物質と総リンの流出負荷量比較（吉川・伊藤(2016)より） 

 

図 ３-２６ Welch検定による中干し落水時の流出量 22m3までの 

懸濁物質と総リンの流出負荷量比較（吉川・伊藤(2016)より） 

 

また、鳥屋野潟における「田んぼダム」の土砂堆積抑制効果を評価するために、二次

元河床変動モデルによるシミュレーションも行われていますので、結果のみ参考として

示します。2014年 12月 1日～2015年 11月 30日の積算土砂堆積量を計算した結果、流

域全体で「田んぼダム」を実施した場合、27%の土砂堆積量削減効果が見込まれました。 

これらの結果から、「田んぼダム」の土砂堆積削減効果とリンの流入量抑制の効果が

示され、水質悪化・富栄養化対策に貢献する可能性が示されました。  

懸濁物質の負荷量（SS負荷量） 総リンの流出負荷量（T-P負荷量） 

懸濁物質の負荷量（SS負荷量） 総リンの流出負荷量（T-P負荷量） 
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(２) 排水機場の運転時間等の削減 

「田んぼダム」によりピーク流出が抑制されることで、ピーク時の排水施設運用状況

が変化し、維持管理負担が軽減される可能性があることから、「田んぼダム」が排水機

場の運転等に及ぼす影響をシミュレーションしました。 

対象流域は白根郷地区（図 ３-２７の左側）であり、図 ３-２７の右側に示す流出量

調整器具を用いて「田んぼダム」に取り組んでいます。また、地区内の排水は白根排水

機場、中部排水機場、萱場排水機場の 3機場で分散して中ノ口川に完全機械排水を行っ

ています（表 ３-１）。 

 

図 ３-２７ 白根郷地区の「田んぼダム」状況（左：実施ほ場、右：流出量調整器具の形状） 

表 ３-１ 白根郷地区の排水機場規模 

名称 排水先 
ポンプ規模(m3/s) 

計 台数 

白根排水機場 中ノ口川 37.70 

①  9.80 
②  9.80 
③  9.05 
④  9.05 

中部排水機場 中ノ口川 43.00 

①  8.55 
②  8.55 
③ 12.95 
④ 12.95 

萱場排水機場 中ノ口川 28.00 
①  9.33 
②  9.33 
③  9.34 

  

■：「田んぼダム」ほ場 

白根排水機場 

中部排水機場 

萱場排水機場 d

b

t

t=15cm

d=2.7cm

b=35cm

管理水位

機能一体型 
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図 ３-２８に中部排水機場稼働状況を抜粋して示します。なお、ポンプは 1 号機・2

号機が常時用ポンプ、3 号機・4 号機が洪水時用ポンプであり、1 号機から順番に水位

上昇に応じて稼働します。 

「田んぼダム」により流出が抑制されることで、内水位上昇が抑制されます。これに

より、「田んぼダム」を実施した場合、2～4号機の稼働時間は「田んぼダム」なしの場

合に比べて減少します。一方で、降雨の後半では、「田んぼダム」により水田に貯留さ

れ遅れて水路に流出した排水を排除するため、1号機の稼働時間は「田んぼダム」を実

施した場合の方が増加します。 

 
図 ３-２８ 中部排水機場稼働状況 

流域面積 7,500ha 水田面積率 61%  地形勾配 0.037% 

降雨量 181.8mm/3days(1/10 年確率降雨) 降雨波形 短期集中型 

このように、「田んぼダム」実施により流出抑制されることで、ポンプの同時稼働台

数や同時稼働時間が削減される可能性があります。 

以降では、出水規模を変えて排水機場の運転経費への影響を検証しました。 

(３) 排水機場の電気・燃料料金への影響 

1 出水あたりのポンプ稼働に掛かる電力料金と燃料料金を、「田んぼダム」を実施し

ない場合と実施する場合で比較しました。 

流出量調整器具は機能一体型と機能分離型の 2種類とし、機能一体型は地域に設置さ

れているもの、機能分離型は他地区の流出孔がある流出量調整板としています。 

また、白根郷地区のポンプの原動機は電動機とディーゼルが混在していますが、この

計算では全台電動機もしくはディーゼルと仮定して料金を計算しています。なお、電気
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料金の単価は、本来ポンプごとに契約電力が異なりますが、この計算では全てのポンプ

で同じと仮定しています。 

 

表 ３-２に電力料金、表 ３-３に燃料料金の計算結果を示します。電力料金の差と燃

料料金の差の増減は同様の傾向を示しました。2 年に 1 回、および 10 年に 1 回の確率

で発生する規模の降雨の場合には安くなる一方で、50 年に 1 回の場合には、機能一体

型のケースでは、高くなる傾向が示されました。これは、機能一体型の場合、豪雨初期

の雨量が貯留され、今回のシミュレーションでは後半にポンプの運転時間が増加したた

めであると推察されます。しかし、差は小さく最大で約 2%という結果となりました。 

 

表 ３-２ 電力料金の比較 

確率年 
降雨量 

(mm/3days) 

電力料金（千円） 

「田んぼダ

ム」未実施 

① 

「田んぼダ

ム」実施 

機能一体型 

② 

 「田んぼダ

ム」実施 

機能分離型 

③ 

 

差 

②-① 

差 

③-① 

1/2 116.1 4,084 4,039 -45 4,023 -61 

1/10 181.8 6,292 6,277 -15 6,125 -167 

1/50 241.7 8,514 8,713 199 8,433 -81 

降雨波形 短期集中型 

 

表 ３-３ 燃料料金の比較 

確率年 
降雨量 

(mm/3days) 

燃料料金（千円） 

「田んぼダ

ム」未実施 

① 

「田んぼダ

ム」実施 

機能一体型 

② 

 「田んぼダ

ム」実施 

機能分離型 

③ 

 

差 

②-① 

差 

③-① 

1/2 116.1 4,938 4,882 -56 4,863 -75 

1/10 181.8 7,611 7,592 -19 7,408 -203 

1/50 241.7 10,300 10,540 240 10,202 -98 

降雨波形 短期集中型 

 

電力料金を、排水能力に応じた料金単価で計算した場合は、「田んぼダム」を実施す

ることで、より安くなる可能性があります。また、常時用ポンプは電動機、洪水時用ポ

ンプはディーゼルと、実態に合わせて計算を行った場合には、料金が更に安くなる可能

性があります。その他、降雨形態によっても変わる可能性があります。 

 

このように、条件次第では「田んぼダム」によって電力・燃料料金が減少する可能性

があります。  
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(４) 操作員の負担軽減 

「田んぼダム」を実施することで、流量が抑えられ、時間を掛けて排水することから、

常時用ポンプの稼働時間が増加する場合があります。一方で、「田んぼダム」により、

洪水用ポンプの稼働時間や回数が減少する場合もあります。洪水用ポンプの稼働時間が

短くなれば、操作員の拘束時間が減少し、身体的負担が軽減されるほか、人件費の削減

にもつながる可能性があります。また、「田んぼダム」により洪水用ポンプの稼働開始

が遅くなる場合も、負担軽減につながる可能性があります。 

 

図 ３-２９に「田んぼダム」未実施時と実施時のポンプ稼働開始時間の比較を示しま

す。対象は前述の白根郷地区の白根排水機場です。「田んぼダム」実施により、洪水開

始後の流出が抑えられることから、3号機、4号機の稼働開始時間が遅くなります。 

 

このように、洪水時用ポンプの稼働開始が遅れることで、操作員が稼働の要否を判断

する時間が増えるため、精神的負担が軽減されます。このことは、ヒューマンエラーや

事故などの防止につながるため、安全性の向上も期待できます。 

 

 
図 ３-２９ 白根排水機場 「田んぼダム」未実施・実施のポンプ稼働開始時間の差 

降雨量 116.1mm/3days(1/2年確率降雨) 降雨波形 短期集中型 
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3,4 号機は明確に遅れが発生 

1,2 号機は遅れが 0 

「田んぼダム」未実施からの遅れ時間(hr) 

■「田んぼダム」実施 機能一体型 

■「田んぼダム」実施 機能分離型 
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第４章 「田んぼダム」の営農への影響 

 「田んぼダム」は作物の生産に影響を与えない範囲で、農業者の協力を得て実施する取組

であり、取組を継続的に実施するには、農作業への影響や取組の労力を最小限としなければ

なりません。本章では、「田んぼダム」の実施による、水稲の収量・品質への影響、管理労

力への影響について示します。 

４．１ 水稲の収量・品質への影響 

(１) 「田んぼダム」による湛水は許容の範囲内 

土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 計画「排水」においては、30cmの湛水は

許容の範囲内とされており、「田んぼダム」の実施により、畦畔の範囲内（30cm 程度）

で雨水を貯留しても、水稲の品質や収量には影響を与えません。 

土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 計画「排水」には、以下のように記載さ

れています。 

・ 許容湛水深は、「〔参考〕水田地帯における許容湛水深の考え方について」より 30cm 

を標準とする。また、許容湛水深を超える湛水が発生する場合は、その継続時間を 

24 時間以内とする。  

・ 図 ４-１ に示すように、穂ばらみ期と出穂期において湛水被害が最も起きやすい。

穂ばらみ期と出穂期の草丈は図 ４-２に示すように 30cm 以上に達していること、

及び我が国における水害が７～９月にかけて多く発生しており、この時期の草丈も 

30cm 以上に達していることを考慮し、許容湛水深は 30cm を標準とする。 

・ また、30cm を超えても、分げつ期と成熟期においては１日の湛水であれば被害は 15

～25％程度であり、穂ばらみ期においても葉先が露出していれば１日の湛水で 25％

程度の被害である。加えて、分げつ期以外は湛水日数が２日以上になれば被害が増

加していくため、許容湛水深を超える場合の湛水の継続時間は 24 時間以内とする。 

・ 畑作物は原則として湛水を許容できないので、畑や汎用田の畑利用では湛水を考慮

しない。（このため、畑や汎用田の畑利用では「田んぼダム」は行いません。） 

なお、畦畔の高さを超える湛水が生じる場合は、地域の排水能力を超えた降雨によっ

て排水路や河川などから水が溢れて水田に逆流することが主な原因であり、これは「田

んぼダム」の実施と関係なく発生する現象です。 

その他、畦畔の高さが低かったり堅固でない場合には、水田に降った雨によって畦畔

の高さを超える湛水が生じる場合がありますが、これは畦畔の維持管理が十分に行われ

ていないことが原因であり、「田んぼダム」の実施と関係なく発生する現象です。  
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図 ４-１ 水稲減収尺度 

土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 計画 「排水」 P200 

https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/tyotei/kizyun/kizyun.html 

  

穂ばらみ期・出穂期に 

被害が起きやすい 
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図 ４-２ 水稲の生育期と草丈 

土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 計画 「排水」 P199 

https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/tyotei/kizyun/kizyun.html 

  

水害多発期間 

全品種で 

草丈 30cm 超 
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(２) 「田んぼダム」を実施した水田で収量・品質の明らかな影響は確認されなかった 

 熊本県湯前町・山江村において令和４年に実施された実証観測結果 1)を図 ４-３に示

します。「田んぼダム」実施区と「田んぼダム」未実施区を設置し、「田んぼダム」の有

無が収量に与える影響を調査しています。その結果、収量の指標となる精玄米収量は、

実施・未実施でほとんど差がなく、「田んぼダム」実施による水稲の収量への影響は確

認されませんでした。 

 生育期間中に地区近傍の人吉観測所で 10 年に１回の確率で発生する規模の降雨（最

大日雨量 236mm、最大時間雨量 65mm）が記録されていることから、「田んぼダム」が機

能していたと考えられます。そのような場合であっても収量に影響がなかったことが示

されました。 

 

図 ４-３ 「田んぼダム」の収量への影響（令和４年度 実証観測結果） 

(熊本県農村計画課(2022)を参考にグラフ作成) 

 

生育期間中最大雨量：236mm day-1, 65.0mm h-1 （観測日 7/15）(人吉観測所) 

※調査ほ場付近に設置した雨量計で令和 4 年 9/17～9/20 に総雨量 641.5mm 

降雨強度の最大値 53.5mmh-1を観測 (山口ら(2024)）2) 

流出量調整器具：機能分離型 

有意水準 0.05 
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 また、山形県河北町・村山市において令和５年に実施された実証観測結果 3)を図 

４-４に示します。 

「田んぼダム」実施区と「田んぼダム」未実施区を設置し、「田んぼダム」の有無が

収量に与える影響を調査しています。その結果、収量の指標となる精玄米収量や品質の

指標となる玄米粗タンパク質含有率に、実施・未実施でほとんど差がなく、「田んぼダ

ム」実施による水稲の収量への影響は確認されませんでした。 

 生育期間中に地区近傍の山形観測所で 3年に 1回の確率で発生する規模の降雨（最大

日雨量 75mm、最大時間雨量 21mm）が記録されました。この降雨は「田んぼダム」が機

能するような降雨には該当しませんが、日常的に発生する規模の雨であっても、収量に

影響がないことが示されました。 

   

 

図 ４-４ 「田んぼダム」の収量への影響（令和５年度 実証観測結果） 

（左：精玄米収量、右：玄米粗タンパク質含有率） 

(山形県農業総合研究センター(2022)を参考にグラフ作成) 

 

生育期間中最大雨量：75mm day-1（観測日 7/7）, 21.0mm h-1（観測日 7/9）(山形観測所) 

流出量調整器具：機能分離型 

有意水準 0.05 
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鳥取県農業試験場において令和４年度に実施された実証観測結果 4)を図 ４-５に示

します。 

この調査は試験ほ場で行われており、「田んぼダム」の実施を仮想したほ場では、通

常の水管理に加え、豪雨の際に「田んぼダム」が機能し、湛水深と湛水時間が増加する

ことを表現するため、生育期間中 3回もしくは 5回、15cmの湛水深を 48時間発生させ

る処理を行っています。「田んぼダム」が実施されていないほ場では、湛水の処理は行

わず、通常の水管理のみ行われています。 

 

調査の結果、収量の指標となる精玄米収量や品質の指標となるタンパク質含有率は、

実施・未実施に差がありませんでした。このように生育条件を統一した試験ほ場でも差

は見られず、「田んぼダム」実施による水稲の収量・品質への影響がないことを裏付け

る結果が示されました。 

 

 
図 ４-５ 「田んぼダム」の収量・品質への影響（令和４年度 試験ほ場での調査結果） 

（上：精玄米収量、下：タンパク質含有率） 

（鳥取県農林水産部農業振興局農地・水保全課(2023)を参考にグラフ作成） 

区画面積 24m2/区画（短辺 3m×長辺 8m） 

湛水再現時期 実施区①湛水 3 回：梅雨時期、中干時期、台風時期 

       実施区②湛水 5 回：梅雨時期、分げつ盛期、中干時期、台風時期、収穫時期 

※「田んぼダム」実施を湛水で表現しているため、流出量調整器具の設置はなし 

品種：コシヒカリ 

※平均値のみのデータであったため、有意差検定を行っていない 
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 令和３年度実証事業で「田んぼダム」を実施した全国８地区において収量・品質を確

認した結果を図 ４-６、図 ４-７に示します。豪雨は観測されませんでしたが、全国的

に「田んぼダム」実施・未実施で有意な差はない結果となり、「田んぼダム」の実施に

よって、収量および品質への影響は確認されませんでした。 

 

図 ４-６ 「田んぼダム」の収量への影響（実証事業 調査結果） 

 

 
図 ４-７ 「田んぼダム」のタンパク質含有率への影響（実証事業 調査結果） 
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(３) 「田んぼダム」実施後の収量・品質に関する農業者の声 

「田んぼダム」を実施した農業者を対象とし、収量・品質に関して「田んぼダム」実

施前の不安や、「田んぼダム」実施後に実際に起こった変化についてアンケート調査（回

答数 262～264）を令和５年度に実施しました（図 ４-８）。 

その結果、「田んぼダム」を実施した後に、「収量が減った」および「品質が落ちた」

と回答した割合は約 10%でした。 

このように、多くの農業者が「田んぼダム」実施によって米の収量・品質に変化がな

いことを回答していたことから、「田んぼダム」実施による影響は小さいと推察されま

した。 

なお、「田んぼダム」実施前の不安と「田んぼダム」実施後に実際に起こった変化の

回答を比較すると、実施前「気にしていた」と回答した割合が 15%程度、実施後「影響

があった」と回答した割合が 5～10%程度と、実施後の方が低い結果でした。このことか

ら、実施前の収量・品質に対する懸念事項は実際にはほとんど起こらなかったことが示

されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-８ 「田んぼダム」実施前後の収量・品質に対する考え 
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４．２ 管理労力への影響 

(１) 「田んぼダム」は管理労力に大きく影響しない 

 「田んぼダム」を実施することにより、堰板や調整板の取り付けやゴミの除去などに

労力を要するのではないかとの懸念があります。 

令和３年度実証事業で「田んぼダム」を実施した全国８地区のうち、同一の作業体系

で比較が可能な４地区において実施した調査結果を図 ４-９に示します。「田んぼダム」

を実施しなかった水田に対する「田んぼダム」実施水田の作業時間の割合は、平均で

104％となり、「田んぼダム」を実施することによる管理労力の大幅な増加は確認されま

せんでした。 

 

図 ４-９ 「田んぼダム」未実施水田に対する実施水田の作業時間の割合 

（令和３年度実証事業 調査結果） 
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(２) 「田んぼダム」実施後の管理作業に関する農業者の声 

 また、「田んぼダム」を実施した農業者を対象とし、管理作業に関して「田んぼダム」

実施前の不安や、「田んぼダム」実施後に実際に起こった変化についてアンケート調査

（回答数 260～264）を令和５年度に実施しました（図 ４-１０）。 

 その結果、水田の水位調整に関して「田んぼダム」を実施した後に、「回数が増えた」

と回答した割合は約 15%、「水位調整の方法が大変になった」と回答した割合は約 10%で

した。このように、多くの農業者が「田んぼダム」実施によって管理作業の増減に変化

がないと回答していたことから、「田んぼダム」実施による影響は小さいと推察されま

した。 

なお、「田んぼダム」実施前の不安と「田んぼダム」実施後に実際に起こった管理作

業の変化の回答を比較すると、管理作業の増加は、実施前は「気にしていた」と回答し

た割合が約 35%、実施後は「増えた」、「大変になった」と回答した割合が 10～15%程度

と、実施後の方が低い結果でした。このことから、実施前の管理作業に対する懸念事項

は、実際にはほとんど起こらなかったことが示されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１０ 「田んぼダム」実施前後の管理労力に関する考え 
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４．３ 農作業への影響 

(１) 農作業に大きく影響しないための迅速な排水が重要 

 「田んぼダム」は、水田に降った雨水をゆっくりと排水する取組ですが、2.2.3に記

載したとおり、貯留した水を短時間で排水できなければ、農業機械を活用した農作業等

に影響を与えるおそれがあることから、貯留した雨水を迅速に排水することが重要です。 

 図 ４-１１に示すとおり、「田んぼダム」を実施した農業者を対象としたアンケート

調査（回答数 262）において、排水が遅れて作業に影響があったという回答割合は 20%

程度に止まりました。 

 
図 ４-１１ 「田んぼダム」実施後の排水遅れ、それに伴う作業が遅れた経験の有無 

(２) 迅速な排水のための排水枡の整備と流出量調整器具の選定 

 2.2.3に記載したとおり、田面の湛水を迅速に排水するためには、適切な数、配置及

び構造の排水枡を設置するとともに、流出量調整器具の選定が重要です。 

実証事業で行ったシミュレーションの結果を図 ４-１２に示します。 

降雨の規模が大きくなると、機能分離型のほうが湛水深は深くなりますが、降雨後は

機能一体型よりも短時間で水深が下がっています。このことから、田面の湛水を迅速に

排水するためには、機能分離型を選択することが望ましいと考えられます。 

 

図 ４-１２ 貯留した雨水の排水時間（栃木県栃木市吹上東部地区 シミュレーション結果） 

※ 降雨および排水桝からの流出による水深の変動であり、減水深は考慮していない 
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(３) 十分な高さのある堅固な畦畔の整備等により畦畔を超えるような雨水の貯留を防止 

 内水氾濫等により、水田の水位が上昇すると畦畔が溢水により崩壊するリスクがあり

ます。しかし、図 ４-１２のシミュレーション結果 5)によれば、機能分離型、機能一体

型ともに、100年に 1回の確率で発生する降雨（最大時間雨量 77.5mm、総雨量 277.1mm）

であっても、田面水深は 20cm を超えていないことから、畦畔からの越流は生じないこ

とが分かります。なお、十分な高さがある堅固な畦畔を整備しておく必要があります。 

 

また、堰板や調整板（流出量調整器具）の上端を畦畔よりも低い位置に設定していれ

ば、堰板や調整板の上端を超える水位になると、堰板や調整板を越流し、通常の排水能

力が発揮されることから、それ以上の水位の上昇を抑制することができます。 

 

実際に畦畔越流が生じていない例として、３．1で示した熊本県球磨流域の現地水文

観測により得られた「田んぼダム」実施・未実施（慣行ほ場）の湛水深を図 ４-１３に

示します。3 日連続雨量 641.5mm を記録するほどの豪雨でしたが、「田んぼダム」実施

ほ場で観測された最大水深は 292mmであり、畦畔高の 300mmを超えていません。このこ

とから、畦畔を越流することなく「田んぼダム」が機能したことが示されました。 

 
図 ４-１３ 水田からの排水流量と湛水深の調査結果（山口ら(2024)に加筆） 

解析期間：2022 年 9 月 17日～9 月 20 日 

総雨量：641.5mm 最大時間雨量：47.0mmh-1 

ほ場条件：「田んぼダム」未実施ほ場（慣行ほ場）N1 は 1,669m2, 

「田んぼダム」実施ほ場 D1 は 2,820m2, D2 は 2,790m2 

畦畔高約 30cm,各ほ場に排水枡 1 つ  

流出量調整器具：機能分離型 

 

 このように、十分な高さのある堅固な畦畔の整備や堰板や調整板等の設置方法により、

100年に 1回の確率で発生するような大規模な降雨があっても、雨水の貯留を畦畔の範

囲内に止めることができます。  

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0 12 24 36 48 60 72 84 96 108

排
水
流
量

(m
m

 5
m

in
-1

)

経過時間(hr)

水田からの排水流量

0

2

4

6

8

10

雨
量

(m
m

5
m

in
-1

)

総雨量 ：206.0 mm

最大時間雨量： 30.0 mm

0

2

4

6

8

10

雨
量

(m
m

5
m

in
-1

)

0

50

100

150

200

0 12 24 36 48 60 72 84 96 108

水
深

(m
m

)

経過時間(hr)

湛水深

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0 12 24 36 48 60 72 84

排
水
流
量

(m
m

 5
m

in
-1

)

経過時間(hr)

水田からの排水流量

0

2

4

6

8

10

雨
量

(m
m

5
m

in
-1

)

総雨量 ：641.5 mm

最大時間雨量： 47.0 mm

0

2

4

6

8

10

雨
量

(m
m

5
m

in
-1

)

0

100

200

300

400

0 12 24 36 48 60 72 84

水
深

(m
m

)

経過時間(hr)

湛水深

雨
量

(m
m

5
m

in
-1

)

雨
量

(m
m

5
m

in
-1

)

雨
量

(m
m

5
m

in
-1

)

雨
量

(m
m

5
m

in
-1

)
N1観測値

D1 観測値

D2 観測値

N1観測値

D1 観測値

D2 観測値

N1 (欠測)

D1 観測値

D2 (欠測)

N1観測値

D1 (欠測)

D2 観測値

(d) 降雨イベント22-4（2022年9月17日～19日）

(c) 降雨イベント22-3（2022年7月18日～21日）

300mm 

最大水深 
292mm 

74



 

(４) 「田んぼダム」実施後の農作業に関する農業者の声 

「田んぼダム」を実施した農業者を対象とし、農作業に関して「田んぼダム」実施後

の変化や現状についてアンケート調査（回答数 260～264）を令和 5 年度に実施しまし

た（図 ４-１４）。 

その結果、湛水が溢れて畦畔が崩れたことが「あった」と回答した割合が 20%程度で、

堰板（流出量調整器具）にワラなどが詰まったことが「あった」と回答した割合が 60%

程度でした。 

これらについては、「田んぼダム」を実施したことによる障害なのか、通常の営農に

よるものなのか分からないため、アンケート調査の次年度に市役所、改良区、「田んぼ

ダム」を行っている農家に聞き取りを行いました。堰板へのワラの詰まりに関しては、

通常の営農においても発生している現象であり、「田んぼダム」を導入したことによる

特有の問題ではないとの回答でした。さらに、関係者からは「営農に伴う不可避な現象

である」との意見が挙げられ、堰板へのワラ詰まりの対応策を工夫し共有することが、

「田んぼダム」に取り組む農業者の不安軽減や取組の継続に役立つと考えられます。対

応策として、ワラ詰まりを防ぐために、刈り取り後速やかに漉き込むなどの対策を採っ

ている事例もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１４ 「田んぼダム」実施後の畦畔崩壊やワラ詰まりの有無 
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４．４ 畑地への影響 

(１) 畑地の湛水被害軽減効果 

「田んぼダム」が畑地の湛水軽減に寄与する可能性を示した事例として、排水シミュ

レーションの結果を紹介します。対象地区は、流域面積に対する面積率が、水稲田 46%、

転作田 5%の低平農業地帯です。この転作田面積・位置・畝間形状を反映した排水解析モ

デルを構築し、転作田の湛水状況を確認しました。なお、1/30年確率降雨の条件でシミ

ュレーションを実施し、畝高は 10cmとし、湛水深が畝高を超える 10cm以上となった場

合、湛水状態として集計しています。「田んぼダム」は、流出口径φ50mmの機能分離型

（フリードレーン式）器具を使用しています。 

最大湛水深毎に、転作田の湛水面積を整理すると（図 ４-１５の左）、「田んぼダム」

により湛水深が畝高 10cm を超える面積が全体で約 50％減少する結果が得られました。

また、湛水継続時間（図 ４-１５の右）でみると、「田んぼダム」を実施した場合、湛

水がほぼ 24時間以内に収まることが示されました。 

 

 
図 ４-１５ 1/30 年確率降雨時における転作田の湛水区分 

 

野菜は水稲以上に湛水に弱く、かぼちゃ・たまねぎ・だいこんは１日の湛水、ほうれ

んそう・にんじんは２日で被害が生じ、大豆の場合は 40 時間以内に無湛水状態にする

必要があります。6)7)上記の湛水深・湛水継続時間と照らし合わせると、湛水深の減少に

より品目や生育ステージによっては湛水のリスクが軽減されること、また、湛水継続時

間の軽減により新たな作物の導入が可能となることが示されました。 
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第５章 「田んぼダム」の取組を進めるために 

「田んぼダム」は、水稲の生産に影響を与えない範囲で、農家の協力を得て実施する取組

です。取組を全国へと展開し、継続的に実施するためには、農作業への影響や取組の労力・

費用を最小限にしなければなりません。 

さらに、地域ごとの課題や特性に応じた柔軟な実施体制を構築するため、様々な分野や地

域の関係者間での情報共有や協議を通じて、取組内容を調整し、関係者相互の理解を深める

ことが重要です。こうした取組を通じて、地域全体が一体となって協働する仕組みを作り上

げることが取組を進める鍵となります。 

 本章では、「田んぼダム」を全国的に普及・定着させるため、これまでの取組実績を整理

するとともに、継続的に実施している地域の優良事例及び活用可能な支援制度について示し

ます。 

５．１ 「田んぼダム」の取組実績 

「田んぼダム」の取組面積は年々拡大しており、令和６年度時点で、全国で約 9.9 万 ha

となっています。令和２年度と比較して、15 県が新たに取組を開始し、取組面積は約 5.7万

ha（109%）増加しました。地域別に見ると、北海道や東北地方では他の地域と比較して大き

な増加が見られ、積極的に取組が進んでいます。 

一方で、東海地方、近畿地方、中国・四国地方では、他の地域と比較して取組面積の増加

が小さいです。 

これらの地域では、今後「田んぼダム」の取組を進めるために、啓発や普及活動が必要と

されており、今後の取組拡大に向けた対応が求められています。 

また、令和６年度時点で水田面積に占める「田んぼダム」の割合は、北海道の 23.5%に対

して、北海道以外は 2.2%と小さいことも踏まえて、取組面積の拡大を進めていく必要があ

ります。 

 

表 ５-１ 水田面積に占める「田んぼダム」取組面積の割合 

地域 
令和 6年度 

「田んぼダム」面積 

令和 6年度 

耕地面積（水田） 

耕地面積に占める 

「田んぼダム」の割合 

北海道 5万 2千 ha 22万 1千 ha 23.5% 

北海道以外 4万 7千 ha 209万 9千 ha 2.2% 

全国 9万 9千 ha 232万 ha 4.3% 
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図 ５-１ 水田面積に占める「田んぼダム」取組面積の割合 

 

図 ５-２ 道県別の令和２年度から令和６年度の「田んぼダム」増加面積  
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５．２ 「田んぼダム」の実施事例 

(１) 全国の取組事例 

 本資料では、「田んぼダム」における全国 13地域の優良事例を整理しました。事例は

各地域から提供いただいた内容を基に、上半分に取組の背景、取組状況、効果などを記

載し、下半分に取組のきっかけから現在に至るまでの経緯や今後の展望を時系列順に記

載しています。 

また、表 ５-２は事例の特徴を整理した表で、「行政の取組」「多面連携」「研究機関

連携」「企業連携」「その他の取組」の５項目と、流域内での位置（上流・下流）を分類

し、記載内容が該当する部分には●を付しています。 

この表を活用することで、例えば「行政の取組」に関連する事例や流域内での位置に

基づく事例など必要な情報を含む事例を検索できます。 

 

表 ５-２ 全国の事例の特徴 

地域名 

記載内容 流域内での位置関係 

行政の 

取組※1 
多面連携※2 

研究機関 

連携※3 
企業連携※4 

その他の 

取組※5 
上流 下流 

北海道岩見沢市  ● ● ●   ● 

宮城県 ●  ● ●    

福島県須賀川市  ● ● ●  ●  

栃木県 ●    ●   

栃木県小山市  ● ●    ● 

新潟県見附市 ● ●   ●   

愛知県豊明市  ●      

鳥取県鳥取市  ●   ●   

岡山県倉敷市 ● ● ●     

香川県 ● ●      

福岡県筑後市 ● ●      

佐賀県佐賀市 ● ●      

熊本県球磨地域 ● ● ●     

※1：行政が主体となって取組を行っている。 

※2：多面的機能支払交付金に基づく組織体との連携により取組を行っている。 

※3：大学やその他の研究機関との連携により取組を行っている。 

※4：企業と連携して取組を行っている。 

※5：「田んぼダム」以外の取組についての記載がある。
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○ 令和５年度末時点で700haの農地で
「田んぼダム」を実施
○ 今後、基盤整備事業等による普及拡
大を行いながら令和10年度までに取組
面積1,300haを目指す

○ 岩見沢市では、「田んぼダム」の
取組と効果を岩見沢市役所や岩見沢
市広域協定から積極的に発信

（発信事例）
R1年度 日本水環境学会シンポジウム
R2年度 農研機構の標準作業手順書
R3年度 流域治水シンポジウム
R3～ 水田の持つ雨水貯留機能の

活用に向けた検討会
R4年度 第６回インフラメンテナンス

大賞農林水産省優秀賞
R5年度 北海道地区

「ディスカバー農山漁村の宝」
R6年度 GEWEX-OSC2024ステークホルダー

セッション農水省・国交省

○ 入植開始から内水氾濫との闘いが
続き、堤防や排水機場の整備を実施

○ 昭和56年の豪雨災害では13,000haの
農地が冠水する被害が発生

○ 農業者の想いやりの精神により、自
らの農地で「田んぼダム」を実施

○ その後、想いに共感した周りの農業
者が続き、平成29年から岩見沢南地域
資源保全協力会が組織として「田んぼ
ダム」の取組を実施。現在では３地区
700haの農地で実施

「田んぼダム」取組前 取組内容 取組の効果

● 想いやりの共感が育んだ「田んぼダム」の取組 （北海道岩見沢市）

昭和５６年災双葉町付近
岩見沢河川事務所提供

○ 岩見沢市では大正時代から地域住民の奉仕活動で河川堤防整備を行うなど、内水の氾濫を抑える取組を実施してきた経緯があり、昭和時代に
は排水機場を整備して対応してきたが、昭和56年の豪雨では13,000haの農地が被災するなど、入植以来、水と闘ってきた歴史がある。

○ 平成に入り、過去の豪雨災害経験から、水害対策として一部農地で「田んぼダム」を開始していたが、大きく進んだきっかけは、浸水リスクが高い
水田で営農しているなかで、幌向川下流域の排水機場の運転員を長年勤め、浸水の被害を受けている農業者の取組であった。その農業者は、自
身の農地のさらに下流にも農家の仲間がおり、河川周辺の市街地にも住民が生活していることを考え、皆が安全に暮らして行ける様にという思い
から、まずは一人で「田んぼダム」を実践し始めた。

○ 「田んぼダム」は上流域で行うことで下流に対して効率があるが、上記の農業者は下流域にあたる自分の農地で取組を開始し、水害から人々の
生活を守るという思いに共感した他の農業者達が取組に続き、少しずつ「田んぼダム」が広がっていった。その後、岩見沢市や関係機関の協力も
あり、現在では大学や研究機関とも連携しながら北海道の「田んぼダム」の先進地として取組を続けている。

「田んぼダム」流出量調整板田んぼダム（試作型）の設置作業 岩見沢市広域協定研修会での発表

岩見沢市広域協定による活動

・多面的機能支払交付金に基づく組織体
・農業者849名が、17,262haの農地の保全活動を実施
・市内で「田んぼダム」の普及啓発を積極的に行う。

きっかけ

過去の豪雨被害経験

を基に、個人の思い
（農家兼排水機場運転
員の立場）から浸水被
害の軽減を検討

今
後
の
展
望

市民参加型の田んぼダム
→オーナー制度、学びの場の創出
田んぼダムの付加価値向上
→「田んぼダム」米のPR、ふるさと
納税等の展開推進

クロスコンプライアンスへの対応
→多機能型「田んぼダム」の研究・普及

将来に向けて

○ 国営緊急農地再編や道営基盤整

備事業を活用し、「田んぼダム」排水

枡の整備、更新に合意している。

〇 令和10年度までに、「田んぼダム」

の取組面積を1,300haまで増加する見

込みである。

Ｓｔｅｐ４（R5～）

基盤整備事業を活用し普及を拡大

○ 仲間の農家や人々の生活
を想い、「田んぼダム」の取組
を下流から上流に発信するこ
とで、人々の共感を得ていく。

〇 「田んぼダム」の取組が
700haまで進み、北海道地域
の先進地となる。

Ｓｔｅｐ２（H29～）

○ 既存の排水機場だけでは、これか
らの大雨に対応できない可能性があ
るため、市は防災効果の見込まれる
「田んぼダム」の取組を応援している。

○ 市、研究機関、協力企業等が連携
し、実証試験や排水桝改良を農業者
協力のもと行い、地域全体の取組へ
と広がる。

自治体と農業者の相互理解
（多面的機能支払事業を通じて）

○ 協力企業（ざわサポ）との共同研究
積水化学北海道㈱
→「 田んぼダム」堰の研究開発R3～
新潟大学農学部
→ 機能分離型・機能一体型流量調整器

具の効果検証
→ハイブリット型「田んぼダム」研究開発

Ｓｔｅｐ５

「田んぼダム」の効果実証を更に進める

○ 農地・水保全管理支払
交付金への参加がきっか
けとなり、岩見沢市でも一
部地域で「田んぼダム」の
取組が始まる。

Ｓｔｅｐ１（H19～）

一部地域で「田んぼダム」
の取組開始

Ｓｔｅｐ３（R3～）

共感の輪が広がり、「田んぼ
ダム」の取組が進む

岩見沢市の田んぼダムの特徴
農家発信（地域の人々への想いから、「田んぼダム」が始まる）
下流発信（下流域にいる農業者から上流への発信）
多 様性（地域の自主性を尊重し、外部機関との連携により

実証実験や開発に協力している）

洪水時の浸水の様子
（岩見沢市双葉町）

浸
水
頻
発

一方で他地区では、農家・行政に理解されない

農 家 ： 危険性、水害は昔話、なぜ自分が？

行 政 ： とりあわない、考えたくない、反発が心配

「自分には関係ないこと」が、大半の意識

事例１　北海道 岩見沢市
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きっかけ

今
後
の
展
望

○ 現状の田んぼダムの取組面積は、県内農地面積約10万ha
のうち約2.0％（1,980.7ha）であり。更なる拡大が可能なことか
ら、普及拡大のためコンソーシアムへの参画促進に取り組む。

○ 田んぼダムは流域全体で取り組むことでより大きな効果が
発現されるが、浸水被害の少ない上流域の農家の理解促進、
取組拡大を目指す。

将来に向けて

○ 古川農業試験場、県内企業と共同で研究を開始し、
新潟大学の協力により、効果実証研究に着手。

○ 田んぼダム取組のモデル地区として、大崎市千刈
江地区を設定し、関係農家に向けた先進地視察や説
明会を実施し、地元合意形成のもと効果検証を開始。

Step１（H30～Ｒ３）

効果検証／取組モデル地区の設定

○ 令和５年度末時点で田んぼダム取組面積1980.7haとなり、そのうち農地整備
事業地区で実施されている面積は338haとなった。
〇 コンソーシアム設立時は５市町、12土地改良区が加入していたが、シンポジウ
ムの開催等により、27市町村、38土地改良区まで増加した。
〇一方で、山間部の独立した水系を持つ市町の加入率が低いことが課題となって
いることから、引き続き普及活動を進めていく。
○ 県の単独事業を創設し、普及拡大のための支援を実施。
令和３年度～５年度：田んぼダム導入促進効果検証モデル事業
令和６年度～ ：田んぼダム普及拡大推進事業
事業内容：田んぼダムの効果検証、堰板配布、普及活動に係る経費等

Step２（R３～）

地域において、全体が
協働して治水対策に取
り組んでいくことの重
要性、必要性を認識し、
田んぼダムの取組意
欲が高まった。

▲Ｒ５年度田んぼダムの効果検証結果（概要）（田尻西部地区）

▲Ｒ５年度田んぼダムの効果検証結果（概要）（下野目東部地区）

○ シンポジウム
（開催実績）
令和４年 大崎市
令和５年 大和町
令和６年 加美町

○ 出前講座
（実績）
令和４年度 ３校
令和５年度 １４校

○ 令和3年6月に県内市町村、土地改良区、農業者が参画す
る「宮城県田んぼダム実証コンソーシアム」を設立し、田んぼダ
ムの普及拡大の活動実施。
○ 取組の課題となっていたゴミ詰まり解消や操作性向上のた
めに、県内企業とロート型堰板を開発。
○ 令和4年11月以降発注の農地整備工事から田んぼダムに
対応した落水口桝を標準仕様とした。

宮城県田んぼダム実証コンソーシアムを核とした普及

Step２（R３～）

○ 平成30年度（2018年度）から、古川農業試験場にて田んぼダム試験研修を開始。

○ 平成27年９月関東・東北豪雨、令和元年東日本台風で被災の大きかった大崎市において、頻発している豪雨や台風などによ
る水災害への備えとして、地域全体が協働して行う治水対策の一つである田んぼダムへの取組への機運が高まった。

○ 令和３年度より大崎市千刈江地区をモデル地区に設定し、古川農業試験場、新潟大学と共同で効果検証を開始。

○ 令和３年６月14日に県内市町村、土地改良区、農業者で構成される「宮城県田んぼダム実証コンソーシアム」を設立し、田
んぼダムの取組の効果検証を行うとともに、会員相互の力で普及に向けた多様な課題の解決に取り組む。（令和６年度時点の
市町村、土地改良区のコンソーシアム加入率は約８割）

○ 令和５年度末時点での県内の取組面積は1,980.7haであり、更なる取組面積拡大のため、令和７年度以降も田んぼダムの取
組について継続して支援していく。

○ 田んぼダムの関係者間における情報
共有をするシンポジウムの開催等により、
取組面積は令和３年度末の368.3haから
令和５年末時点で1,980.7haまで増加。
○コンソーシアムの加入数は、設立当初
の５市町、12土地改良区から、27市町
村、38土地改良区まで増加した。
○ 効果を可視化するため、令和３年度
から大崎市内の農地整備実施地区にお
いて、効果検証を実施し、田んぼダムに
よる流出のピークカット率を試算。

○ 近年頻発している豪雨や台風などに
よる水災害への備えとして、地域全体
が協働して治水対策に取り組んでいくこ
とが重要とされている中、洪水や浸水被
害のリスクを緩和する『田んぼダム』に
注目。

○ 令和３年６月に市町村、土地改良区、
農業者が参画する「宮城県田んぼダム
実証コンソーシアム」を設立し活動。
※コンソーシアム加入率 65／82（79％）

市町村：27／35（77％）
土地改良区：38／47（80％）

○ ロート型堰板を県内企業と共同開発
し、農地整備事業では２スリット落水口
桝（田んぼダム対応）を標準仕様とし、
地元関係者の取組を支援。

「田んぼダム」取組前 取組の主柱 取組内容

● 「宮城県田んぼダム実証コンソーシアム」を核とした田んぼダムの普及拡大（宮城県）

▲田んぼダム実証コンソーシアム設立総会 ▲シンポジウムの開催（令和６年10月25日）

▲平成27年９月関東・東北豪雨

（大崎市／多田川）

多田川

事例２　宮城県
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きっかけ

台風等の豪雨に

より、浸水被害が
度々発生

今
後
の
展
望

○ 多面的機能支払交付金活
動組織の西川地域資源保全
会と連携し、笹平川上流域に
ある水田で「田んぼダム」の取
組を開始。

Ｓｔｅｐ２（H28～）

多面的機能支払交付金
活動組織と連携

○ 気候変動により豪雨が頻発・激甚化し
ており、浸水被害リスク軽減を図るため、
笹平川上流域の農地において令和11年
度までに取組面積を88haに拡大していく。

〇 今後も産学官民が情報共有する機会
を継続し、取組に対する意識向上、「田
んぼダム」の関係者及び地域住民の連
携を強化していく。

将来に向けて

○ 須賀川市と日本大学工学
部による共同実証研究に着手。
実証による効果検証に向けた
調整を開始。

○ 「田んぼダム」の装置（流量
調整器具）、 取組への参画に
向けた説明会を浸水被害上流
域で耕作を行う農家へ実施。

Ｓｔｅｐ１（H27～）

日本大学工学部と連携

Ｓｔｅｐ３

▲須賀川市の浸水被害（平成23年台風15号）

〇 令和５年時点で44.5haの「田んぼダム」を実施中。

○ 従来の「田んぼダム」に関係していた農業者、自
治体、大学のほか、浸水被害を受け対策を行って
いた須賀川卸センター等企業及び地域住民が参
加したフォーラムを開催。地域全体で情報共有を
図り、産学官民が連携する取組として推進。

▲「田んぼダム」の効果検証

▲共同研究を周知するパンフレット

○須賀川市と日本大学の連携による
共同実証研究を実施

地域の連携強化

笹平川
（支流）
上流域
下流域

卸センター

▲笹平川流域図

▲「田んぼダム」取組状況

○ 市内を流れる準用河川笹平川は、上流域は水田が多く、下流域に建物用地が広がっており、釈迦堂川との合流地点
付近は浸水常襲地帯である。近年では令和元年東日本台風（台風第19号）により、住宅地及び流通拠点である須賀川
卸センターで大規模な浸水被害が発生している。

○ 浸水被害軽減に向けて須賀川市と日本大学工学部が共同し、笹平川上流域に位置する水田で「田んぼダム」の実証
研究を平成27年度より開始した。多面的機能支払交付金活動組織の理解を得て、令和５年度末時点で44.5haの農地で
「田んぼダム」に取り組んでいる。

○ 「田んぼダム」に取り組む農業者、浸水被害を受けた地域企業、自治体、大学と協力し、「田んぼダム」に関する
情報を地域住民と共有するためのフォーラムを開催するなど、産学官民の連携を図っている。

○ 令和11年度までに笹平川及び支流域内で目標としている取組面積88haを達成するため、引き続き「田んぼダム」の
理解促進を図っていく。

○ 令和５年末時点、44.5haの農地で「田
んぼダム」を実施

○ 「田んぼダム」による浸水被害の軽減
を現地観測と実験データを用いて試算

○ 「田んぼダム」の関係者間における情
報共有のためのフォーラムを開催。
地域住民にフォーラムへの参画を促し、

産学官民の連携を強化

○ 笹平川と釈迦堂川下流の合流地点付
近の浸水常襲地帯は、台風などの大雨
時は笹平川から釈迦堂川へポンプ排水
しているが、排水量がポンプの能力を上
回ると笹平川が溢水し浸水被害が発生

○ 近年では令和元年東日本台風の豪
雨の際に、住宅地や流通拠点の須賀川
卸センターで大規模な浸水被害が発生

○ 須賀川市と日本大学工学部が共同し、
「田んぼダム」の普及啓発や実証研究
に着手。「田んぼダム」説明会を開催し、
上流域の農地で耕作及び管理を行う西
川地域資源保全会の協力を得る

○ 流量調整器具の設置など取組の導
入支援を行い「田んぼダム」に取り組み、
取組地域を対象に実証研究を実施

「田んぼダム」取組前 取組内容 取組の効果

● 「田んぼダム」実施を通じた産学官民の連携（福島県須賀川市）

▲須賀川卸センターの浸水（R元.10）

▲流量調整器具の設置 ▲フォーラムによる情報共有

事例３　福島県 須賀川市
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きっかけ

気候変動の影響
による集中豪雨の
増加により、水災
害リスクが上昇

今
後
の
展
望

○気候変動等に伴う農地・農
業用水利施設における被害
額の増加

平成27年９月関東･東北豪雨

被害額：約47億円

令和元年東日本台風

被害額：約110億円

Ｓｔｅｐ１

県内の被害状況

○基本指針で位置付けた対策協議会が中
心となり「田んぼダム」等の雨水流出抑制
対策の取組を推進していく
○特に「田んぼダム」の推進については、
集落単位の小さな取組から支援し、社会
に意識され仕組みとして定着するような
大きな取組につなげていく

対策の着実な実施に向けて

○検討会委員による基本指針の策定
に向けた検討を開始（Ｒ４～）

・流域市町のそれぞれの取組内容や対策
区域、時期
・営農への影響を踏まえた対策の在り方
・情報共有や取組の効果分析、農家等への
普及啓発方法（「田んぼダム」現地研修
会） など

Ｓｔｅｐ４

思川流域の検討会

○農村地域において、「田んぼダム」等の雨水流出
抑制対策の取組を推進するため、関係者の連携・
情報共有の場として設置
○流域における対策内容や実施時期、対策効果の
分析、普及啓発、情報発信などについて協議

○流域の関係者や学識経験者等
からなる農村地域雨水流出抑制
対策基本指針策定検討会を設置

○検討会で各流域の被害状況や
ポテンシャル等を評価し、対象流
域及び策定順序を決定（Ｒ４）

Ｓｔｅｐ３

農村地域における対策の検討

○「田んぼダム」等による氾濫をできる
だけ防ぐ・減らすための対策の方向
性を示した基本指針を策定（Ｒ５.９）

○基本指針には、対策を推進するた
め、県、市町、土地改良区で構成す
る対策協議会の設置を位置づけ

Ｓｔｅｐ５

基本指針の策定と対策協議会の設置

基本指針策定検討会「田んぼダム」現地研修会

思川流域農村地域雨水流出抑制対策協議会の目的

自分の集落 自分の市町 自分の流域

生命と財産を守る 地域で助け合う 各地域の取組が社
会的な取組に発展

○営農への影響を踏まえつつ、複数の取組を効果的・計画的に進
めるため、多様な意見を聴取できる構成員を選定（研究機関、農
業団体、河川管理者、市町、土地改良区、県）

検討会
６回開催

○栃木県流域治水プロジェクト
を策定（Ｒ３.９）
○流域治水対策

①氾濫をできるだけ防ぐ･減らす対策

②被害対象を減少させるための対策

③被害の軽減、早期復旧･復興のた
めの対策

流域治水の推進

Ｓｔｅｐ２

○ 流域のあらゆる関係者が協働して取り組む「栃木県流域治水プロジェクト」を推進している。

○ 農村地域において、氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策（雨水流出抑制対策）を進めるため、近年の浸水被
害状況などに基づき、思川流域において「農村地域雨水流出抑制対策基本指針」を策定した。

○ 基本指針では、農地や農業水利施設が有する雨水貯留機能（「田んぼダム」等）を活かした雨水流出抑制対策の方
向性を定めた。

○県、市町、土地改良区で構成する対
策協議会を設置し、流域の関係者が一
体となって雨水流出抑制対策を推進
○流域における対策内容や実施時期、
対策効果の分析、取組拡大に必要な普
及啓発、情報発信などについて協議

○栃木県における直近10年間の時間雨
量50mm以上の豪雨※の年平均発生回
数は、それ以前の10年間と比較し約１．
３倍に増加
※気象庁が「非常に激しい雨」と分類し、大雨・洪水
警報が発令される目安となる豪雨

○流域治水プロジェクトに基づき、農村地
域における取組の方向性を定めた基本
指針の策定を決定
○基本指針の策定流域を６つの評価項
目に基づき思川流域を選定
評価項目：①近年の浸水被害状況、②河川
改良復旧事業の状況、③水田面積、④農業
用ため池数、⑤対策の選択自由度、⑥取組
の波及効果

○農村地域雨水流出抑制対策基本指針
における「田んぼダム」への取組

①対策区域の選定
・実現性の観点
⇒土地改良区域かつ農振農用地区域内

・優先度の観点
⇒水災害リスクが特に大きい区域

②「田んぼダム」による営農への影響を
踏まえた対策の在り方を規定
･生育ステージを考慮した湛水ルール
･隣接農地への配慮 など

農村地域雨水流出
抑制対策基本指針

取組内容 対策の着実な実施に向けて

●思川流域における農村地域雨水流出抑制対策基本指針の策定について（栃木県）

水田

排水
マス

パイプ

排水路

水田に雨水
を貯める

排水路の
水位が低下

畦畔

排水桝に

調整板を
設置

思川流域農村地域雨水流出抑制対策協議会

宇都宮市

上三川町

８土地改良区

栃木市

小山市

18土地改良区下野市

壬生町

野木町

鹿沼市

日光市

７土地改良区

事務局：栃木県

学識経験者 河川管理者

必要に応じて助言を求める

栃木県の各年の豪雨発生回数(回/地点)

約0.18回／年 約0.24回／年

約1.3倍に増加

おもいがわ

事例４　栃木県
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きっかけ

平成27年の豪雨
により小山市中心
に位置する思川流
域等に浸水被害

今
後
の
展
望

○ 気候変動による豪雨が増加
し市内で浸水被害が発生したこ
とから、対策について市、多面
的機能支払活動組織（以降、
「活動組織」）及び土地改良区
で話し合いを開始

〇 宇都宮大学の協力を得て
「田んぼダム」の効果検証を実
施し、効果が認められた

○ 地域で「田んぼダム」に取り
組むことを決定

Ｓｔｅｐ１（H２８～）

地域での話し合い

○ 気候変動により豪雨が増加している
中、浸水被害リスク軽減を図るため、さ
らに市全域での「田んぼダム」普及拡大

〇 普及拡大を進めると共に、適切な維
持管理について活動組織及び土地改
良区へ協力依頼

〇 取組状況等についても活動組織及び
土地改良区へ情報共有を図り、各活動
組織間の連携強化

将来に向けて

○ 田植えが始まる頃に土地改良区よ
り「田んぼダム」の適切な管理につい
て周知してもらうとともに、台風等大雨
が予想される際には、事前に市から
土地改良区宛に点検依頼

〇 一部の活動組織では500円/箇所・
年の管理費を支出し、効果発現のた
めの適切な維持管理を農家へ依頼

Ｓｔｅｐ４

○ 主に昭和30年～60年代に農
地整備を実施した水田を対象
に「田んぼダム」に必要な落水
口を多面的機能支払交付金の
活用により設置し、取組を実施

〇 農家の不安を解消するため、
活動組織の代表及び役員の
方々の田んぼから取組開始

〇 落水口の水位調整板によっ
て水管理が容易になるメリット
があり、普及につながった

Ｓｔｅｐ２（H２９～）

取組の実施

○ H27年豪雨より数年経過する
と災害意識の低下によるものか、
取組面積が縮小

〇 令和元年東日本台風により
被害を再び受け、少しでも被害
が減少できるなら、との声が多
くなり取組面積が拡大

〇 市は浸水被害のあった上流
域で市単独費により、「田んぼ
ダム」の早期拡大を目指した

Ｓｔｅｐ３（R元）

適切な維持管理

○ 市土地改良推進協議会及び市
農地水多面的機能保全対策推進
協議会において、各組織間の情報
交換を実施

〇 各活動組織間で現地視察や研
修会を実施し、情報共有や意見交
換を行うなど、活動組織間の連携
が深化

Ｓｔｅｐ５

２度目の浸水被害

関係組織間の連携強化

H27関東･東北豪雨浸水状況 現地視察対応状況 設置研修会状況

・R元年東日本台風では、県内
の広域で浸水被害が発生。被害
の無かった地域の方々も親戚、
兄弟等が被害を受け、「田んぼ
ダム」設置に対する意識がさら
に高まり、取組面積が拡大

・被害軽減対策として「田んぼダム」取組協力を依頼
・多面的機能支払活動組織と土地改良区との連携
が図れる体制

○ 渡良瀬遊水地に隣接する本市内の農地は、栃木県内で最も低平地にあり、古くから洪水被害に見舞われた。宅地は一段高くし
た「水屋」と称する家屋が点在し、洪水時に人や食糧を運ぶための舟を蔵等に吊るしておく「揚舟」が今日でも民家に残ってい
る。近年では、平成27年関東・東北豪雨および令和元年東日本台風により、農地から住宅地まで浸水被害が発生した。

○ 本市では、多面的機能支払活動組織の体制強化を目指し、平成26年度に土地改良区単位で活動組織を広域化したことにより、
対象農用地は同市内の全農用地面積の８割以上まで拡大した。また、土地改良区が事務委託を請け負うなどの連携が図られた。

○ これにより、本市では多面的機能支払活動組織、土地改良区とも連携し、水田の貯留機能を生かした「田んぼダム」の取組に
ついて平成28年度から検討が始まり、平成29年度以降、多面的機能支払交付金の活用と併せて市単独費により「田んぼダム」の
取組を進めている。

○ 土地改良区から「田んぼダム」について農家へ説明することにより、順調に取組面積の拡大が進み、令和５年度末時点で合計
2,594haの農地で「田んぼダム」が実施され、平成27年関東・東北豪雨では溢れていた排水路が、令和元年東日本台風時には溢れ
ずに流れていたという話を聞いた。また、営農面では水位調整板の設置により水田の水位調整が楽になったと好評を得ている。

○ 思川西部地域では、令和５年末時点
において2,130haまで「田んぼダム」に取
り組むことができ、今後も推進予定

○ 地域下流にある排水機場操作員から
は、「降雨時、排水路の水量の減少及
び排水機場の運転操作時間の削減を
実感している。」との意見

○ 本市の思川西部地域（栃木県南部の
思川右岸）では、降雨時に市街地、道路
および農地からの排水が集まることから、
小排水路が溢水し、浸水・湛水被害が
発生

○ 古くから洪水被害に見舞われ、本市
内には「水屋」や「揚舟」が点在

○ 近年では平成27年、令和元年の豪雨
により、農地のほか住宅地も一部浸水
被害が発生

○ 市は思川西部地域等において、排水
強化対策の一つとして「田んぼダム」の
取組を決定

○ 多面的機能支払活動組織、土地改
良区とも連携し、「田んぼダム」に必要な
落水口の設置を推進

○ 本市の水田の多くは昭和30年代～昭
和60年代の農地整備により20a～30a区
画で整形された。その水田を対象に多
面的機能支払交付金の活用及び市単
独費により落水口を設置

〇 平成27年豪雨の後、
令和元年東日本台風
で再び被害を受け、
農業者の災害への意
識が さらに高まり、
落水口設置が増加

「田んぼダム」取組前 取組内容 取組の効果

● 多面的機能支払活動組織と土地改良区との連携による「田んぼダム」の取組推進（栃木県小山市）

「田んぼダム」
実施

「田んぼダム」
未整備

落水口の設置 排水路
水 屋 揚 舟

事例５　栃木県 小山市
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〇 農家はこれまでと同様の水位管理をする
だけなので、「田んぼダム」に取り組んでい
ることを意識していないとのことだった。
〇 取組の効果を継続するため、見附市では、
多面的機能支払交付金と市の委託事業で
「田んぼダム」の取組を行う農家へインセン
ティブを付与している。【仕組み】

①多面的機能支払交付金
水田の持つ貯留効果を最大限発揮するた
め、畦畔の草刈り、畔塗り、排水口周辺及
び法面の補修や、「田んぼダム」に係る緊
急時の点検作業、破損分品の取替えなどを
支援している。
②見附市の委託事業
「田んぼダム」市全体の社会的効用の向
上を目指した施策であり、市が実施すべき
事業を農家に委託しているという考えで、毎
年、協力依頼文書を配布し、委託料５００円
（１排水口あたり）を支払している。

○ 溜めたい水位に側面の孔の高さを調整し
て流出量を抑制する流量調整器具（横穴式
水位調整管）を設置した。
〇 横穴式は孔の高さを微調整する必要が
あり、また、塵による孔の詰まりが発生する
ため、農家は従来の水位調整管（孔無し）に
戻したり、孔が塞がる高さまで下げて管理し
ており、田んぼダムの機能が発揮されてい
なかった。（実施率39%）
〇 営農に支障ない取組とすることが課題と
なっていた。

〇 新潟大学の協力を得て、新たな流量
調整器具（コーン型水位調整管）の開発を
行った。
〇 コーン型に改良したことで調整管の
微調整が不要となり、アタッチメントの先
が窄まっていることで渦を巻いて排水す
るため、塵の詰まりは解消された。
〇 農家はこれまでの営農と同様に水位
管理をするだけで効果が発揮できるよう
になった。【仕掛け】

取組開始時点での課題 取組内容 取組の効果

排水量が抑制され
効果あり

●取組の拡大と維持に効果的な「仕掛け」と「仕組み」について（新潟県見附市）

○ 見附市では、約1,200haの広域な範囲で「田んぼダム」の取組を行っている。

○ 「田んぼダム」は流量調整器具を適正に取り付け、効果を発揮できるような状態に管理（本資料では「実施率」と
いう。）することが重要である。

○ 取組を開始した平成23年度時点では実施率は39%にとどまっていたが、器具の改良による「仕掛け」と農家へのイ
ンセンティブの付与による「仕組み」により、令和6年度には96.4％という高い実施率を実現できた。

〇 「仕掛け」と「仕組み」により、取組及び高い実施率を継続し豪雨時の被害を防止・軽減する役割を果たしている。

通常のと同じ排水量で
効果なし

先を窄めることで安定した排出用の抑制
効果あり

今
後
の
展
望

○ 新潟大学農学部の研究チームが、平成23
年の新潟・福島豪雨における「田んぼダム」の
効果をシミュレーションにより解析したところ、
「田んぼダム」を100%実施することで、床下浸
水が約15分の１に、床上浸水は０になる結果
が得られました。

○ 平成23年以降に大規模な降雨は発生して
いないが、これからも高い実施率を維持するこ
とで、いざという時のために備えていく。

【田んぼダム未実施】
床下浸水：212.4ha、床上浸水：9.3ha
【田んぼダム実施】
床下浸水：15.5ha、床上浸水：0.0ha

将来に向けて

きっかけ

平成22年度から
取組を開始したが、
営農の負担から、
普及が進まない。

○ 平成22年度から「田んぼダ
ム」の取組を開始。

○ 流出量調整器具を設置し
たものの、営農の負担が増
えることから、効果の無い使
い方となっていた。

Ｓｔｅｐ１（H22～）

「田んぼダム」の取組開始

○ 新潟大学の協力を得て、
新たな流量調整器具を開発。

○ 農家の営農における負担
が増えない器具に転換。

○ 農家は負担が無くなり、
「田んぼダム」に取り組んで
いたことを意識しないほど。

Ｓｔｅｐ２（H24～）

新たな流量調整器具の開発

○ 新たな流量調整器具により、
適正に取り付け「田んぼダム」
の効果を発揮できる状態の水
田の割合（ここでは「実施率」と
いう。） が、平成23年度の39%
から令和6年度には96.4%と大
幅に向上。

Ｓｔｅｐ３（R3）

実施率の向上
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○ 多面的機能支払交付金
水田の持つ貯留効果を最大限発揮す
るため、畦畔の草刈り、畔塗り、排水口
周辺及び法面の補修や、「田んぼダム」
に係る緊急時の点検作業や破損部品
の取替えなどを支援

○ 見附市の委託事業

協力依頼文書の配布。
委託料５００円（１排水口あたり）支払

Ｓｔｅｐ４

農家へのインセンティブ付与当初の流量調整器具 新たな流量調整器具

○ 「田んぼダム」が市全体の社会的
効用の向上を目指した市の施策であ
り、市が実施すべき事業であることを
念頭に見附市は取り組んでいる。

Ｓｔｅｐ５

行政としての施策

見附市の「田んぼダム」支援スキーム

事例６　新潟県 見附市
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きっかけ

平成12年の東海豪雨
により正戸川、皆瀬
川で破堤、また井堰
川等では護岸崩壊も
発生し、多数の床上、
床下浸水被害

○ 近年の予測できない降雨に
対応する治水対策として、ため
池に洪水調整機能を付与した
防災施設等の整備に加え、流
域治水対策の一つである「田ん
ぼダム」の取組に着手

Ｓｔｅｐ１（令和４年～）

豊明市での取組

○ 国の補助事業に加え
て、市独自の補助事業に
より、白地を含めた農地
で「田んぼダム」の事業
化を予定。

○啓発活動を目的に市で
行うフェスティバルに模
型を出展

○令和６年は100筆での取
組を予定

将来に向けて

○ 意欲ある営農者・法人から募り、３筆で田んぼ試験
施工を実施

■施工から取り組みへの負担や施工方法
（一筆排水口の材質や畦畔補強）
■水稲の収穫量や品質にも問題はなし

〇 同団体の非農家からも「田んぼダム」への高い期待

Ｓｔｅｐ３（令和５年～）

取組の実施

・「田んぼダム」は、コンクリートに
頼らないグリーンインフラ
・流量調整板に地元高校生が製
作したイラストを焼き印すること
による、取り組みに対する啓発
活動

「田んぼダム」の取組推進に
非常に有効である

○ 本市と多面的機能支払交付
金を活用している団体（勅使水
系環境保全の会）との連携によ
る「田んぼダム」の取組を開始

Ｓｔｅｐ２（令和４年～）

多面的機能支払交付金
活動組織との連携

同団体の活動写真が
ありましたら提供願います。
（○○年○月設置研修
状況等、あれば2枚以上
いただけますと
助かります。）

令和５年 役員会の状況

啓発活動
○ 「田んぼダム」模型の作成
○動画の作成・公開
また、 「田んぼダム」によるシミュレーションを行い、
浸水面積・浸水深の低減効果の確認を行った。

今
後
の
展
望

Ｒ６年６月 焼き印イラスト案

県内間伐材による
流量調整板

流量調整板

・費用面が高価であることや盗難
等を考慮
・耐久性は劣るが森林環境贈与
税を活用できる
・農業者が使用実績のある県内
間伐材を使用

令和６年から地元高校生の治
水に関するイラストを焼き印す
る啓発活動を実施

「田んぼダム」と
普通の水田の差別化

Youtube：QRコード

○ 豊明市では、過去に浸水被害が発生しており、平成12年の東海豪雨の際には、正戸川、皆瀬川の破堤に加えて、井堰川等で護
岸が崩壊したため、多数の床上、床下浸水の被害が生じた。

○ このような被害経験から、近年の予測できない降雨に対応し被害を軽減するため、流域治水対策の一つとして「田んぼダム」
の取組を進めている。

○ 令和４年度から本市と多面的機能支払交付金を活用している団体（勅使水系環境保全の会）が連携し「田んぼダム」の取組を
始めた。令和５年度、同団体と意欲ある営農法人から募った３筆で試験的に「田んぼダム」を実施したところ、施工（一筆排水
口の材質や畦畔補強）、取り組みへの負担、収穫量や品質への影響について問題がなく好評であった。また、同団体の非農家か
らも「田んぼダム」への期待が高まった。

○ 取り組んでいる水田の目印となるよう地元高校生が製作した治水に関するイラストを焼き印した流量調整板を配布し啓発活動
に努めている。若い世代に事業へ参加してもらうことで、全世代で「田んぼダム」を含めた治水を考える一つのきっかけづくり
を行った。

○ 「田んぼダム」によるシミュレーションでは浸水面積や浸水深の低減効果の確認を行った。また、田んぼダムの模型を作成し、
水田からの排水量や浸水量の違いを『見える化』したほか、動画の撮影・公開を行っている。

○ シミュレーションを行い、浸水面積や
浸水深の低減効果を確認

○ 国の補助事業に加えて、市独自の補
助事業により、白地を含めた農地で「田
んぼダム」の事業化を予定。
事業化に当たっては、農協の協力を
得て機運の醸成を図った。

○ 過去から浸水被害が発生しており、
平成12年の東海豪雨においては、正
戸川、皆瀬川で破堤し、加えて井堰
川等では護岸崩壊が発生したため、
多数の床上、床下浸水の被害が発生

○ 多面的機能支払活動組織と連携し、「田
んぼダム」に必要な落水口の設置を推進
○ 流量調整板に間伐材を使用
〇 流量調整版の上部に地元高校製作のイ
ラストを焼き印し、取組の啓発活動を予定

「田んぼダム」取組前 取組内容 取組の効果

●豊明市と多面的機能支払活動組織の連携による「田んぼダム」の取組推進（愛知県豊明市）

平成１２年９月 豊明駅前湛水状況 令和５年７月 豊明市及び勅使水系環境保全の会 流出量の比較

事例７　愛知県 豊明市
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きっかけ

昭和51年９月台風
17号、昭和54年10
月台風20号により
鳥取市大路川流域
に浸水被害

今
後
の
展
望

○ 多くの浸水被害を受けて、
昭和57年に河川改修計画を策
定したほか、治水対策を効果
的かつ円滑に推進することを
目的として、「大路川治水懇談
会」を設立し、地域住民の方々
と意見交換しながら整備を実
施。

Ｓｔｅｐ１

地域間での話し合い

○流域治水の取組の１つとして「田んぼダ
ム」の理解と推進に努める。

○県では令和７年度までに県全域の取組
面積500haの達成を目指して取組を推進
している。

将来に向けて

○流域内の地域における流域治水対策の
理解促進を目的に研修を実施。令和４～
５年で計8回、参加者およそ400名。

○ 「田んぼダム」を通じて地域の農業やそ
の他の治水に繋がる取組、防災・減災の
理解が深まり、地域住民の繋がりを強化。

Ｓｔｅｐ４

地域間での連携強化

○ 令和３年度に大路川流域
の河川対策・流域対策・ソフト
対策を総動員し洪水被害を最
小限に抑えていくため、「大路
川流域治水協議会」を設立。

Ｓｔｅｐ２

流域治水の取組開始

○流域治水の取組の一環として、
「田んぼダム」実施が決定し、多面
的機能支払交付金（共同活動）によ
り、「田んぼダム」実施のために必
要な畦畔の補修・補強、落水桝の
更新、堰板の作成・設置などを実施。

○貯留効果や堰板設置の見える化
や「田んぼダム」の効果検証等を行
うためのモデルほ場を設置、実証
研修を実施。「田んぼダム」の実施
が農地や水稲の生育収量へ及ぼ
す影響は確認されなかった。

Ｓｔｅｐ３

「田んぼダム」実施

○令和５年末時点で大路川流域で、
77.2haの「田んぼダム」を実施（令
和３年度末29.6ha、令和４年度末
39.3ha）。年々取組面積は増加。

Ｓｔｅｐ５

取組成果

※1出典「千代川水系（大路川ブロック）河川整備計画」【鳥取県】 大路川流域治水協議会

目指すビジョン 「田んぼダム」用堰板の設置 「田んぼダム」モデルほ場実証研修

○大路川流域では、水田地帯が形成されていたが、戦後の宅地化が進み土地の保水力が徐々に減少し、豪雨による浸水被害対策が課題と
なっていたため、流域では逐次、河川改修が行われてきたが、昭和51年９月台風17号、昭和54年10月台風20号において極めて甚大な水
害が発生。

○これらの水害に対し、河川改修計画を策定し、地域住民の方々と意見交換しながら河川の整備を実施。しかし、今後の気候変動による影
響を加味すると、河川整備だけで河川の氾濫を防ぐことは困難であることが考えられた。そこで、令和３年度に大路川流域の河川対
策・流域対策・ソフト対策を総動員し洪水被害を最小限に抑えるための方向性を議論する「大路川流域治水協議会」が設立。

○その取組の１つとして、大路川流域で浸水対策にかかる取組方針の話し合いを行い、水田の貯留機能を生かした「田んぼダム」を実施。

○「田んぼダム」の効果検証等を行うためのモデルほ場を設置し（令和４～５年度）、非農家を含む地域住民や関係機関を対象に実証研修
を実施し、流域治水対策の理解を促進。

○ 「田んぼダム」の効果検証等を行うた
めのモデルほ場を設置し（令和４～５年
度）、非農家を含む地域住民や関係機
関を対象に実証研修を実施し、流域治
水対策の理解を促進。
○ 令和５年末時点で大路川流域で、
77.2haのほ場で「田んぼダム」を実施
（令和３年度末29.6ha、令和４年度末
39.3ha）。年々取組面積は増加している。

○ 大路川流域では昭和51年９月台風17
号（床上浸水112戸・床下浸水253戸）、
昭和54年10月台風20号（床上浸水329
戸・床下浸水218戸）において極めて甚大
な水害が発生。

○ 近年でも平成25年、平成30年に内水
被害が発生。

○ 大路川流域治水協議会における取
組の１つとして、大路川流域で、治水対
策として「田んぼダム」を実施。

○「田んぼダム」用堰板の設置を多面的
機能支払交付金（共同活動）で実施。

「田んぼダム」取組前 取組内容
取組の効果

● 大路川流域による流域治水の取組（鳥取県鳥取市）

※1出典「千代川水系（大路川ブロック）河川整備計画」【鳥取県】

平成２５年９月洪水 平成３０年７月洪水 「田んぼダム」用堰板の設置 「田んぼダム」モデルほ場実証研修

事例８　鳥取県 鳥取市
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今
後
の
展
望

きっかけ

平成２３年１２号台
風、平成３０年西
日本豪雨による浸

水被害

○ 雨に強いまちづくりの実現に向けて、
ソフト対策として「田んぼダム」の普及拡
大に努める。

〇 協力農家の中から「田んぼダム」に
精通した人材を育成し、普及啓発活動
の一環を担っていただく。

将来に向けて

○ 畦畔の維持管理や地域内での話し
合いを定期的に実施する。

〇 地域の防災意識の向上と更なる協
力農家の拡大。

Ｓｔｅｐ４

地域での連携強化

○ 「田んぼダム」が地域の治水に
寄与することを住民が理解するこ
とにより、農家と住民をつなぐ取
組となっている。

〇 令和５年度末時点で約37haの
ほ場で「田んぼダム」を実施してお
り、浸水被害軽減効果を期待。

Ｓｔｅｐ５

地域間の架け橋

平成３０年西日本豪雨時の状況 実証実験の機器設置 田んぼダム取組ほ場

○ 新潟大学と連携し実証実験を
実施。水田からのピーク時の排
水量を５～６割程度カットすること
により、浸水被害を抑制する効果
があることが分かった。

〇 倉敷市内で「田んぼダム」を実
施することを決定。

Ｓｔｅｐ１（R１）

「田んぼダム」実証実験

○ 「田んぼダム」に必要な畦畔、
落水口を整備。（市の単独事業
で実施）

〇 のぼり旗を田んぼに設置し、
普及啓発を行う。

Ｓｔｅｐ２（R２～）

基盤整備・普及啓発の実施

○ 畦畔の維持管理につ
いて、多面的機能支払
交付金の共同活動によ
り、農家が畔塗機を使
用して畦畔の補修等を
実施。

Ｓｔｅｐ３（R６～）

維持管理の共同作業

取組んでいる農家の声
（YouTube）

○ 地域住民の防災意識の高まりにより、
年々徐々に取組が拡大し、令和５年末
時点で約３７haのほ場で「田んぼダム」
を実施中。

○ 多面的機能支払交付金による畦畔
の維持管理や地域の話し合いを定期的
に実施することで、地域内の連携がより
一層深まっている。

○ 雨が降ると宅地や道路、農地からの
排水が農業用水路に一気に流入し、浸
水被害が随所で発生。

○ 平成２３年台風１２号、平成３０年西
日本豪雨では、住宅地においても浸水
被害が発生。

○ 令和２年度から治水対策として「田ん
ぼダム」実施。

○ 「田んぼダム」に必要な畦畔および落
水口を整備し「田んぼダム」用堰板を協
力農家に配布。（市の単独事業で実施）

○ 畦畔の維持管理は多面的機能支払
交付金を活用し、地域の農家が所持し
ている畔塗機で実施。

〇 のぼり旗の設置や地元住民を対象と
した説明会等により普及啓発を行う。

「田んぼダム」取組前 取組内容 取組の効果

● 「田んぼダム」実施を通じた地域連携（岡山県倉敷市）

平成３０年西日本豪雨時の状況 「田んぼダム」用堰板 のぼり旗
「田んぼダム」実施前 「田んぼダム」実施後

倉敷市の雨水は、市街地の一部地域では合流式下水道の整備により排水されているが、その他多くの地域では農業用水路
が雨水排水機能を担っている状況である。
倉敷市は低平地のため、河川水位等の背水影響を受けやすい地形であり、加えて近年では、都市化の進展により浸透域が減
少したため、農業用水路に頼った雨水排水に限界を来し、度々浸水被害が発生するようになった。特に平成２３年台風１２号によ
る降雨や、平成３０年西日本豪雨では、甚大かつ広域的な浸水被害が発生した。
こうした状況を踏まえ、浸水対策を計画的に進めることを目的として、令和２年６月、雨水管理総合計画が策定された。
計画の中で、ハード整備と併せて既存の用排水路や排水機場などを有効活用したソフト対策を推進することを掲げ、その一つ
として令和２年度から「田んぼダム」の導入を開始した。

事例９　岡山県 倉敷市
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きっかけ

近年、気候変動の影
響による時間雨量
50mm超の短時間強
雨の発生件数が増加
し、水害の更なる頻
発・激甚化が懸念

○ 県関係者及び市町担当者に
対し、説明を実施（基盤整備担
当者及び多面的機能支払制度
担当者）

○ 多面的機能支払制度に取り
組む活動組織代表者に対して
説明を実施

Ｓｔｅｐ１（R3～）

「田んぼダム」の説明

○ 気候変動により豪雨が増加している
中、浸水被害リスク軽減を図るため、さ
らに「田んぼダム」の普及拡大に努める。

○ 実施地域のみならず、下流域の治水
にも貢献することを、広く県民に周知す
るための広報活動の1つとして、「田ん
ぼダム」の効果検証を実施していく。

今後の展望

○ 申請に応じた「田んぼダム」
補助の実施

○ 農業者向けの広報誌へチラ
シを折り込み配布（写真2）

○ のぼり旗の設置（写真3）

○ 県HPによる情報発信

○ 実施マニュアルの作成

Ｓｔｅｐ３（R4～）

事業推進と広報

○ 「田んぼダム」に取り組む組
織に対してアンケート調査を実
施し、取組継続に対する農業者
の意見収集を実施

Ｓｔｅｐ５（R5～）

フォローアップ調査

写真1.せき板の検討（ポリエチレン製へ）

○ ほ場整備地区に対し、地域
で組織される協議会及び研修
会等にて「田んぼダム」の推進
啓発を実施

○ 「香川県田んぼダム推進モデ
ル事業」の創設

○ 専用せき板の検討（写真1）

Ｓｔｅｐ２（R4～）

事業推進の検討

○ 「香川県田んぼダム推進事
業」として補助内容を拡充

○ PR用看板の設置（写真4）

○ 機関誌への紹介記事の掲載

○ PR動画の作成及び県HPや
YouTubeでの公開（写真5）によ
る情報発信

Ｓｔｅｐ４（R5～）

取組面積拡大に向けた更なる
推進

写真2.「田んぼダム」推進チラシ

専用せき板

写真3.のぼり旗 写真4.PR用看板 写真5.YouTube

○ほ場整備実施済かつ多面的機能支払制度実施地域において、健全な畦畔を有し、一定のまとまりのある水田を重点地
区として設定し、国及び県が策定する流域治水プロジェクトに係る地域を中心に「田んぼダム」の啓発活動を実施。

○「田んぼダム」の取り組みへの動機付けや営農時の不安解消のため、補助制度「香川県田んぼダム推進事業」を創設。

○多面的機能支払制度の活動組織及び流
域治水プロジェクトに係る地域の水田では、
R５.５月末時点で471.7ha（６市４町）を管理
する農業者から賛同を得たことから、「専
用せき板」の配布を完了した。
○令和５年度から国の多面的機能支払制
度を活用する２市１町の３組織、令和６年
度から２市３町の６組織が加算措置を受け
ることとなった。

○過去に浸水被害が発生した地域や、下
流に排水機場などを整備している地域
など、流域治水の効果が大きく、対策
が急がれる地域と、ほ場整備実施地域
との位置関係の把握が可能な図面を作
成し、各市町に向けて全体説明会を開
催。

○多面的機能支払制度に関する市町担当
者向け説明会等において、流域治水の考
え方、「田んぼダム」加算の制度内容、「田
んぼダム」について、重点的に推進を図る
ことを説明。

○全ての活動組織代表者等に対しアンケー
ト調査を実施し、個別に興味があると回答
のあった52組織に対して、個別説明を実施。

○「田んぼダム」の取り組み拡大を図るため、
県単独事業を創設。専用せき板（流量調整
器具 写真1）の無償配布や排水堰管理費
用、畦畔整備（写真2）及び復旧費用を補
助。

○多面的機能支払制度に取り組んでいる活
動組織において、資源向上活動（共同）の
加算措置要件を達成するよう個別に推進
していく。

取組前 取組内容 取組の効果

● 県単独補助事業を活用した「田んぼダム」の推進事例 【香川県】

補助率補助内容種類

100%「田んぼダム」用専用せき板（流量調整器具）を無料配布1.せき板補助

1区画あたり500円「田んぼダム」に取り組むほ場の排水堰管理費用を補助（交付は１回限り）2.排水堰管理費補助

50%「田んぼダム」に取り組むために事前に行う畦畔・排水桝補修など簡易な農地基盤整備に要する
費用を補助

3.田んぼダム整備費補助

50%「田んぼダム」実施ほ場において、大雨等により畦畔崩壊等の被害があった場合、畦畔の原形復
旧に要する費用を補助

4.畦畔復旧費補助

写真2.畔塗状況写真1.専用せき板 写真3.専用せき板設置状況

専用せき板

事例10　香川県
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○ 多面的機能支払活動組織である井田上緑の会は、県からのモデル田の選定依頼を契
機に市の流域治水担当部署（水路課）の協力のもと、令和４年度から取組を実施して
いる。市より提供された排水流出量調整板を利用し、雨水を一時的に田んぼに貯める
ことで、排水路へ流れる水量のピークを抑えることができた。

○ 本地域（組織）の特徴として、地域の水資源を活かし、良質な米や麦、大豆等を生
産している。Ｈ19年度以降、農地・水・環境保全向上対策交付金を活用し、地域共同
により農地・農業用水等の資源の保全管理と農村環境保全向上に取り組んでいる。

○ 井田上緑の会が取り組んだことにより、他組織にも取組が伝播し、市内全体での取
組面積が年々増加している。

○ 田んぼに調整板を設置をし、雨水を
貯めることで、農作物に影響を及ぼす
と聞き、多少懸念をしていたが、ほとん
ど影響は無く、今回「田んぼダム」に取り
組み、水害の抑制につながっている。

○ この地域は、特に防災・減災に関しての対
策がなく、大雨時に排水路が一部氾濫しそう
になり、災害が起こりそうで心配だった。

〇 地域防災の取組として、主に水
稲作付けした田の落水桝に「調整
板」を設置。

Ｒ4 ： （田） 約21ha（1組織）
Ｒ5 ： （田） 約35ha（2組織）

〇排水流出量調整板の設置枚数
Ｒ4：60 枚 Ｒ5：134 枚

〇貯留効果
1haで100ｍ×100ｍ×0.1ｍ＝1,000ｔ
R4は約21,000ｔ、R5は約35,000ｔの貯
留効果があり、数値上は河川への
流量を一時的に遅らせることができ
たと認識している。

「田んぼダム」取組前 取組内容 取組の効果

● 多面的機能支払活動組織による「田んぼダム」の取組（福岡県筑後市）

【地区概要】※R５年度時点（２組織）

・認定農用地面積48ha （田43ha、畑5ha）

・資源量 水路15.6km、農道12.4km

・主な構成員
農業者、農事組合法人、行政区、
老人会、子供会 等

・交付金 約１８５万円

設置あり 設置なし

R5.7.3 大雨後の写真 調整板の設置状況

きっかけ

令和３年度の多面的機
能支払交付金の改正に
より、「田んぼダム」を推
進する活動組織に対す
る資源向上支払単価
への加算措置が
創設された。

今
後
の
展
望

○ 県から試験的取組の相談を受けて、市で
調整を行い、４筆約２haでモデル事業として
取組を行った。

○ 毎年実施している活動組織への説明会
で、「田んぼダム」を推進する活動への加算
措置を周知した。

○ ２地区でクリークの先行排水に関する地
元説明会の際に、「田んぼダム」を推進する
活動への加算措置を併せて周知した。

Ｓｔｅｐ１（R３～）

試験的取組の実施

○ 令和6年度も取組組織が増える
など、少しずつ取組が拡大しており、
今後も減災につながるよう、「田ん
ぼダム」等の取り組みを広げていく。

将来に向けて

○ 多面的機能支払交付金に
取り組んでいる活動組織に協
力依頼を行い、実施区域内で
１組織が「田んぼダム」の取
組を開始。

○ 昨年度のモデル地区も取
組を継続。

Ｓｔｅｐ２（R４～ ）

○ 福岡県内の２箇所で開催された
令和５年度多面的機能支払交付金
の実施に係る研修会において、筑
後市での取組を出席者約1,000名
に対して紹介した。

Ｓｔｅｐ４（R5～）

取組みの実施

事例発表

試験的取組実施 多面的機能支払交付金研修会

○ 新たに取組を開始する組織
が増えた。
○ ７月の大雨時に、取組を実施
している水田と隣接する未実施
の水田との水位の違いが分か
り、効果を確認できた。

Ｓｔｅｐ３（ R５ ）

取組組織の拡大

・「田んぼダム」は豪雨時の水田排水量を抑制できること等が実証
的に確認され、「田んぼダム」に対するイメージが鮮明になった

事例１１　福岡県 筑後市
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きっかけ

令和元年、令和
３年の大雨により
佐賀県内で浸水
被害発生

今
後
の
展
望

○ 令和元年、令和３年の大雨
により、県内各地で浸水被害が
発生したことから、県は佐賀県
内水対策プロジェクト（プロジェ
クトIF）を立ち上げた。

〇 県は、内水対策プロジェクト
（プロジェクトIF）として、「田んぼ
ダム」を推進。取組開始に向け
た実証試験を開始。

Ｓｔｅｐ１（R３）

県による「田んぼダム」実証開始

○ 県は田んぼダムが佐賀の風土として
根付くことを目指し、面積の拡大や取組
の定着に向けて、認知度の向上や効果
のPRを含む新たな推進方法を検討して
いく。

〇 市も「田んぼダム」の推進方法の方
向性を検討していく。

将来に向けて

○ 佐賀市の協力要請に応じ、佐賀市
内の活動組織が、県・市の独自補助
による「田んぼダム」を実施。

〇 令和４年度 「田んぼダム」
実施面積 １７６ha
組織数 ６組織
補助額 ５２７万円
（県：３５１万円 市：１７６万円）

Ｓｔｅｐ４（R４）

○ 佐賀市は中心市街地
の排水を担う佐賀江川
上流の兵庫・巨勢・金
立・久保泉地区を「田ん
ぼダム」推進地域に選定。

Ｓｔｅｐ３（R３）

推進地域の選定

○ 佐賀県は多面的機能支払交付金
の活動組織を対象に、独自の補助
制度を創設。

○ さらに佐賀市は、県補助に上乗せ
する市独自補助を創設。

○ 佐賀市は、活動組織に対し、県及
び市の独自補助による「田んぼダ
ム」実施を呼びかけた。

Ｓｔｅｐ２（R３）

「田んぼダム」の実施

○ 令和４年度に開始した「田んぼダ
ム」は、２年目、３年目になるにつれ、
実施面積が拡大

実施面積

令和４年度 １７６ha

令和５年度 ２７１ha

令和６年度 ３８９ha

Ｓｔｅｐ５（R５～Ｒ６）

独自補助の創設

「田んぼダム」の実施面積拡大

活動組織への「田んぼダム」の説明会浸水状況（令和３年８月）

・佐賀県は、「堰板の配布」、「導入協力金の交付（1/4以上の取
組）」、「災害復旧費の支援」を柱とする独自の支援制度を創設

○ 佐賀市は干満差が日本一大きい（最大６ｍ）有明海に面していますので、満潮時には水路や河川より海水位高くなるという特
徴があり、大雨時には平坦な土地では水路や河川の水位が上昇し、溢れだした雨水が土地・建物・道路を水浸しにする被害が発
生します。浸水被害は中心市街地で生じる傾向にあります。

○ 令和元年及び令和３年の記録的な大雨により、佐賀県内各地で大きな浸水被害が発生しました。

○ 佐賀市では、佐賀県及び多面的機能支払活動組織と連携し、令和４年度から「田んぼダム」を実施しています。中心市街地の
排水を担う佐賀江川上流に位置する地区の約１７６haで取組を開始し、さらに農家に丁寧に取組内容を説明することにより取組
面積が拡大し、令和６年度は初年度の２倍以上となる約３８９haで実施しています。

○ 「田んぼダム」の取組により、佐賀江
川への雨水流出を抑制することで、河
川水位の上昇を低減し、市街地からの
排水容量が確保でき、市街地の浸水被
害の軽減につながります。

○ 佐賀市は、干満差が日本一大きい有
明海に面し、満潮時に水が引かないと
いう特徴がある。

〇令和元年、令和３年の記録的な大雨に
より、佐賀市の中心市街地などで、大規
模な浸水被害が発生した。

○ 佐賀市は中心市街地の排水を担う佐
賀江川上流の兵庫・巨勢・金立・久保泉
地区を「田んぼダム」推進地域に選定。

○ 当該地域は昭和63年～平成15年に圃
場整備が実施され、多面的機能支払交
付金を活用し、農業・農村の環境を維持。

○ 佐賀市は「田んぼダム」の取組につい
て農家に説明し、取組への協力を要請。

○ 田んぼダム実施状況
令和４年度 １７６ha
令和５年度 ２７１ha
令和６年度 ３８９ha

「田んぼダム」取組前 取組内容 取組の効果

● 多面的機能支払活動組織との連携による「田んぼダム」の取組推進（佐賀県佐賀市）

JR佐賀駅付近の浸水状況 田んぼダム実施状況 雨時の状況

浸水区域
（佐賀市街地）

③排水容量確保

②河川水位上昇を低減

①流出抑制

実施地域

佐賀市の田んぼダム実施地域

事例1２　佐賀県 佐賀市
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きっかけ

令和2年7月豪雨
により球磨川流域
で大氾濫が発生

今
後
の
展
望

○ 県が「緑の流域治水の推進
と復旧・復興に向けた重点10項
目」に「田んぼダム」を位置付け

○ 「緑の流域治水の推進と復
旧・復興に向けた重点10項目」
における「田んぼダム」の目標
として、「令和5年度までに人
吉・球磨地域で540haの取組
み」を定めた

Ｓｔｅｐ１（R2～）

県の重点10項目に位置付け

○ 地域を主体とした持続可能な住民参
加型の取組となるよう、あらゆる関係者
の連携のもと、全県で普及・拡大に取り
組む

○ 補助事業等を活用して「田んぼダム」
の効果発現に必要な排水桝を設置する
ため、県営モデル事業を参考に団体営
事業での実施も推進する。

将来に向けて

○ 各地域で「田んぼダム」の取組をけ
ん引する人材「田んぼダムマイス
ター」を育成するため、多面的機能支
払推進協議会と連携し、県内各地域
で研修会を実施

○ 教育機関と連携したイベント（田ん
ぼの学校等）を開催するなど、あらゆ
る関係者と協働して推進

Ｓｔｅｐ４（R4～）

○ 人吉・球磨地域の7市町村に
モデル地区を設置し、「田んぼ
ダム」実証実験事業を実施

○ 「田んぼダム」の効果等を客
観的に検証するため、有識者で
構成される第３者委員会（田ん
ぼダム効果等検証委員会）を
設置

〇 京都大学へ委託して「田んぼ
ダム」の効果検証を実施

Ｓｔｅｐ２（R3～）

実証実験の実施

・県は球磨川流域の治水の方向性として、命と清流
を守る「緑の流域治水」を推進することを表明

○ 県単独事業により機能一体
型流量調整板、及び機能分離
型流量調整板を設置

○ 実証実験の結果、「田んぼダ
ム」の効果等が確認されたこと
から、普及・拡大につながった

○ 一方で、農業基盤の課題（排
水枡の経年劣化や畦畔の痩
せ）があることも判明

Ｓｔｅｐ３（R4～ ）

人材の育成、啓発活動

○ 令和5年度以降の県営新規地区
は、機能分離型排水桝を標準設置
とした

○ 農地耕作条件改善事業を活用し
て、県営でモデル的にハード整備と
ソフト事業を実施

○ 多面的機能支払交付金を活用し
た取組を推進

Ｓｔｅｐ５（R5～）

取組みの実施

県営モデル事業等の実施

被害状況 視察対応状況 田んぼダムマイスター研修会

・田んぼダム効果等検証委員会
で、委員の先生方から「田んぼ
ダム」の取組みを拡大するため
には、「人材育成が非常に大事」
などの意見をいただき、人材の
育成に着手

・「田んぼダム」は豪雨時の水田排水量を調節できること、営農へ悪影響は
及ぼさないことが実証的に確認され、「田んぼダム」を本格的に推進する基
本的な条件が整った

○ 熊本県の南部に位置する人吉・球磨地域は、球磨川流域に広がる中山間地域で、周りを山に囲まれた盆地である。近年では、
令和2年7月豪雨により、広範囲に降った大量の雨が球磨川に流れ込み、大氾濫が発生した。

○ 令和2年11月、県知事は球磨川流域の治水の方向性として、命と清流を守る「緑の流域治水」を推進することを表明した。「緑
の流域治水」では、流域全体の総合力で、安全・安心を実現していくこととしており、「緑の流域治水の推進と復旧・復興に向
けた重点10項目」を掲げ、集水域における取組みの１つとして、「田んぼダム」が位置付けられた。（R5末目標540ha）

○ これにより、人吉・球磨地域の７市町村において、令和3年度からモデル的に取組みを開始し、実証実験事業として、「田んぼ
ダム」の効果や農作物への影響等を調査した。また、「田んぼダム」の効果等を客観的に検証するため、有識者で構成される第
３者委員会を設置した。

○ 実証実験事業の結果、「田んぼダム」のピークカット効果や、農作物の生育及び収量に悪影響を及ぼさないことを確認した。
また、令和5年度までに取組み面積が617haとなり、目標面積540haを上回った。

○ 人吉・球磨地域では、令和5年度まで
に、617haまで「田んぼダム」に取り組む
ことができ、今後も推進を図る。

○ 「田んぼダム」は豪雨時の水田排水
量を調節できること、農作物へ悪影響は
及ぼさないことが実証的に確認され、
「田んぼダム」を本格的に推進する基本
的な条件が整った。

○ 令和2年7月豪雨により、広範囲に
降った大量の雨が球磨川に流れ込み、
大氾濫が発生。

○ 継続的な非常に激しい雨により、県
北地域でも川の増水、土砂崩れ等が発
生。

○ 熊本県は、「緑の流域治水」に「田ん
ぼダム」を位置付け、人吉・球磨地域で
取組みに着手。

○ 令和3年度～4年度までの2年間、球
磨川流域の７市町村にモデル地区を設
定し、田んぼダム実証実験事業を実施。

○ 県単独事業により機能一体型流量調
節器具、又は、機能分離型流量調節器
具及び排水桝を設置し、現地で観測し
たデータを田んぼダム効果等検証委員
会で検証。

〇 取組をけん引する
人材を育成するため、
多面的機能支払推進
協議会と連携し、「田
んぼダムマイスター
研修会」を開催。

「田んぼダム」取組前 取組内容 取組の効果

● “緑の流域治水”の推進と「田んぼダム」（熊本県人吉・球磨地域）

人吉市

球磨村

機能分離型排水桝の設置

「田んぼダム」の効果を確認

農作物への影響なし

事例1３　熊本県 球磨地域
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５．３ 「田んぼダム」の支援制度 

「田んぼダム」の効果を発揮するには、十分な高さ（30cm程度）のある堅固な畦畔や貯

留した雨水を迅速に排水できる排水枡などが整備され、適切に維持管理されることが重要

です。 

このような農地の整備や補強、流出量調整器具の購入等には農地整備事業や多面的機能

支払交付金を活用することができます。このような制度を活用することにより、農家の負

担を軽減することが重要です。 

(１) 支援制度を活用し、「田んぼダム」に必要な畦畔や排水枡を整備 

令和５年度に農家が継続に必要とする支援内容を明らかにするためにアンケート調

査を行いました。農家が継続に必要とする支援内容の回答数上位 5 位は順に，「自分が

畔塗作業をした場合に労賃をもらえる仕組み」と「共同で畔塗作業を行うための畔塗機

の購入補助制度」、「機能点検や日常点検を行った場合に労賃をもらえる仕組み」、「自分

の代わりに畔塗作業をしてくれる仕組み」、「自分が取り組んだ田んぼダムの効果を知る

機会」でした。 

取組継続の動機付けとして畔塗作業に関する回答数が多い結果となったため、多面的

機能支払交付金などの制度により畦畔作業への支援が受けられることや、支援が適用さ

れる条件の周知が有効と考えられます。 

  
図 ５-３ 農家が継続に必要とする支援 

 

畦畔、排水枡、排水路等の農地の整備には、これまでも農地整備事業等を活用するこ

とができましたが、さらに、令和４年度より農地の整備と併せて「田んぼダム」を始め

る地区において、「田んぼダム」を行うために必要な水災害リスクや「田んぼダム」の

効果に係る調査・検討、話合い等の調整に係る経費、「田んぼダム」の実施に必要な堰
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自分の代わりに畔塗作業をしてくれる仕組み 

自分が畔塗作業をした場合に労賃をもらえる仕組み 

共同で畔塗作業を行うための畔塗機の購入補助制度 

排水桝の日常点検を農家グループで行う仕組み 

大雨前に排水桝の機能点検を農家グループで行う仕組み 

機能点検や日常点検を行った場合に労賃をもらえる仕組み 

田んぼダムに取り組む農家同士の交流会や意見交換の機会 

自分が取り組んだ田んぼダムの効果を知る機会 

取り組みをまとめるキーパーソン(中心人物)の存在 

その他 回答者数 

(N=594) 
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板等の流出量調整器具の購入などに係る経費、畦畔補強、排水枡の整備等を定額で支援

することができるようになりました（図 ５-４）。 

また、「田んぼダム」の実施のために必要な排水路、排水枡等の整備には、農家負担

を伴わない防災ガイドラインを適用できるようになりました。 

このような事業を活用することにより、農家の負担を軽減しつつ、「田んぼダム」の

ためだけではなく、営農を行う上でも必要な農地の整備を行い、地域の農業を継続して

いくことが重要です。また、国の事業を活用するだけではなく、地方においても農家が

取り組みやすくなるよう工夫することが重要です。 

なお、事業の活用に当たっては、地方農政局、都道府県、市町村等の農地整備の担当

にご相談ください。 
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https://www.maff.go.jp/j/nousin/keiiku/noutiseibi/attach/pdf/index-147.pdf

 

https://www.maff.go.jp/j/nousin/keiiku/noutiseibi/attach/pdf/index-152.pdf P2 

図 ５-４ 農地整備事業等による「田んぼダム」の支援 
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(２) 多面的機能支払交付金を活用し、畦畔などの機能を向上 

 「田んぼダム」を実施するためには、十分な高さのある堅固な畦畔や、排水枡、排水

路を整備するだけでなく、整備後も良好な状態に維持管理し、状況に応じて補強などを

行うことで、機能を保全することが重要です。 

 このような地域の取組には、多面的機能支払交付金を活用することができ、先行地区

でも、図 ５-５のような活動に活用されています。 

 

 

 

図 ５-５ 多面的機能支払交付金の活用（実証事業 先行地区アンケート調査結果）  
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「田んぼダム」の実施に必要な畦塗り等の畦畔の補強は、多面的機能支払交付金のう

ち資源向上支払交付金の対象となることに加え、資源向上支払の交付を受ける田の面積

の１／２以上で「田んぼダム」に取り組む場合 10a当たり 400円（北海道は 320円）の

加算措置があります（図 ５-６）。 

「田んぼダム」を継続するためには、整備した畦畔や排水枡等の機能を維持していく

ことが必要です。多面的機能支払交付金を活用することで、農家の負担を軽減し、農地

の機能を維持・向上させるとともに、地域の農業を継続していくことが重要です。 

交付金の活用に当たっては、地方農政局、都道府県、市町村等の農地整備の担当にご

相談ください。 

 

図 ５-６ 多面的機能支払交付金による「田んぼダム」の支援 

https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r7kettei_pr73.pdf P2 

(３) 市町村の支援制度 

「田んぼダム」の導入や畦畔の維持管理に関しては、市町村が独自の支援制度を設

けている場合があります。これらの制度を活用することで、「田んぼダム」の取組を効

果的に進めたり、農家の負担軽減につながる可能性があります。最新の情報について

は、各市町村のホームページや担当窓口でご確認ください。 
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第６章 水田流出簡易計算プログラムを活用した取組 

６．１ 水田流出簡易計算プログラムとは 

 「田んぼダム」の取組により水田からの流出量をどの程度抑制できるのか、水田の水位は

どの程度まで上昇し、どの程度の時間で下がるのかという情報を、各地域で簡単に計算でき

るツールが必要ではないかという課題意識から、水田流出簡易計算プログラム（以下、「本

プログラム」といいます。）を開発しました。 

 本プログラムは、水田の条件（水田面積、畦畔の高さ、落水口の幅、排水管の位置・口径

等）、降雨の条件（降雨時間、時間雨量等）、「田んぼダム」用の堰板、調整板等（以下、「田

んぼダム器具」といいます。）の種類、形状等を設定し、水田１筆からの流出量と田面水深

の変化を計算できます。  

 

６．２ 水田流出簡易計算プログラムの使い方 

 本プログラムは、「田んぼダム」の効果を評価するためのツールで、水田の条件や降雨、

「田んぼダム」の特徴を入力することで、流出量や水深の変化を計算できます。これにより、

「田んぼダム」を実施する場合と実施しない場合、「田んぼダム」器具の形状・寸法、降雨

データなどの条件を変えた場合の、一筆水田からの流出量、田面水深を具体的な数値やグラ

フにより比較し、効果を定量的に確認することができます。 

詳細な使い方は、農林水産省のホームページに掲載の水田流出簡易計算プログラム操作マニ

ュアル(https://www.maff.go.jp/j/nousin/mizu/kurasi_agwater/attach/pdf/ryuuiki_tis

ui-33.pdf)に記載されています。 

 また、本プログラムの操作方法については、分かりやすく解説した説明動画(https://ww

w.youtube.com/playlist?list=PLMvvhD9xvwfn1uQUGgwJUcHXlLMd_txMV)も公開されています。 

以降に、群馬県が水田流出簡易計算プログラムを使用してシミュレーションを行った事例

を示します。 

(１) 水田流出簡易プログラムの使用事例 

① シミュレーションの条件 

・過去に浸水被害等の発生があった群馬県高崎市井野川流域（図 ６-１）を選定 

・水田面積 93.4ha、水田枚数 816枚、水田平均面積 1,145m2 

・農地地図情報から地目、水田面積、排水系統を把握 

・令和元年台風 19 号に近い雨量として、50年に 1回程度の降雨量（24時間降水量 

207mm）を採用 

・現地調査で畦畔形状、水尻構造などを確認 

・畦畔高は 25cm以上を想定 

・機能分離型の流出量調整器具を想定 

・水田の面積に応じて、下記のとおり流出孔の直径と排水枡の数を決定 

2,000m2：直径 3cm、3,000m2：直径 4cm、4,000m2：直径 3cmで排水枡 2箇所  
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図 ６-１ シミュレーション対象地域の受益範囲 

 

② シミュレーション結果 

本プログラムによるシミュレーションの結果を図 ６-２に示します。「田んぼダ

ム」実施により、井野川流域の水田 93.4ha からのピーク流出量は 19%に抑制される

結果となりました。 

 

図 ６-２ 水田流出量の抑制効果 

 このように、本プログラムを活用することで、それぞれの地域の水田条件で、目標とする

降雨に対する「田んぼダム」の効果と影響を定量的に確認できます。 

「田んぼダム器具」の種類・ 形状等の検討の際にご活用ください。 
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水田流出簡易計算プログラム

プログラムの概要

プログラムを使って分かること
「田んぼダム」を実施する場合としない場合で
水田一筆の
①流出量（排水量）
②田面の水深
について、数値とグラフから把握出来る

計算結果グラフ（左水田からの流出量 右田面水深）
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北海道 1/50 中央山型 「田んぼダム」なし 立板方式（分離型）
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プログラムを使うために必要な情報
必要な情報Ⅰ
水田の諸元
①長辺長(lb)、②短辺長(sb)、③面積(pa)、④畦畔の高さ(kh)、
⑤落水枡の数(dn)、⑥初期水位(ih)、⑦減水深(etp)
【補足】①、②が分からない場合は、③から逆算も可能

⑥は普段管理している水深
⑦減水深とは、用水を入れない状態で１日で下がった水位の差のこと
水位データや既存の資料（土地改良事業計画等）を参照

水田の平面図 水田の断面図

⑥

③=①×②
排
水
路

⑤
①

②
④

⑦

プログラムを使うために必要な情報
必要な情報Ⅱ

①落水口の幅(ww)、②排水管の直径(pd)、③田面から排水管
中心までの高さ(ph)

落水枡の諸元

②

落水枡（正面） 落水枡（横）

畦畔落水枡

排水管

田面①

③
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プログラムを使うために必要な情報
必要な情報Ⅲ
降雨データ
①降雨番号
【補足】
• １００通りの降雨データから、それらに対応する番号を選択します
• １ １０番には、自身で任意の降雨データを入力できます
• １１ １００番には、各地方の豪雨を再現した24時間分の降雨データが入力
されています

• 豪雨は地方ごとに以下の組み合わせで9種類用意されています
• 規模（30年・50年・100年に一度の規模）
• ピークのタイミング（序盤・中盤・終盤）

プログラムを使うために必要な情報
必要な情報Ⅳ

「田んぼダム」器具選択
①器具選択
導入を予定している器具を選択

一体型 分離型 フリードレーン
0:田んぼダムなし（落水枡）
1:四角セキ方式
2:三角セキ方式
3:門型セキ方式

0:田んぼダムなし（落水枡）
4:立板方式

10:田んぼダムなし
（フリードレーン）
11:コーン式

水位管理用堰板

0:田んぼダムなし
1:四角セキ方式

2:三角セキ方式

3:門型セキ方式

水位管理用堰板

0:田んぼダムなし 4:立板方式

立板

11:コーン式

10:
田んぼダムなし

水位管理部

コーン
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【補足2】

プログラムを使うために必要な情報
必要な情報Ⅴ
器具の条件を選択 一体型の場合
①水管理用堰板の高さ(wh1)、②器具の高さ(wh2) 、
③切欠の幅(ww2) 、④切欠の高さ(wh3) 、⑤切欠の角度(ca)

1:四角セキ方式

0:田んぼダムなし
1:四角セキ方式 2:三角セキ方式 3:門型セキ方式

又は 又は

水管理用堰板

2:三角セキ方式

④

3:門型セキ方式

【補足1】
一体型の器具は、器具下端 切欠下端で水位を管理し、切欠で排水量の抑制を行
います。そのため、「①水管理用堰板の高さ」は、堰板下端 切欠下端の高さ、
「②器具の高さ」は、切欠下端 器具上端の高さに設定します。

③は四角・門型セキ、④は門型セキ、⑤は三角セキのみ

③ ②

①

⑤
②

①

③
②

①

プログラムを使うために必要な情報
必要な情報Ⅴ
器具の条件を選択 分離型の場合
①水管理用堰板の高さ(wh1) 、
②立版上端 畦畔天端の高さ(dld)、
③流出孔中心 田面の高さ(dh)、④流出孔直径(dd)

立板水位管理用堰板
落水枡

畦畔

①

②

③④
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プログラムを使うために必要な情報
必要な情報Ⅴ

①水管理用堰板の高さ(wh1)、②コーン上端の直径(cnd) 、
③コーンの長さ、④流出孔直径(dd)

器具の条件を選択 フリードレーンの場合

落水枡 畦畔

フリード
レーン管

水面

田面

コーン

②

④

①
③

落水枡（側面） 水位管理部 コーン

プログラムの操作方法
入力Ⅰ

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦※

水田諸元を入力するセル(Inputシート)

①~⑥をInputシート
の右図セルに入力

※水田番号
20パターン登録可能
1~20の番号を順番に
入力

水田の諸元

水田の平面図 水田の断面図

⑥

③=①×②
排
水
路

⑤
①

②
④

⑦

105



プログラムの操作方法
入力Ⅱ 落水枡の諸元を入力するセル(Inputシート)

落水枡の諸元
入力Ⅰで設定した水田毎に、
対応する落水枡の条件①~③を
Inputシートの同一行の右図セルに入力

① ② ③

②

落水枡（正面） 落水枡（横）

畦畔落水枡

排水管

田面①

③

プログラムの操作方法
入力Ⅲ
降雨データ
入力Ⅰで設定した水田毎に、①降雨番号(1~100)から降雨
データを選択し、Inputシートの右図セルに入力
Precipitationシートで
降雨番号11~100は過去の降雨データが入力済み
降雨番号1~10には任意の降雨データを自身で設定
任意に設定する場合は、時間ごとに雨量 (mm/h)を入力

降雨データ選択セル
(Inputシート)

任意の降雨データ設定セル
(Precipitationシート)

過去の降雨データ参照セル
(Precipitationシート)

①
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プログラムの操作方法
入力Ⅳ

一体型 分離型

水位管理用堰板

0:田んぼダムなし
1:四角セキ方式

2:三角セキ方式

3:門型セキ方式

水位管理用堰板

0:田んぼダムなし 4:立板方式

立板

入力Ⅱで設定した落水枡毎に設置する器具を
Inputシートの同一行の右図セルに入力

※器具に対応した番号を入力(1:四角セキ等)

「田んぼダム」器具の選択

器具を選択するセル(Inputシート)

フリードレーン
11:コーン式

10:
田んぼダムなし

水位管理部

コーン

プログラムの操作方法
入力Ⅴ
器具の条件設定 一体型

① ③ ② ⑤ ④
入力Ⅱで設定した落水枡毎に、
対応する器具の条件①~⑤を
Inputシートの同一行の右図セルに入力

器具の条件を設定するセル(Inputシート)

0:田んぼダムなし
1:四角セキ方式 2:三角セキ方式 3:門型セキ方式

又は 又は

水管理用堰板

1:四角セキ方式 2:三角セキ方式

④

3:門型セキ方式

③ ②

①

⑤
②

①

③
②

①

107



プログラムの操作方法
入力Ⅴ
器具の条件設定 一体型
入力Ⅱで設定した落水枡毎に、
対応する器具の条件①~④を
Inputシートの同一行の右図セルに入力

器具の条件を設定するセル(Inputシート)

① ④ ③ ②

立板水位管理用
堰板

落水枡
畦畔

①

②

③④

プログラムの操作方法
入力Ⅴ
器具の条件設定 フリードレーン

器具の条件を設定するセル(Inputシート)

① ④ ②③
入力Ⅱで設定した落水枡毎に、
対応する器具の条件①~④を
Inputシートの同一行の右図セルに入力
※田んぼダム無しの場合、③以外入力
②は水位管理部の上端の直径

落水枡 畦畔

フリード
レーン管

水面

田面

コーン

②

④

①
③

落水枡（側面） 水位管理部 コーン
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プログラムの操作方法
計算Ⅰ

1. ボタンをクリック
(Inputシート)

2. 計算開始
「はい」を選択

3. 計算終了
「はい」を選択

プログラムの実行
入力が終わったら計算を開始
手順は下記のとおり

時間

プログラムの操作方法
計算Ⅱ
計算結果 データ
「Result_流出量」シートと「Result_田面水深」シートに
計算結果が出力される

「Result_流出量」シート 「Result_田面水深」シート

水田番号
入力Ⅰ（水田諸元）
の水田番号に対応

降雨量
入力Ⅲ（降雨データ）
の降雨データに対応

流出量
入力した水田毎に
計算した流出量

入力した水田毎に
計算した田面水深

田面水深
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プログラムの操作方法
計算Ⅲ
計算結果 グラフ

計算結果グラフ（左水田からの流出量 右田面水深）

「Graph」シートには、入力した水田毎に、
降雨量と計算した流出量・田面水深のグラフが出力される
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第７章 今後の展開 

７．１ ICT を活用した「スマート田んぼダム」 

近年、ICTを活用した水管理労力の低減等を目的として、自動給水栓や自動排水栓を導

入した水管理が行われています。 

「スマート田んぼダム」とは、「田んぼダム」の取組を、営農目的で導入された自動給

水栓、自動排水栓を活用して行う取組です。遠隔操作により、降雨前の事前排水、降雨中

の貯留・流出抑制、降雨後の排水を行うことで雨水貯留能力を向上させるとともに、地域

一体となった一斉操作により、「田んぼダム」の安全かつ確実な実施を図る取組です。（図 

７-１） 

「スマート田んぼダム」のために自動給水栓・排水栓を設置する場合は、「田んぼダム」

が長期的な取組であるという観点で費用対効果の課題が残ります。 

労働力不足や営農の規模拡大に対する水管理労力の削減のために自動給水栓・排水栓を

設置することで費用対効果が発現することを確認したうえで、「スマート田んぼダム」の

取組を地域で検討してください。 

 

図 ７-１ 「スマート田んぼダム」の実施イメージ 
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写真 ７-１ 写真 ７-２に自動給水栓・排水栓の設置例と管理画面のイメージを示しま

す。ICTを活用した自動給水栓・排水栓を導入することにより、以下のことが可能となり

ます。 

・ 遠隔操作で安全に水位を確認、管理することができる。 

・ 事前に貯留や排水の手順を設定しておき、操作者がモードを変更すると、設定したと

おりの操作が行われるなど、操作の自動化を行うことができる。 

・ 田面水位を記録することができることから、「田んぼダム」の活動に伴う水位の変化や

貯留量の見える化ができる。 

  

写真 ７-１ 左 自動給水栓設置例  右 自動排水栓設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ７-２ 管理画面のイメージ 
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また、「スマート田んぼダム」の取組を検討するに当たっては、以下のような点に留意

することが重要です。 

① 自動給水栓・排水栓の導入は営農への効果の観点から検討 

農業水利を取り巻く情勢の変化を踏まえ、水管理の省力化による生産コスト削減を目指

し、用水路のパイプライン化や ICT水管理の導入など、農業水利システムの転換が進めら

れています。 

自動給水栓・排水栓の導入が進む地域もあり、営農目的で導入された自動給水栓・排水

栓を活用することで「スマート田んぼダム」を活用することが可能です。 

ただし、「スマート田んぼダム」のために自動給水栓・排水栓を設置する場合は、「田ん

ぼダム」が長期的な取組であるという観点で費用対効果の課題が残ります。 

② 行政機関を中心に操作のタイミングや手法を事前に調整 

「スマート田んぼダム」は、降雨予測や降雨状況等の情報に基づき、事前排水、貯留、

排水を行う判断をし、遠隔で自動給水栓・排水栓を操作する取組であり、適切なタイミン

グで操作がされなければ効果は発揮されません。 

一斉に排水すると下流の水位に影響を与える恐れがあることから、関係する行政機関を

中心として、事前排水、貯留、貯留後の排水といった操作について、降雨予測、降雨状況、

排水路や河川の水位等がどのような状況になったら操作を行うのかといった操作の条件

（タイミング）や操作の手法を事前に調整することが重要です。この際、排水先の河川部

局やダム・ため池・用排水路で事前に水位を下げる取組を行っている管理者との連携も必

要です。 

大雨が予想される度に判断や操作を行うことは、行政機関や操作を行う者の負担になる

と考えられることから、降雨予測、降雨状況、排水路や河川の水位等が関係者間で事前に

調整した条件に達した場合に、自動的に操作が行われるような体制と仕組みを構築するこ

とも有効であると考えられます。 

実証事業で作成した「スマート田んぼダム」 機器操作等実施要領（案）を参考資料４

に示しますので、参考にしてください。 

③ 作物の生産に影響のない範囲で実施する取組 

「スマート田んぼダム」も「田んぼダム」と同様に、作物の生産に影響を与えない範囲

で、農業者の協力を得て実施する取組です。 

大豆や小麦などの湛水の影響を強く受ける作物を作付けする水田では行えません。 

また、地域の水需要、農作業、作物の生育等の状況を踏まえて、操作のタイミングや手

法について農業者と事前に調整し、作物の生産に影響を与えない範囲で操作を実施するこ

とが重要です。 
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(１) 事前排水を行うことでより大きな効果を発揮 

「スマート田んぼダム」は、「田んぼダム」の流出量調整器具の代わりに、自動排水

栓により、貯留時は排水枡の堰板を上昇させ、排水時は排水枡の堰板を下降させること

で、「田んぼダム」と同様に水田の雨水を一時的に貯留する機能を向上させます。 

降雨前に事前に排水することで、より大きな効果を発揮することができます。堰板を

下降させ事前排水を行った後に、堰板を上昇させ貯留している期間は流出がなく、降雨

後に堰板を下降させて排水することで、ピーク流出量を抑制する効果が確認されました。 

(２) 様々な規模の降雨に対して効果を発揮 

「スマート田んぼダム」は、様々な規模の降雨に対応でき、特に小規模から中規模の

降雨で高い効果を発揮します。シミュレーション結果（図 ７-２）では、10年に 1回の

確率で発生する規模の降雨（総雨量 168.3mm）ですべての雨水を貯留、50年に 1回の場

合（総雨量 242.4mm）でピーク流出量を 90％抑制しました。これは通常の「田んぼダム」

機能分離型の 85％を上回りますが、100年に 1回の場合（総雨量 277.1mm）では抑制率

が 78％に留まり、機能分離型の 86％を下回りました。これは「スマート田んぼダム」

が事前排水で容量を確保するものの、貯留を開始してからは全く排水することなく貯留

するため、空き容量を使いきると、通常の排水と同じ状況になるためと考えられます 

 

図 ７-２ 水田からの流出量抑制効果（実証事業 シミュレーション結果） 

確率降雨：気象庁栃木観測所の観測値を基に算出 

ほ場条件：畦畔高 30cm, 水位調整板の堰幅 22cm, 流出口径φ110 

機能分離型の流量調整器具：流量調整板に口径φ40 の流出孔 

貯留前の初期水深：0cm 

自動排水栓の堰高（貯留可能高）：15cm （吹上東部地区の設定値） 

（令和３年度実証事業） 
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(３) 貯留のみでも効果を発揮 

「スマート田んぼダム」は、事前排水を行うことでより大きな効果を発揮することが

できますが、農業用水の需給が厳しい地域や施肥等を行った直後など、事前排水を行う

ことによって、作物の生産に影響を及ぼすことも考えられます。したがって、農業者や

営農関係機関と事前排水が可能な時期について調整を行うことが重要です。 

また、事前排水を行わない場合であっても、自動排水栓により排水枡の堰板を上昇さ

せる貯留操作を行うことで、事前排水を行う場合よりも効果は小さくなりますが、規模

の小さい降雨から大きい降雨まで様々な規模の降雨に対して効果を発揮することがで

きます。 

令和３年度の実証事業で行ったシミュレーションの結果を図 ７-３に示します。 

10 年に 1 回の確率で発生する規模の降雨（最大時間雨量 57.1mm、総雨量 168.3mm）

では、ピーク流出量の 95％を抑制する効果が発揮されています。 

50 年に１回の場合（最大時間雨量 71.6mm、総雨量 242.4mm）では、ピーク流出量を

67％抑制しており、100年に 1回の場合（最大時間雨量 77.5mm、総雨量 277.1mm）では、

ピーク流出量の 52％を抑制と、事前排水を行う場合よりも効果は小さくなりますが、

大きな降雨でも効果が発揮されるという結果となりました。 

 
図 ７-３ 水田からの流出量抑制効果（実証事業 シミュレーション結果） 

自動排水栓の堰高（貯留可能高）：15cm（吹上東部地区での設定値）  
「スマート田んぼダム」実施(貯留のみ)の初期水深：5cm 

「スマート田んぼダム」実施(貯留のみ)の貯留可能高：10cm（15cm-5cm） 

 

排水路や下流河川の水位上昇抑制、浸水量、浸水面積の低減効果についても「田んぼ

ダム」と同等に効果が発揮されます。 

（令和３年度実証事業） 
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７．２ 普及啓発の事例 

各地の「田んぼダム」の普及啓発活動の事例を紹介します。 

(１) 「宮城県田んぼダム実証コンソーシアム」を核とした普及拡大（宮城県） 

宮城県は、「田んぼダム」の取組の効果検証や、普及に向けた多様な課題の解決に取

り組むことを目的として、令和３年に県内市町村、土地改良区、農業者で構成される「宮

城県田んぼダム実証コンソーシアム」を設立しました。 

「田んぼダム」の効果を可視化するため、令和３年度から大崎市内の農地整備実施地

区において効果検証を実施し、流出量のピークカット率を試算しました。 

普及拡大に向けては、「田んぼダム」の関係者どおしで情報共有をするシンポジウム

の開催を開催しました。また、取組の課題となっていたゴミ詰まり解消や操作性向上の

ために、県内企業とロート型堰板（流出量調整器具）の開発などの活動を行いました。 

その結果、取組面積は令和３年度末の 368.3haから令和５年末時点で 1,980.7haまで

増加しました。加えて、コンソーシアムの加入組織数は設立時は５市町、12土地改良区

でしたが、27市町村、38土地改良区まで増加しました。 

 
    写真 ７-３ 「宮城県田んぼダム実証コンソーシアム」設立総会 

 

 
    写真 ７-４ シンポジウムの開催状況 
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(２) 田んぼダム通信（秋田県） 

秋田県は、「田んぼダム」の効果や、取組状況、および農家の声などを幅広く発信す

ることを目的として、「田んぼダム通信」を発刊しています。このような取組は、関係

者や地域住民に「田んぼダム」の理解促進に寄与しています。 

 
図 ７-４ 田んぼダム通信の抜粋(1/2)  
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図 ７-５ 田んぼダム通信の抜粋(2/2) 

 

なお、参考資料に道県独自に作成された「田んぼダム」のマニュアルのリンクを記載

しています。普及啓発活動などの参考にしてください。 
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７．３ 地域で取り組む「田んぼダム」 

豪雨はいつ発生するか分からないため、「田んぼダム」の効果を安定的・継続的に発揮

させていく必要があります。そのためには，上流域と下流域が一体となり取組を普及・継

続していく必要があります。しかし、上流域の農家は、地勢的に洪水被害が少なく、「田

んぼダム」の効果を直接的に享受する機会が限られるため、自発的に取り組むことはあま

りありません。この課題に対して、岡山県倉敷市や新潟県見附市では行政が主体となって

支援を行い、普及啓発に取り組んでいます。 

(１) 「田んぼダム」実施を通じた地域連携（岡山県倉敷市） 

岡山県倉敷市は、市の単独事業で「田んぼダム」に必要な畦畔および排水枡を整備し、

「田んぼダム」用の流出量調整器具を農家に配布しています。また、のぼり旗の設置や

地元住民を対象とした説明会等により普及啓発を行っています。 

加えて、畦畔の維持管理や地域内での話し合いを定期的に実施しています。これによ

り、地域の防災意識の向上と更なる協力農家の拡大など、地域での連携を強化していま

す。このように、「田んぼダム」が地域の治水に寄与することを下流の都市市民が理解

することにより、農家と都市市民をつなぐ取組となっています。 

  

図 ７-６ 流出量調整器具の設置（左） のぼり旗の設置状況(右) 

(２) 取組の拡大と維持に効果的な「仕掛け」と「仕組み」（新潟県見附市） 

① 「仕掛け」 ： 農家が意識しないほど負担感がない器具への転換 

見附市では取組開始当初、図 ７-７のような側面の孔で流出量を調整するタイプ

（機能一体型）を導入しました。 
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図 ７-７ 取組開始時の流出量調整器具（機能一体型） 

 

しかし、規模の小さな降雨でも雨水を貯留してしまい、田面の排水が滞ることから、

農家が田面位まで調整管を下げる操作（図 ７-７中央の図）を行い、結果として「田ん

ぼダム」の効果が発現しなくなるということが起こっていました。 

そこで、新潟大学の研究チームの協力で図 ７-８のような新たな流出量調整器具（機

能分離型）の開発を行いました。新たな器具は、小規模な降雨時は、雨水を貯留せず通

常と同様に排水され、大規模な降雨時のみ雨水を貯留し、安定した排出量の抑制が可能

となっています。この器具に変更してからは、農業者は「田んぼダム」に取り組んでい

る（調整管をつけている）ことすら意識していないとのことです。 

  

図 ７-８ 改良後の流出量調整器具（機能分離型） 

② 「仕組み」 ： 農家へのインセンティブの付与 

見附市では全 66集落が「見附市広域協定｣に加盟し、協定面積約 2,500 ha の一組織

として事業を展開しています。 

その中で、「水田の畦畔」を雨水貯留機能をはじめとした水田の多面的機能の発揮に

必要不可欠な集落共同の施設と位置付け、畦畔の草刈り日当の支払い（100 円/a）、畦

塗り委託（50 円/m）、排水枡周辺及び法面の補修、暗渠排水施設の機能回復、「田んぼ

ダム」に係る緊急時の点検作業や調整管の破損部品の取替えなどの費用を交付金から拠

出しています。 

効果あり 効果なし 
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(３) 農家の取組継続動機と都市市民の協力意向 

令和５年度に農家が期待する支援内容と、都市市民の協力意向を明らかにするために

アンケート調査を行いました。 

農家が都市市民に期待する支援内容の上位３つは「草刈りや泥上げなどの作業支援」、

「田んぼダム農家の米の定期購入」、「見回りボランティアへの参加」でした。一方、都

市市民が協力意向を示した支援内容の上位３つは「田んぼダム農家の米の定期購入」、

「軽トラ市などでの生産物購入」、「草刈りや泥上げなどの作業支援」でした。 

この結果から、農家の期待する支援内容と都市市民の協力意向には順位に違いが見ら

れるものの、「労働提供」や「経済的支援」の一部が一致しており、マッチングできる

可能性が示されました。 

 

図 ７-９ 農家が都市市民に期待する支援 

 

図 ７-１０ 都市市民の農家への協力意向 
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(４) 都市市民の協力意向 

都市市民の中には、農業者への協力意向を持つ人が多いこともアンケート調査からわ

かりました。 

都市市民による今後の取組の考えについての回答結果を図 ７-１１に示します。 

「他市と連携して取組面積を増やした方が良い」と「市内の田んぼで取組面積を増や

した方が良い」といった面積を増やす方向性がいいと考える割合が約 80%でした。この

結果から、都市市民も「田んぼダム」の必要性を感じていることが示されました。 

 

 

図 ７-１１ 都市市民の今後の取組に対する考え 

また、都市市民が農家から協力依頼を受けた際の協力意向についての回答結果を図 

７-１２に示します。 

「積極的に協力する」、「状況や条件次第で協力する」と協力意向を示した回答割合は

約 55%でした。一方で、「いまのところわからない」と回答した割合は約 40%、「事情が

あり協力できない」と「協力しない」と回答した割合は約 5%でした。 

まだ協力に対して明確な判断を下していない回答者が約 40%であり、この 40％の人々

に協力してもらうことが今後の取組継続に不可欠と考えられます。そのため、「田んぼ

ダム」の効果を広く啓発していくことが重要です。 

 

 

図 ７-１２ 都市市民が農家から協力依頼を受けた際の考え 
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７．４ アンケート調査結果 

「田んぼダム」を地域全体の継続的な取組として、普及・拡大していくために必要な条

件や支援等を明らかにすることを目的として、令和５年度に自記式アンケート調査を実施

しました。この調査結果はこれまでの説明にも登場したものです。 

以降では調査の概要を示します。 

(１) アンケート概要 

調査対象地区として、「田んぼダム」に先行的に取り組んできた北海道岩見沢市、栃

木県栃木市、栃木県小山市、新潟県見附市を選定しました。回答者は農業者、および農

業者が営農しているエリアの下流に住む都市市民とし、４地区の土地改良区や市役所に

依頼し、１地区各 150名を基本として抽出しました。その結果、農業者 600名、都市市

民 617 名の合計 1217 名が調査対象となりました。また、調査票の配布は留置式、回収

は郵送を基本としました。 

 

農業者に対する設問は、年代、被災履歴、継続年数、不安要素、取組を行っていない

理由、協力の意向などとしました。また、都市市民に対する設問は、年代、被災履歴、

「田んぼダム」の認知、協力の意向などとしました。 

 

回収したアンケートは単純集計を行った後、設問ごとの関連性や回答者の特徴を明ら

かにするためクロス集計を行いました。クロス集計は仮説に沿って行いました。例えば

「高齢の場合協力が難しく、協力の意向が弱い」という仮説の場合、年代と協力意向の

設問に対する回答を掛け合わせて異なる年代間で協力意向に差があるかを確認しまし

た。 

  

123



 

(２) アンケート集計結果 

農業者の集計結果概要を表 ７-１に示します。また、都市市民の集計結果概要を表 

７-２に示します。 

表 ７-１ 農業者の集計結果概要 

分類 結果 

年代 60歳代以上の回答者が約 70% 

浸水被害経験 自分自身や身近な人が浸水被害を受けた回答者は 30～45% 

危機意識の水準 危機意識の水準が高い回答者は約 60% 

認知度 言葉・仕組みを認知している回答者は 65%～90% 

取組実施 取組を実施している回答者は約 60% 

耕作面積 5町未満の回答者が約 70% 

A「田んぼダム」実
施前の考え 

洪水抑制効果があるのか気にしていた回答者が約 50％で最大 
費用面や排水枡の維持管理方法を気にしていた回答者は約 40% 

B「田んぼダム」実
施後の変化や現状 

米の収量や品質、水管理への影響はなかったと回答した割合が高い 
一方、ワラ詰まりがあったとの回答もあった 

C「田んぼダム」継
続のための条件 

畔塗作業に関する回答者が約 45%と相対的に多い 

D 下流住民に期待
すること 

回答割合が大きい順に①水路の維持管理の手伝い約 30%②米の定期
購入約 15%③水田の見回りボランティア約 15% 

E「田んぼダム」普
及のために行政が
担う役割ヘの考え 

費用面は国も県も市も負担すべきと回答した回答者の割合が約 60
～65％、現場調整は国も県も市も負担すべき、市が負担すべきと回
答した回答者の割合が同程度で 40～45％ 

F「田んぼダム」未
実施の理由 

回答割合が大きい順に①行政からの支援内容②周囲が未実施③自
分の費用負担でこれらの回答割合は 10～15%程度 

 

表 ７-２ 都市市民の集計結果概要 

分類 結果 

Ａ年代 60歳代以上の回答者が約 80% 

Ａ浸水被害経験 
自分が浸水被害を受けた回答者は約 20%、身近な人が浸水被害を受
けた回答者は約 50% 

Ａ危機意識の水準 危機意識の水準が高い回答者は約 60% 

B認知度 取組の推進・言葉・仕組みを認知している回答者は 50%～70% 

B「田んぼダム」へ
の考え 

取組面積を増やした方が良いという回答者は約 80% 

B「田んぼダム」実
施地域との接点 

実施地域への来訪経験がある回答者は約 45%、土地勘がある回答者
は約 40%。親族、友人や知人が居住経験がある回答者は 20～40％ 

C「田んぼダム」取
組農家への考え 

農家に協力する回答者は約 55%、わからない回答者は約 45% 
協力してもよいメニューは順に①米の定期購入約 25%、②軽トラ市
での購入約 20%、③水路の維持管理・お祭りへの参加約 10% 

D「田んぼダム」に
対するイメージ 

作業量が増えると思う回答者は約 55％でネガティブな回答で最も
割合が大きく、全体的に変化はないと思う回答割合が大きい 

E行政の治水・雨水
対策の認知 

雨水貯留補助、貯留施設整備、水害ハザードエリアの開発抑制を知
っている回答者は 20～35%で、その他の対策を知っている回答者は
50～80% 

F今後の「田んぼダ
ム」についての考
え 

浸水面積が減るならば積極的に取り組むべきだと考える回答者は
約 80% 

G属性 
夫婦のみの回答者が家族構成で最大の割合で約 45％ 
世帯主の回答者は約 85% 
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① 回収率 

アンケートの回収率は４地区合計で農業者が 75.1%(451部)、都市市民が 60.6%(374

部)となりました。 

② 集計結果と農林業センサスの比較 

調査の母数が十分であるか確認するために、回答者の年代の集計結果と 2020 年農

林業センサスの年齢階層別農業従事者数を比較しました。 

年代の集計結果は、2020年農林業センサスと比べて、岩見沢市で 70歳代以上と回

答した人の割合が小さいものの、全体的に概ね同様の傾向を示していることから、母

数は十分であると考えます。 

【年代】 

 

 

 

【2020年農林業センサス：年齢階層別農業従事者数】 

  

図 ７-１３ 年代と農林業センサスの年齢階層別農業従事者数 

③ 農業者の集計結果 

・「田んぼダム」を実施している人の属性 

「高齢の場合協力が難しく、協力の意向が弱い」という仮説のもと、年代と「田ん
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ぼダム」実施の有無についてクロス集計を行った結果、図 ７-１４に示すとおり高齢

の方が「田んぼダム」の取組割合が高くなりました。 

 
 

図 ７-１４ 「年代」と「「田んぼダム」実施の有無」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 

 

浸水被害経験がある人は協力意向が強いという仮説のもと、浸水被害経験と「田ん

ぼダム」実施の有無についてクロス集計を行った結果、図 ７-１５に示すとおり相関

関係はありませんでした。 

 

図 ７-１５ 「浸水被害経験」と「「田んぼダム」実施の有無」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 

・継続するための条件 

「田んぼダム」を実施し始めてからの経過年数で継続の動機付けの要因が変わると

いう仮説からクロス集計を行った結果、図 ７-１６に示すとおり相関関係はありませ

んでした。 

取組開始後４年～６年経過したグループでは「自分が取り組んだ田んぼダムの効果

を知る機会」と回答した割合は２番目に大きく、取組開始後７年～９年経過したグル

ープでは「自分の代わりに畔塗作業をしてくれる仕組み」と並んで「自分が取り組ん

だ田んぼダムの効果を知る機会」と回答した割合が最も大きい結果となりました。 

このことから、田んぼダムを推進していく上で、取り組む農業者に対し、取組によ

って得られた田んぼダムの効果を適切に周知することが、継続的な取組のモチベーシ

ョンを保つために重要であると言えます。 
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図 ７-１６ 「「田んぼダム」実施からの経過年数」と「「田んぼダム」を継続して実施するための

動機付けとして影響力の大きいもの」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 

年齢構成で継続の動機付けの要因が変わるという仮説からクロス集計を行った結果、 

図 ７-１７に示すとおり相関関係はありませんでした。 

一方で、年代が高いほど農業体験への参加を期待している傾向がありました。 

 
 

 

 

 

図 ７-１７ 「年代」と「下流住民に期待すること」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした  
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・「田んぼダム」を実施していない理由 

作物への影響を懸念している人は協力意向が弱いという仮説からクロス集計を行

った結果、図 ７-１８、図 ７-１９に示すとおり作物への影響を懸念して「田んぼダ

ム」を実施していない人は、今後の実施意向も弱いことが明らかとなりました。 

一方で、第４章 「田んぼダム」の営農への影響で示したとおり、「田んぼダム」

による営農への明らかな影響がないことが示されているため、作物への影響の懸念を

解消することで、今後の設置意向を強めることができると考えます。 

 

 

 

 

図 ７-１８ 「「田んぼダム」未実施理由が稲の湛水による収量や品質低下の懸念」と「今後の

「田んぼダム」実施意向」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 

 

 

 

図 ７-１９ 「「田んぼダム」未実施理由が隣の圃場に湿害への懸念」と 

「今後の「田んぼダム」実施意向」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 
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④ 都市市民の集計結果 

・「田んぼダム」の認知 

「田んぼダム」を認知している人の属性を明らかにするために、「田んぼダム」の

言葉の認知と、財産物の浸水被害経験をクロス集計した結果、図 ７-２０に示すとお

り２つの変数間に関連があることが示されました。特に「田んぼダム」を聞いたこと

がある回答者は、聞いたことがない回答者よりも被害を受けた回答者の割合が相対的

に高いことから、被害経験のある回答者は「田んぼダム」の認知度が高いと考えられ

ます。このため、浸水被害履歴のないエリアでは重点的に広報を行うことが重要です。 

 

 

 
図 ７-２０ 「「田んぼダム」を聞いた経験」と「自分自身の財産物の浸水被害経験」の

クロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 

「田んぼダム」を認知している人は、協力の意向が強いという仮説のもとクロス

集計を行いました。その結果、図 ７-２１、図 ７-２０に示すとおり２つの変数間

に関連があることが示されました。「田んぼダム」を聞いたことがある回答者は、聞

いたことがない回答者よりも協力意向が強いことがわかりました。 

 

 

図 ７-２１ 「「田んぼダム」を聞いた経験」と「農家への協力意向」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 
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また、「田んぼダム」を見聞きしたきっかけは図 ７-２２に示すとおり、回答割合

の大きい順番に広報誌、新聞、知人という結果であり、紙面が半数程度を占めたこと

から、SNS等による周知も大事ですが、紙面による周知も有効と考えられます。 

 
図 ７-２２ 「「田んぼダム」を聴いたり知ったきっかけ」の集計結果 

加えて、浸水被害経験によって危機意識の水準が高まるという推測と、危機意識が

強いと協力の意向が強いという仮説のもとクロス集計を行いました。その結果、図 

７-２３に示す通り、浸水被害経験のある人の方が被害経験のない人より危機意識が

高いことが分かりました。また、図 ７-２４に示す通り、危機意識が高い人の方が危

機意識が低い人より「田んぼダム」に取り組む農家への協力意向が強いことがわかり

ました。 

 
 

 

図 ７-２３ 「浸水被害経験」と「危機意識の水準」のクロス集計結果 

 

 

 

図 ７-２４ 「危機意識の水準」と「農家への協力意向」のクロス集計結果 

 

その他の結果については、参考資料７に示す単純集計結果をご覧ください。 
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危機意識の水準が
有意差あり 

有意差あり 

※有意水準は 0.05とした 

※有意水準は 0.05とした 
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問い合わせ先 

 

〇 農林水産省における流域治水の取組（農地・農業水利施設の活用）について 

問い合わせ先 対象都道府県 

北海道農政部農村振興局農村設計課 

011-231-4111（内線 27-864） 

北海道 

東北農政局農村振興部設計課 

022-263-1111（内線 4495） 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県 

山形県、福島県 

関東農政局農村振興部設計課 

048-600-0600（内線 3563） 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、 

山梨県、長野県、静岡県 

北陸農政局農村振興部設計課 

 076-263-2161（内線 3464） 

新潟県、富山県、石川県、福井県 

東海農政局農村振興部設計課 

 052-201-7271（内線 2603） 

岐阜県、愛知県、三重県 

近畿農政局農村振興部設計課 

075-451-9161（内線 2527） 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県 

奈良県、和歌山県 

中国四国農政局農村振興部設計課 

086-224-4511（内線 2688） 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県 

高知県 

九州農政局農村振興部設計課 

096-211-9111（内線 4721） 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

沖縄総合事務局農林水産部農村振興課 

098-866-0031(内線 83351) 

沖縄県 

    農林水産省 農村振興局 水資源課  ０３－３５０２－８１１１（内線 ５５１６） 
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〇 流域治水全般について 

問い合わせ先 対象都道府県 

北海道開発局 建設部 河川計画課 

011-709-2311 

北海道 

東北地方整備局 河川部 河川計画課 

022-225-2171 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県 

山形県、福島県（阿賀野川水系以外） 

関東方整備局 河川部 河川計画課 

048-600-1335 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 

静岡県（富士川水系） 

北陸方整備局 河川部 河川計画課 

025-280-8958 

福島県（阿賀野川水系）、新潟県 

富山県、石川県、長野県（信濃川水系） 

中部方整備局 河川部 河川計画課 

052-953-8148 

長野県（天竜川、木曽川水系）、岐阜

県、静岡県（富士川水系以外）、愛知県 

三重県 

近畿方整備局 河川部 河川計画課 

06-6942-1141 

福井県、滋賀県、京都府、大阪府 

兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国方整備局 河川部 河川計画課 

082-221-9231 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県 

山口県 

四国方整備局 河川部 河川計画課 

087-811-8317 

徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州方整備局 河川部 河川計画課 

092-476-3523 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

沖縄総合事務局 開発建設部 河川課 

098- 866-1911 

沖縄県 

国土交通省 水管理・国土保全局 治水課  

０３－５２５３－８４４５ （内線 ３５５８２、３５６８５） 

※ 各問合せ先の「調査・計画担当」にお尋ねください。 

※ 地方整備局の基本とする管轄の例外となる水系（かっこ書きしたもの）については、 

主なものを記載しています。 

※ 国管理以外の河川については、各都道府県の土木事務所等に直接お問い合わせ下さい。 

連絡先等がご不明な場合には上記の地方整備局等にお問い合わせ下さい。 
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〇 「田んぼダム」の支援について（農地整備事業） 

問い合わせ先 対象都道府県 

北海道農政部農村振興局農地整備課 

011-231-4111 （内線 27-554） 

北海道 

東北農政局農村振興部農地整備課 

 022-263-1111 （内線 4459） 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県 

山形県、福島県 

関東農政局農村振興部農地整備課 

 048-600-0600 （内線 3531） 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、 

山梨県、長野県、静岡県 

北陸農政局農村振興部農地整備課 

076-263-2161（内線 3561） 

新潟県、富山県、石川県、福井県 

東海農政局農村振興部農地整備課 

052-223-4638（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

岐阜県、愛知県、三重県 

近畿農政局農村振興部農地整備課 

075-451-9161（内線 2561） 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県 

奈良県、和歌山県 

中国四国農政局農村振興部農地整備課 

086-224-4511（内線 2661） 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県 

高知県 

九州農政局農村振興部農地整備課 

096-211-9111（内線 4781） 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

沖縄総合事務局農林水産部農村振興課 

098-866-0031（内線 83340） 

沖縄県 

     農林水産省 農村振興局 農地資源課  ０３－３５０２－８１１１（内線 ５６１３） 
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〇 「田んぼダム」の支援について（多面的機能支払交付金） 

問い合わせ先 対象都道府県 

北海道農政部農村振興局農村設計課 

日本型直接支払グループ 

011-231-4111（内線 27-876） 

北海道 

東北農政局農村振興部農地整備課 

 022-263-1111 （内線 4491/4349） 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県 

山形県、福島県 

関東農政局農村振興部農地整備課 

 048-600-0600 （内線 3565） 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、 

山梨県、長野県、静岡県 

北陸農政局農村振興部農地整備課 

076-263-2161（内線 3568） 

新潟県、富山県、石川県、福井県 

東海農政局農村振興部農地整備課 

052-223-4638（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

岐阜県、愛知県、三重県 

近畿農政局農村振興部農地整備課 

075-451-9161（内線 2567） 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県 

奈良県、和歌山県 

中国四国農政局農村振興部農地整備課 

086-224-4511（内線 2671） 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県 

高知県 

九州農政局農村振興部農地整備課 

096-211-9111（内線 4779） 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

沖縄総合事務局農林水産部農村振興課 

098-866-0031（内線 83334） 

沖縄県 

     農林水産省 農村振興局 農地資源課  ０３－３５０２－８１１１（内線 ５６１８） 
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